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平成 23年 の東 日 本 大 震 災 を契機に、我が国における「寄附」はかつ

てないほ どの 盛 り 上 が り を 見せた。同年 6月の改正では、所得税法に

おける寄 附金 控 除 の 税 額 控 除方式の導入や控除限度額の拡大が実施

された。寄 附 金 控 除 利 用 者 数は改正後の平成 23年に 前年から倍増した

が、その後 の 平 成 24年 に は 大幅に減少している。このような状況のも

と、より多 く の 国 民 が 寄 附 金税制を利用できるようにする仕組みとし

て、「寄附 金 控 除 の 年 末 調 整制度化」に着目する。  

 

１．第１ 章 で は 、我 が 国 に おける寄附金税制について、その歴史的背

景を交 え なが ら 所 得 税 法を中心とした規定を概観する。近年、寄

附手 段 は、金 銭 以 外 の 資産の寄附、企業を通じた寄附等、多種多

様に な っ てい る が 、寄 附金税制上の取扱いが定まっていない面が

あり 、実務 上 問 題 が あ る。所得税の寄附金控除における所得控除

と税 額 控 除は 、 政 策 的 に異なる意義を持つ。我が国が平成 23 年

より 採 っ てい る 選 択 制 については、寄附金控除を幅広く適用しや

すい と い う利 点 も あ る 反面、政策の矛盾を指摘する声もある。  

 

２．第２章 で は 、我 が 国 に おける源泉徴収制度と年末調整制度を 整理

する 。源泉 徴 収 制 度 は 昭和 15 年より、年末調整制度は昭和 22 年

より 導 入 され た 。 昭 和 25 年のシャウプ勧告では、年末調整の税

務署 へ の 移管 を 指 摘 さ れたが、その後抜本的な改正がないまま現

行の 制 度 に至 っ て い る 。源泉徴収制度は、効率的な徴税方法とし

て高 く 評 価さ れ て い る 一方で、源泉徴収義務者の事務負担や民主

主義 的 租 税制 度 の 面 で 問題があるとする見解も多い。マイナンバ

ー制 の 導 入や 電 子 申 告 の普及等により、年末調整選択制等の議論

が今 後 大 きく 進 む 可 能 性もあるが、当論文では、実現可能で即時

性の あ る 提言 と し て 、現行の年末調整制度を前提に研究を進めて

行く 。  

 

論文要 約  

 
寄 附 金 税 制 に 関 す る 一 考 察  

～ 「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 を 中 心 と し て ～  

 

千 葉 商 科 大 学 大 学 院 会 計 フ ァ イ ナ ン ス 研 究 科  

上 村 大 輔  
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３．第３章 で は 、諸 外 国 に おける寄附金税制と源泉徴収制度を概観す

る。ア メリ カ 、イ ギ リ ス、ドイツの 所得税の寄附金税制は所得控

除で あ り 、フ ラン ス は 税額控除である。韓国は所得控除であるが、

税額 控 除 への 変 更 が 検 討されている。給与所得については、アメ

リカ 、イギ リ ス 、ド イ ツでは源泉徴収制度はあるが年末調整制度

がな く 、フ ラ ン ス は 源 泉徴収制度自体がない。韓国は源泉徴収制

度も 年 末 調整 制 度 も あ るが、年末調整実施時期が翌年であり、我

が国 の 制 度と 異 な る 。  

 

４ ． 第 ４ 章 で は 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 の 導 入 に あ た り 活

用 で き る と 考 え る 「 給 与 天 引 き 寄 附 」 の 実 態 を 把 握 す る た め に 、

民間企 業 19 社 を 対 象 に筆者が独自に実施した調査の結果を踏ま

え 、 現 状 や 課 題 に つ い て 考 察 す る 。「 給 与 天 引 き 寄 附 」 と は 、 企

業が 従 業 員に 給 与 を 支 払う際、希望する従業員との間であらかじ

め定 め た 寄附 額 を 天 引 きし、企業が寄附をする仕組みをいう。「給

与 天 引 き 寄 附 」 を 促 進 す る 税 制 の 要 望 と し て は 、「 寄 附 金 控 除 の

年末 調 整 制度 化 」が 最 も支持を集めたが、実務上の問題として事

務負 担 の 増加 を 懸 念 す る企業が多かった。  

 

５．第５章 で は「 寄 附 金 控 除の年末調整制度化」が税制改正要望に上

がっ た 背 景や そ の 後 の 経緯を踏まえ、一つの提案として「給与天

引き 寄 附」を 用 い た 新 たな制度の実現可能性を探る。当制度を普

及さ せ る ため に は 、寄 附金控除適用下限額の撤廃、当制度を取り

入 れ た 企 業 に 法 人 税 法 上 の 優 遇 措 置 を 与 え る な ど の 施 策 が 必 要

であ る と 考え る 。  

 

６ ． 第 ６ 章 で は 、 結 論 と し て 、 第 １ 章 か ら 第 ５ 章 で の 論 点 を も と に、

我が国 に おけ る 寄 附 金 税制の方向性を考察する。同じ担税力には

同 じ 税 負 担 が 課 さ れ る べ き と す る 租 税 公 平 主 義 の 観 点 か ら み る

と、寄 附金 控 除 制 度 は より利用しやすい制度にすべきである。当

研究は そ の一 助 に な る ことを目指し方策を検討したものである  
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序章  
 
１．はじ めに  

租税は 寄 附か ら 生 ま れた といわれる。現代的租税原則を唱えたノイ

マルク（ F.Neumark）は、「 租税はもともと自由意思にもとづく贈物か

らはじま り 、義 務 的 性 格 が 濃い貢納を経て、真の『強制公課』が出現

した」と 税の 形 成 過 程 を 整 理する 1 。  

今日、社 会 保 障 費 の増 加 等を背景とする消費税や相続税の増税を控

え、「強制 公 課 」 と し て の 租税のあり方が改めて問われているなか、

租税の原 点で あ る「 寄 附」の税制を改めて検討することは、我が国の

民主主義 税制 を 維 持 す る 上 で非常に重要であると考える。  

平成 23年 3月 に 発 生 し た 東日本大震災を契機に、我が国における「寄

附」は 大 き な 盛り 上 が り を 見せた 2 。平成 23年 6月の改正では、所得税

法におけ る寄 附 金 控 除 の 税 額控除方式の導入や控除限度額の拡大が

実施され、寄 附 先 進 国 と 言 われるアメリカやイギリスと比べても遜色

のない寄 附金 税 制 が 誕 生 し た。この新しい寄附金税制は、震災復興支

援を行う 非営 利 団 体 の 活 動 資金を集めやすくする目的もさることな

がら、今 日的 視 点 か ら 官 民 の役割分担のあり方を改めて見直そう 3 と

政府が打 ち出 し た 「 新 し い 公共 4 」の概念とも一致するものであり、

民間資金 が「 新 し い 公 共」の担い手である公益的な非営利団体に活用

されるこ とが 大 い に 期 待 さ れた。そして改正後の平成 23年においては、

寄 附 金 控 除 （ 所 得 控 除 と 税 額控 除 の 合 計 ） 利 用者 数 は 136万 4千 人 と 、

1  神 野 直 彦 「 わ が 国 に お け る 寄 附 文 化 と 税 制 」 税 研 1 5 7 号 2 8 頁 ( 2 0 1 1 )  

2  日 本 フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ 協 会 編『 寄 付 白 書 2 0 1 2』の 推 計 よ れ ば 、平 成 2 3 年 中 に 集 ま っ

た 震 災 関 連 の 寄 附 は 6 , 0 0 0 億 円 に 上 っ た 。  

3  税 制 調 査 会 基 礎 問 題 小 委 員 会 ・ 非 営 利 法 人 課 税 ワ ー キ ン グ ・ グ ル ー プ 「 新 た な 非 営 利

法 人 に 関 す る 課 税 及 び 寄 附 金 税 制 に つ い て の 基 本 的 考 え 方 」 平 成 1 7 年 6 月 8 頁  

4「 新 し い 公 共 」 と は 、 平 成 2 1 年 9 月 、 民 主 党 の 施 政 方 針 演 説 で 最 重 要 政 策 課 題 と し て

打 ち 出 さ れ た 概 念 。「 従 来 は 官 が 独 占 し て き た 領 域 を ｢公 （ お お や け ）」 に 開 い た り 、 官

だ け で は 実 施 で き な か っ た 領 域 を 官 民 協 働 で 担 っ た り す る な ど 、 市 民 、 Ｎ Ｐ Ｏ 、 企 業

等 が 公 的 な 財 や サ ー ビ ス の 提 供 に 関 わ っ て い く と い う 考 え 方 （ 内 閣 府 「 新 し い 公 共 支

援 事 業 Ｑ ＆ Ａ 」 平 成 2 4 年 2 月 1 5 日 ） ｣を い う 。  
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前年の 60万 2千 人 か ら 倍 増 し 5 、税制改正により「新しい公共」が目指

す「草の 根の 寄 附 促 進 6 」 が実現したかのように見えた。  

しかし 、そ の 後 の 平 成 24 年、寄附金控除（同上）利用者数は 73 万

6 千人と大 幅 に 減 少 し た 7 。これは震災発生からの時間の経過による

寄附額全 体の 低 下 8 や 、制 度自体の普及が限定的であること 9 が理由

として考 えら れ る 。平成 25 年 2 月に発表された「平成 25 年度税制改

正法案付 則 108 条 」 に お い ては、「大学に対する寄附金その他の寄附

金に係る税制 上 の 措 置 の 在 り方について、これまで講じられた措置の

効 果 等 を 踏 ま え つ つ 、 対 象 範 囲 を 含 め 、 検 討 す る こ と 。」 と い う 規 定

が盛り込まれ 、ま さ に 現 在、税制改正の効果が問われており、寄附金

税 制 の 対 象 や 控 除 限 度 額 等 が 縮 減 さ れ る 可 能 性 も あ る と 考 え ら れ る。

このような状 況 の も と、大 きく前進した我が国の寄附金税制を 恒常的

ものにし てい く た め に は、より多くの国民が税制を利用しやすい仕組

みが必要 なの で は な い か 、 そう考えたことが研究の動機である。  

利用し や すい 寄 附 金 税 制 を考えた際にまず思い浮かんだのは、年末

調整後に 寄附 金 控 除 の た め だけに確定申告をした際、煩雑な作業に苦

労 し た 私 自 身 の 経 験 で あ っ た 。「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 が 実

現できれ ば 、 日 本 国 民 の 半 数近 くを 占める 1 0 給与所得者の寄附金控

除利用が 促進 さ れ る の で は ないか、そしてそのための仕組みとして注

目 し た の が 「 給 与 天 引 き 寄 附 」 で あ る 。「 給 与 天 引 き 寄 附 」 と は 、 企

業が従業 員に 給 与 を 支 払 う 際、法定控除以外の控除項目として、希望

する従業 員の 給 与 か ら あ ら かじめ定めた寄附額を天引きし、企業が寄

附をする 仕組 み を い う 。月 々の給与計算と直結していることから「寄

5  国 税 庁 「 平 成 2 3 年 分 の 所 得 税 、 消 費 税 及 び 贈 与 税 の 確 定 申 告 状 況 等 に つ い て 」 表 1 1  

6「 新 し い 公 共 」 円 卓 会 議 「『 新 し い 公 共 』 宣 言 」 平 成 2 2 年 6 月 4 日  

7  国 税 庁 「 平 成 2 4 年 分 の 所 得 税 、 消 費 税 及 び 贈 与 税 の 確 定 申 告 状 況 等 に つ い て 」 表 1 1  

8  総 務 省 統 計 局「 家 計 調 査 年 報 」に よ れ ば 、１ 世 帯 当 た り の 寄 付 金 額 は 平 成 2 3 年 が 6 , 6 4 8

円 で あ っ た の に 対 し 、平 成 2 4 年 は 2 , 3 7 4 円 と な り 、東 日 本 大 震 災 発 生 前 で あ る 平 成 2 2

年 の 3 , 4 6 2 円 を 下 回 る 水 準 に な っ て い る 。  

9  日 本 フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ 協 会 ・ 前 掲 注 ( 2 ) 7 5 頁 で は 、新 寄 付 税 制 を「 知 っ て お り 、内 容

も 理 解 し て い る 」 人 は わ ず か 1 0％ に と ど ま っ て い る 。  

1 0  国 税 庁「 平 成 2 4 年 分 民 間 給 与 実 態 統 計 調 査 」 6 頁 に よ れ ば 、我 が 国 に お け る 民 間 の 給

与 所 得 者 数 は 5 , 4 2 2 万 人 で あ る 。  
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附金控除 の年 末 調 整 制 度 化 」との親和性が高いと考える。  

 こ の 研 究 で は 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 に 関 わ る 現 行 の 制

度 と し て 、「 所 得 税 の 寄 附 金 控 除 」 と 「 給 与 所 得 の 源 泉 徴 収 制 度 、 年

末調整制 度 」を 中 心 に 整 理 した上で、「寄附金控除の年末調整制度化」

の提言を する こ と を 目 的 と している。机上の理論や具体性に欠ける提

言ではな く、実 践 的 に 利 用 できる制度となるような説得力のある提言

を導き出 すた め 、法 律 、条 文、文献等による学術的な論点を基礎とし

ながら、 実業 界 の 現 状 を 盛 り込み進めて行きたいと考える。  

 

２．我が 国に お け る 寄 附 の 実態  

我が国 の 寄附額 は 、寄 附 に特化した政府統計がないため明らかでな

いが、個人 寄 附 に つ い て は 、総務省「家計調査」による１世帯あたり

の寄附金 額に 、総 務 省「 国 勢調査 1 1 」で得られる世帯数を掛け合わせ

る こ と で ひ と つ の 推 計 値 を 求め る こ と が で き る。 こ の 推 計 に よ れ ば 、

我が国の 年間 個 人 寄 附 額 は 、東日本大震災が発生した 2011年には

3,381億円 で あ っ た が、最 新 の数値である 2012年には 1,256億円程度と、

1,200億 円 か ら 1,500億 円 程 度で推移していた過去 30年間の水準に戻

っている 。  

法人に よ る寄 附 額は 、国税庁「会社標本調査結果（税務統計から見

た法人企業の 実 態 ）」か ら 推 計することができる 1 2 。同調査によると、

2011年の法人 寄 附 額 は 7,168億円と推計され、個人寄附と同様、震災

の影響で 前年 よ り も 増 加 し ている。また、過去 30年の推移をみると年

間 5,000億 円 前 後 で 推 移 し ており、これは法人所得に対して約１％の

寄附を行 って い る こ と に な る 1 3 。  

上記の 方 法で 算 出 し た 個 人寄付と法人寄附の推計値を足し合わせ

た我が国 の寄 附 総 額 は、震 災の影響で大幅に伸びた 2011年で約１兆円

1 1  総 務 省 統 計 局 「 国 勢 調 査 」 は 5 年 に 1 度 の 実 施 で あ り 、 最 新 の デ ー タ は 2 0 1 0 年 の も

の で あ る 。 そ の た め 、 調 査 を 実 施 し て い な い 2 0 1 1 年 と 2 0 1 2 年 は 、 2 0 0 5 年 ～ 2 0 1 0 年 の

間 の 増 加 数 を 5 等 分 し た 世 帯 数 ず つ 増 え て い る と 試 算 し た 。  

1 2  こ の 調 査 に お け る 寄 附 に は 指 定 寄 附 金 、 特 定 公 益 増 進 法 人 に 対 す る 寄 附 金 、 そ の 他 寄

附 金 が 含 ま れ 、 利 益 処 分 に よ る 寄 附 金 は 含 ま れ な い 。  

1 3  山 内 直 人 ほ か 編 『 Ｎ Ｐ Ｏ 白 書 2 0 1 3』 3 8 頁 （ N P O 研 究 情 報 セ ン タ ー , 2 0 1 3）  
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余り、そ れ以 外 の 年 で は 約 7,000億円前後で推移している。  

寄附大 国 とい わ れ る ア メ リカと比較すると、アメリカの寄附総額は

円換算で 約 23兆 8,736億 円（ 2011年）、個人平均寄附額の１人当たり対

ＧＤＰ比 はア メ リ カ が 3.8％、日本は 0.4％となっている 1 4 。アメリカ

の寄附先 とし て は 宗 教 団 体 が 30％以上を占めているのに対し、我が国

の宗教法 人へ の 寄 附 は 、推 計に用いた「家計調査」上で は「信仰・祭

祀費」に 含 ま れ て い る 可 能 性もあり 1 5 単純には比較できないが、寄附

規模が違 う理 由 と し て は、個人が寄附を行う場合の税制優遇の控除対

象団体数 が、 ア メ リ カ は 1,080,130団体（ 2011年）であるのに対し、

日本は 26,898団 体（ 2012年 ）と圧倒的に少ないことや、アメリカでは

現物寄附 や少 額 の 寄 附 を 継 続しやすい制度が整っている事があげら

れる 1 6 。な お 、ア メ リ カ を 含めた諸外国の税制については第３章で整

理する。  

『寄付 白 書 2012』に よ れ ば、 2011年の１年間になんらかの金銭によ

る寄附を 行っ た 個 人 は 68.6％で、東日本大震災に関する寄附を行った

個人は 65.2％ 、震 災 以 外 の 寄附を行った個人は 29.4％であった。寄附

先として は共 同 募 金 会 へ の 寄附が最も多く、次いで日本赤十字社、自

治会・町 内 会 、宗 教 関 係 と 続く 1 7 。寄附者の属性をみると、性別では

女性の方 が男 性 よ り も 若 干 多く寄附を行っており、年齢別では男女と

もに年齢 が高 い ほ ど 寄 附 を 行う割合が高い。寄附の動機としては「毎

年のこと だか ら 」や「 ほと んど義務的なものだから」とつき合いや習

慣として の非 自 発 的 な 行 動 が上位を占める 1 8 。  

我が国 の 寄附 の 実 態 と し ては、統計にあらわれる寄附金額の規模は

大きくな いも の の 、義 務的 なものを含め、寄附という行為が日常生活

の中に定 着し て い る こ と が うかがえる。本論文は税制に特化した研究

であるた め、寄 附 文 化 に つ いて詳しく見ることはしないが、東日本大

1 4  山 内 直 人 ほ か ・ 前 掲 注 ( 1 3 ) 1 7 3 頁  

1 5  村 上 徹 也 「 日 本 の 寄 付 デ ー タ の 多 角 的 検 証 と 寄 付 文 化 に つ い て の 考 察 」 「 広 が れ ボ ラ

ン テ ィ ア の 輪 」 連 絡 会 議 編 『 ボ ラ ン テ ィ ア 白 書 2 0 1 2』  2 0 頁 （ 筒 井 書 房 , 2 0 1 2）  

1 6  山 内 直 人 ほ か ・ 前 掲 注 ( 1 3 ) 1 7 3 頁  

1 7  日 本 フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ 協 会 ・ 前 掲 注 ( 2 ) 5 4 頁 ）  

1 8  山 内 直 人 ほ か ・ 前 掲 注 ( 1 3 ) 4 0 頁  
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震災発生 後の 寄 附 の 増 加 を 見る限り、我が国では寄附を広げる環境が

ある程度 整備 さ れ て い る の ではないかという前提のもと、研究を進め

ることと した い 。  

 

３．各章 の概 要  

 本論文 では 、以 下 の 構 成 により「寄附金控除の年末調整制度化」に

ついて研 究を し て い く 。  

第１章 で は、我 が 国 に お ける寄附金税制について、その歴史的背景

を交えな がら 所 得 税 法、相 続税法、法人税法、地方税法の規定を概観

する。また 、所 得 税 法 の寄 附金控除の対象となる寄附について、寄附

先、寄附 手 段 ご と に 整 理 す る。これらを踏まえ、寄附金控除の 根拠を

改めて考 察す る 。  

第２章 で は、我 が 国 に お ける源泉徴収制度と年末調整制度について、

その創設趣旨 や 意 義 を 整 理 する。また、制度を巡る議論を概観し、問

題点や将 来の 方 向 性 に つ い て考察する。  

第 ３ 章 で は 、 諸 外 国 に お け る 寄 附 金 税 制 と 源 泉 徴 収 制 度 を 整 理 し 、

諸外国で 導入 さ れ て い る 制 度を概観することで、我が国の 寄附金税制

や源泉徴 収制 度 の 独 自 性 等 を客観的にみ る。  

第 ４ 章 で は 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 の た め に 活 用 で き る

と考える「 給 与 天 引 き 寄 附」の実態を把握するために、民間企業を対

象に筆者 自身が 独 自 に 実 施 した実態調査の結果を踏まえ、現状や課題

について 考察 す る 。  

第 ５ 章 で は 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 が 税 制 改 正 要 望 に 上

が っ た 背 景 や そ の 後 の 経 緯 を 踏 ま え 、「 給 与 天 引 き 寄 附 」 を 用 い た 新

たな制度 の実 現 可 能 性 を 探 る。  

第６章 で は、結 論 と し て、第１章から第５章での論点をもとに、我

が国にお ける「 寄 附 金 控 除 の年末調整制度化」を理論面、実践面から

具体的に 提言 す る 。  
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第１章  我が国における寄附金税制  

 
１．寄附 金税 制 の 概 要  

この章 で は 、ま ず 税 法 上 の「寄附金」の定義を確認した上で、各税

法における税 制 優 遇 措 置 の 対象となる寄附先と寄附方法について整

理するこ とで 、我 が 国 の 寄 附金税制における「寄附金」の範囲を明確

にしてい く。    

なお、本 論 文 で は 、特 に「寄附金控除の年末調整制度化」について

着目した いと 考 え る こ と か ら、給与所得に課税される所得税について

はより詳 細に 整 理 し て い く こととするが、相続税法、法人税法、地方

税法等他 の税 法 に つ い て も、制度全体の理解を深めるために概観する。 

 

（１）寄 附金 の 定 義  

法人税 法 では 、第 37条 第 7項で「寄附金の額」を「寄附金、拠出金、

見舞金そ の他 い ず れ の 名 義 をもってするかを問わず、内国法人が金銭

その他の 資産 又 は 経 済 的 な 利益の贈与又は無償の供与（広告宣伝及び

見本品の 費用 そ の 他 こ れ ら に類する費用並びに交際費、接待費及び福

利厚生費 とさ れ る べ き も の を除く。）をした場合における当該金銭の

額若しく は金 銭 以 外 の 資 産 のその贈与の時における価額又は当該経

済的な利 益の そ の 供 与 の 時 における価額によるものとする。」として

おり、寄附 金 と は「 金 銭 そ の他の資産又は経済的な利益の贈与又は無

償の供与 」で あ る と 解 釈 す ることができる。  

所得税 法 では 、所 得 控 除 の一つである寄附金控除の対象となる特定

寄附金の 規定 に お い て「寄 附金」という用語は使用されているものの

その意義 につ い て 明 ら か に した規定はないため、所得税法における

「寄附金」は 法 人 税 法 に お ける「寄附金」に準じて解釈して差し支え

ないとす る考 え 方 1 9 も あ る 。相続税法には「寄附金」という概念はな

1 9  菊 池 衛 ・ 疋 島 伸 行 『 所 得 税 ・ 法 人 税 対 比  所 得 計 算 の 要 点 詳 解 』 1 6 9 頁 （ 大 蔵 財 務 協

会 , 1 9 9 3）  
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いが、寄 附に 相 当 す る 相 続 税法の規定は、「財産の贈与（贈与とみな

されるも のを 含 む 。）」で あ ると解される 2 0 。この場合の「贈与」につ

いても相 続税 法 に 具 体 的 な 定めはなく、民法第 549条に定める「当事

者の一方 が自 己 の 財 産 を 無 償で相手方に与える意思を表示し、相手方

が受託す るこ と に よ っ て 効 力を生ずるもの」という概念を借用してい

るとされ る。  

このよ う に、税 法 上「寄 附 金」の定義は必ずしも一致していないが、

昭和 17年 に主 税 局 が 出 し た 通達に記載されていた「寄附金とは、一方

が相手方 に対 し 、任 意 に し かも反対給付を伴わずして為す財産的給付

をいう 2 1 」と い う 定 義 が 、その後の税務上の寄附金の論拠になってい

る 2 2 と考 え ら れ る 2 3 。  

 

（２）所 得税 法 （ 寄 附 金 控 除制度）  

所得税 に つい て は 、寄 附 金税制として寄附金控除制度と譲渡所得の

非課税制 度に 大 き く 分 け る ことができるため、その沿革、制度の概要

について は分 け て 整 理 す る 。まずは寄附金控除制度を取りあげる。  

①沿革  

所得税 に おけ る 寄 附 金 控 除は昭和 37 年の税制改正において創設さ

れた。それ 以 前 は 、寄 附 金 は理論的には所得の処分であり控除項目で

はないこ と、高 所 得 者 の み を利する不公平な制度であること等を理由

に導入が 見送 ら れ て き た が、公益事業に対する民間の寄附が期待され

ている事 実と し て 相 当 に あ ることや、欧米における公共事業等への寄

附 の 慣 行 が 各 国 の 税 制 上 の 措 置 に 裏 付 け ら れ て い る 点 が 大 き い こ と

から 2 4 、 創 設 に 至 っ た と される。控除方式としては当初税額控除 方

2 0  船 田 健 二 「 相 続 税 法 に お け る 寄 附 金 」 日 税 1 7 号 2 1 3 頁 （ 1 9 9 1）  

2 1  主 税 局 通 牒 （ 昭 和 1 7 年 9 月 2 6 日 付 主 秘 4 8 7 号 ）  

2 2  成 道 秀 雄 「 寄 附 金 と そ の 沿 革 」 日 税 1 7 号 1 3 1 頁 （ 1 9 9 1）  

2 3  国 税 庁 「 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 制 度 の 手 引 き （ 八 訂 版 ， 平 成 2 3 年 8 月 ）」 6 4 頁 に お い て も 、

「「 寄 附 金 」 と は 、 支 出 す る 側 に 任 意 性 が あ り 、 直 接 の 反 対 給 付 が な い 経 済 的 利 益 の

供 与 と 考 え ら れ ま す 。」 と の 記 載 が あ る 。  

2 4  藤 谷 武 史 「 個 人 に よ る 公 益 活 動 支 援 と 税 制 － 寄 附 金 控 除 の 制 度 的 位 置 付 け を 中 心 に 」

租 税 第 3 5 号 2 9 頁 （ 2 0 0 7）  
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式が採用 され た が 、こ れは 、所得税の累進課税の性質上、所得控除で

は高所得 者ほ ど 有 利 な 制 度 となってしまうため、租税負担の公平性の

観点から、税 額 控 除 方 式 に したとされている。しかし、制度が複雑で

あるばか りで な く 、所 得 の 多寡にかかわりなく軽減割合が変わらない

ことは寄 附者 の 心 理 に 適 合 しないこと、また高所得者の寄附を奨励す

る観点か らも 、昭 和 42 年 に所得控除方式に改正さ れた 2 5 。  

その後 、 昭 和 51 年 に 「 政治活動に関する寄附金（所得控除）」、昭

和 62 年 に 「 特 定 公 益 信 託 の信託財産とするために支出した金銭」が

寄附金控 除の 対 象 と し て 追 加された。また、平成７年に創設された「政

治 活 動 に 関 す る 特 定 寄 附 金 （ 税 額 控 除 ）」 に つ い て は 、 国 民 の 政 治 参

加に関す る機 会 均 等 を 確 保 しつつ、政党等への個人献金の慣行の定着

化を促進 する と の 観 点 か ら、従来の所得控除に加え、税額控除が選択

可能とな った 2 6 。   

平成 13 年 に は 、認 定 特 定非営利活動法人制度 2 7 の創設に伴い、寄

附金控除 の対 象 と し て 国 税 庁の認定を受けた「認定特定非営利活動法

人（以下「 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 」という。）」への寄附が追加された。平成

23 年 2 8 に は 、「 新 し い 公 共 」によって支え合う社会の実現に向けた税

制改正の一環 と し て、認 定 ＮＰＯ法人と公益社団法人等への寄附につ

いて税額控除 の選 択 適 用 が できるようになると同時に、寄附額の 40％

までの税 額控 除 が 可 能 に な った。同じく平成 23 年には、東日本大震

災の影響 を受 け 、震 災 関 連 寄附について寄附金控除を認める改正がさ

れ、現行 制度 に 至 っ て い る 。  

 

②制度の 概要  

所得税 の 寄附 金 控 除 に は 、特定寄附金を支払った際の寄附金控除

2 5  国 税 庁 「 昭 和 4 2 年 改 正 税 法 の す べ て 」 1 9 頁  

2 6  国 税 庁 「 平 成 ７ 年 改 正 税 法 の す べ て 」 1 5 9 頁  

2 7  特 定 非 営 利 活 動 法 人 の う ち 、そ の 運 営 組 織 及 び 事 業 活 動 が 適 正 で あ っ て 公 益 の 増 進 に

資 す る も の は 、 国 税 庁 （ 平 成 2 4 年 3 月 ま で ） か 所 轄 庁 （ 都 道 府 県 又 は 政 令 指 定 都 市

／ 平 成 2 4 年 4 月 以 降 ） の 認 定 を 受 け る こ と が で き 、 認 定 を 受 け た 法 人 を 「 認 定 特 定

非 営 利 活 動 法 人 」 と す る 制 度 を い う 。  

2 8  財 務 省 「 平 成 2 3 年 度 税 制 改 正 の 解 説 」 2 2 6 頁 、 7 6 6 頁  
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（所得控 除） と 、 寄 附 金 特 別控除（税額控除）の２種類がある。  

 

≪寄附金 控除 （ 所 得 控 除 ） ≫  

所得税 法 第 78 条 （ 寄 附 金控除）では「居住者が、各年において、

特 定 寄 附 金 を 支 出 し た 場 合 に お い て 、 そ の 年 中 に 支 出 し た 特 定 寄 附 金

の 額 の 合 計額 2 9 が 二 千円 を 超えるときは、その超える金額を、その者

のその年 分の 総 所 得 金 額、退職所得金額又は山林所得金額から控除す

る 。」 と 定 め て い る 。 こ の 「 特 定 寄 附 金 」 と は 、 次 の い ず れ か に 当 て

はまるも のを い う 。  

Ⅰ．国又 は地 方 公 共 団 体 に 対する寄附金  

ただし、学 校 の 入 学 に 関 して寄附するものは特定寄附金に該当しな

い。また 、そ の 寄 附 を し た者がその寄附によって設けられた設備を

専 属 的 に 利 用 す る こ と そ の 他 特 別 の 利 益 が そ の 寄 附 を し た 者 に 及

ぶと認 め られ る も の を 除 く。  

Ⅱ．指定寄附 金  

公益社団 法人 、公 益 財 団 法人その他公益を目的とする事業を行う法  

人又は 団 体に 対 す る 寄 附 金（当該法人の設立のためにされる寄附金

そ の 他 の 当 該 法 人 の 設 立 前 に お い て さ れ る 寄 附 金 の う ち 政 令 で 定

め る も の を 含 む 。） で 、 広 く 一 般 に 募 集 さ れ 、 か つ 公 益 性 及 び 緊 急

性が高 い もの と し て 、 財 務大臣が指定したもの。  

Ⅲ．特定公益 増 進 法 人 に 対 する寄附金  

公共法 人 等の う ち 、教 育 又は科学の振興、文化の向上、社会福祉へ

の 貢 献 そ の 他 公 益 の 増 進 に 著 し く 寄 与 す る も の と 認 め ら れ た 特 定

公益増進 法人 に 対 す る 寄 附金で、その法人の主たる目的である業務

に関連す るも の 。 な お 、 具体的には次の法人をいう。  

（ⅰ）独 立行 政 法 人  

2 9  当 該 合 計 額 が そ の 者 の そ の 年 分 の 総 所 得 金 額 、 退 職 所 得 金 額 及 び 山 林 所 得 金 額 の   

合 計 額 の 百 分 の 四 十 に 相 当 す る 金 額 を 超 え る 場 合 に は 、 当 該 百 分 の 四 十 に 相 当 す  

る 金 額  
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（ⅱ）地 方独 立 行 政 法 人 の うち一定の業務を主たる目的とするもの  

（ⅲ）自 動 車 安 全 運 転 セ ン ター、日本司法支援センター、日本私立学

校振 興 ・ 共済 事 業 団 、日本赤十字社  

（ⅳ）公 益社 団 法 人 及 び 公 益財団法人  

（ⅴ）民法第 34 条 の 規 定 により設立された法人のうち一定のもの及

び 科 学 技 術の 研 究 な どを行う特定法人  

（ⅵ）私立学 校 法 第 3 条 に 規定する学校法人で学校の設置若しくは学

校 及 び 専 修学 校 若 し くは各種学校の設置を主たる目的とする

も の 又 は 私立 学 校 法 第 64 条第 4 項の規定により設立された法

人 で 専 修 学校 若 し く は各種学校の設置を主たる目的とするも

の  

（ⅶ）社会福 祉 法 人  

（ⅷ）更生保 護 法 人  

Ⅳ．特定公益 信 託 の 信 託 財 産とするために支出した金銭  

主務大 臣 の証 明 を 受 け た 特定公益信託のうち、その目的が教育又は

科学の 振 興、文 化 の 向 上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著

し く 寄 与 す る と 認 め ら れ る 一 定 の 公 益 信 託 の 信 託 財 産 と す る た め

に支出 し た金 銭  

Ⅴ．認定ＮＰ Ｏ 法 人 等 3 0 に対する寄附金  

特 定 非 営 利 活 動 法 人 の う ち 一 定 の 要 件 を 満 た す も の と し て 認 め ら

れたも の（ 認 定Ｎ Ｐ Ｏ 法 人等）に対する寄附金（その寄附をした人

に 特 別 の 利 益 が 及 ぶ も の を 除 く 。） で 、 特 定 非 営 利 活 動 に 係 る 事 業

に関連 す るも の  

Ⅵ．政治活動 に 関 す る 寄 附 金  

次の団 体 等に 対 す る 政 治 活動に関する寄附金のうち、一定の要件に

3 0  「 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 等 」 と は 、 所 轄 庁 （ 都 道 府 県 知 事 又 は 指 定 都 市 の 長 ） の 認 定 （ 若 し

く は 仮 認 定 ） を 受 け た 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 （ 若 し く は 仮 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 ） 又 は 国 税 庁 長

官 の 認 定 を 受 け た 旧 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 を い う 。  
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該当する もの  

（ⅰ）政 党（ ⅱ ）政 治 資 金団体（ⅲ）その他の政治団体で一定のも

の（ⅳ） 一定 の 公 職 の 候 補者  

Ⅶ．震災 関連 寄 附 金  

 以下の 寄附 金 で 、一 定 の 要件を満たすとして財務大臣が指定したも

の  

（ⅰ）国 又 は 東 日 本 大 震 災により著しい被害が生じた地方公共団体  

に対し て 支出 し た 寄 附 金 （ⅱ）東日本大震災に関連する寄附金  

 

な お 、 上 記 の う ち Ⅰ ～ Ⅲ は 所 得 税 本 法 、 Ⅳ ～ Ⅵ は 租 税 特 別 措 置 法 、

Ⅶは震災 特例 法 3 1 に 規 定 されている。この他、いわゆる「エンジェ

ル 税 制 」 と し て 、「 特 定 新 規 中 小 会 社 が 発 行 し た 株 式 の 取 得 に 要 し た

金額」につい て 1,000 万 円 を限度に寄附金控除を適用できる特例 3 2

もある。  

上記を 見 れば 分 か る 通 り、所得税法における「特定寄附金」の範囲

は限定列 挙と な っ て お り 厳 格に定められているが、特定公益増進法人

において 、独 立 行 政 法 人 、公益財団法人、公益社団法人、社会福祉法

人 等 に つ い て 法 人 格 を 基 に 包 括 的 に 寄 附 金 控 除 の 対 象 と し て い る 面

もあり、控 除 対 象 か ど う か の判断において一定の分かりやすさがある

といえる 。  

また、特 定 非 営 利 活 動 法 人については、自由な市民活動を促進する

という特 定非 営 利 活 動 促 進 法の立法趣旨 3 3 から、所轄庁（都道府県

又は政令 指定 都 市 ）に よる 活動内容等の審査ではなく、必要な書類が

揃ってい れば 原 則 的 に は 認 証するという、限りなく準則主義に近い認

証主義を とっ て い る た め、公益性について別途基準を満たした「認定

ＮＰＯ法 人等 」の み を 寄 附 金控除の対象にしている。ただし認定ＮＰ

3 1  東 日 本 大 震 災 の 被 災 者 等 に 係 る 国 税 関 係 法 律 の 臨 時 特 例 に 関 す る 法 律  

3 2  措 法 第 4 1 条 の 9  

3 3  特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 第 一 条 で は 、 法 の 目 的 と し て  「 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 を は じ め と

す る 市 民 が 行 う 自 由 な 社 会 貢 献 活 動 と し て の 特 定 非 営 利 活 動 の 健 全 な 発 展 を 促 進 し 、

も っ て 公 益 の 増 進 に 寄 与 す る こ と を 目 的 と す る 。」 と 規 定 し て い る 。  
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Ｏ法人等の公 益 性 に つ い て も形式的な基準を重視しており、活動内容

について まで 行 政 が 立 ち 入 らない仕組みになっている。詳細について

は寄附金 控除 の 根 拠 の 節 で 後述する。  

 な お 、 上 記 の う ち 、「 Ⅲ ． 特 定 公 益 増 進 法 人 に 対 す る 寄 附 金 （ の 一

部 ）」「 Ⅴ ． 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 等 に 対 す る 寄 附 金 」「 Ⅵ ． 政 治 活 動 に 関 す

る寄附金」「 Ⅶ ．震 災 関 連 寄附金（の 一部）」については、寄附金控除

（ 所 得 控 除 ） と 寄 附 金 特 別 控 除 （ 税 額 控 除 ） の 選 択 制 と な っ て い る。

寄附金特 別控 除 に つ い て は 、後述する。  

また、寄 附 金 控 除 額 は、その年中に支出した特定寄附金の合計額か

ら 2千円 を 控 除 し た 金 額 で ある。ただし、特定寄附金の合計額は その

年分の総 所得 金 額 、退 職 所 得金額及び山林所得金額の合計額の 40％を

限度とす る。ま た 、震 災 関 連寄附金を支出した場合には、震災関連寄

附金以外 の寄 附 金 は 総所 得 金額の 40％相当額が限度、震災関連寄附金

以外の特 定寄 附 金 と 震 災 関 連寄附金の合計額は、総所得金額の 80％相

当額が限 度と さ れ る 。  

総所得 金 額の 40％ を 限 度 とする規定については、昭和 42年の所得控

除方式が 始ま っ た 際 に は 15％であったが、その後の改正で昭和 48年に

25％、平 成 17年 に 30％ 、 平 成 19年に 40％へと拡大している。  

また所 得 控除 の 適 用 下 限 額 2千円についても、昭和 42年は ｢所得金額

の 3％ま た は 20万 円 の う ち 低い方 ｣だったものが、昭和 43年に ｢所得金

額の 3％ ま た は 10万 円 の う ち低い方 ｣、昭和 49年に ｢1万円 ｣、平成 18年

に ｢5千円 ｣、平 成 22年 に ｢2千円 ｣に引き下げられている。なお、この適

用下限に つい て は 平 成 25年 度税制改正要望において、文部科学省、内

閣府によ り ｢2千 円 を 超 え る 寄附がされた場合には 2千円の控除を撤廃

する」旨の 要 望 が 出 て お り、結果的には実現しなかったものの、依然

として公 益法 人 や 学 校 法 人 等から改正の声が根強く 3 4 、今後も改正要

望にも上 がる こ と が 予 想 さ れる。ただし、適用下限額を実際に撤廃し

た場合に は、少 額 の 寄 附 に ついても証明書類を発行する必要が出るな

3 4  公 益 財 団 法 人 公 益 法 人 協 会 「 平 成 2 6 年 度 税 制 改 正 に 関 す る 要 望 」 6 頁  
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どの事務 手続 き の 煩 雑 化 3 5 が予想され、適用下限額撤廃に向けた課題

になって いる 。  

 

≪寄附金 特別 控 除 （ 税 額 控 除）≫  

寄附金 特 別控 除 は 、 租 税 特別措置法第 41条の 18に ｢政党等寄附金特

別控除制 度 ｣｢認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人等寄附金特別控除 ｣｢公益社団法人等寄

附金特別 控除 ｣と し て 定 め られている ｡また、平成 23年 4月に施行され

た震災特 例法 第 8条 に定 め る ｢特定震災指定寄附金特別控除 ｣もある ｡ 

各制度 の 対象 と な る 寄 附 金については、以下の通りである。  

Ⅰ．政 党 等寄 附 金 特 別 控 除額  

次の団 体 等に 対 す る 政 治 活動に関する寄附金のうち、一定の要件に

該当す る もの  

（ⅰ）政 党（ ⅱ ）政 治 資 金団体（ⅲ）その他の政治団体で一定のも

の（ⅳ ） 一定 の 公 職 の 候 補者  

Ⅱ．認 定 ＮＰ Ｏ 法 人 等 寄 附金特別控除額  

特 定 非 営 利 活 動 法 人 の う ち 一 定 の 要 件 を 満 た す も の と し て 認 め

られた も の（ 認定 Ｎ Ｐ Ｏ 法人等）に対する寄附金（その寄附をした

人 に 特 別 の 利 益 が 及 ぶ も の を 除 く 。） で 、 特 定 非 営 利 活 動 に 係 る 事

業に関 連 する も の  

 Ⅲ．公益 社 団 法 人 等 寄 附 金特別控除額  

  特定寄附 金 の う ち 、次 の（ⅰ）から（ⅳ）までに掲げる法人に対

するもの  

（ⅰ）  公 益 社 団 法 人 及 び 公益財団法人   

（ⅱ） 私 立 学校 法 第 3条 に 規定する学校法人及び同法第 64条第４項の

規 定 に よ り設 立 さ れ た専修学校・各種学校の設置のみを目的と

す る 法 人   

（ⅲ）  社 会 福 祉 法 人   

3 5  酒 井 克 彦 「 寄 附 金 控 除 の 今 日 的 意 義 と 役 割 （ 下 ） － 公 益 の 増 進 に 寄 与 す る た め の 寄 附

金 の 奨 励 措 置 － 」 税 弘 2 0 1 0 年 4 月 号 1 4 3 頁  
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（ⅳ）  更 生 保 護 法 人  

この（ⅰ ）～（ ⅳ ）は 、所得控除の対象となっている「特定公益増

進法人」の 一 部 の み で あ り、特定公益増進法人全てが税額控除の対

象とな っ てい る わ け で は ない。  

Ⅳ．特定 震災 指 定 寄 附 金 特 別控除  

個人が 支 出し た 震 災 関 連寄附金のうち、被災者に対する救援又は

生活再建 の支 援 を 行 う 活 動に必要な資金に充てられるもので、認定

ＮＰＯ法 人又 は 共 同 募 金 会連合会に対して支出するもの。  

 これに つい て も 、所 得控 除が適用される「震災関連寄附金」の一部

のみを 対 象と し て お り 、 かなり限定されている。  

 

また、 寄 附金 特 別 控 除 の 計算方法は以下の通りである。  

政党等 寄 附金 特 別 控 除 に ついては、その年中に支出した政党等に対

する寄附 金の 額 の 合 計 額 （ 総所得金額の 40％相当額が限度）から 2千

円を控除 した 額 の 30％ と す る ｡ 

認定Ｎ Ｐ Ｏ法 人 等 寄 附 金 特別控除、公益社団法人等寄附金特別控除

について は、そ の 年 中 に 支 出したそれぞれの寄附金の額の合計額（総

所得金額 の 40％ 相 当 額 が 限 度）から 2千円を控除した額の 40％ とする ｡ 

特定震 災 指定 寄 附 金 特 別 控除については、その年中に支出した特定

震災指定 寄附 金 の 額 の 合 計 額（総所得金額の 80％相当額が限度）から

2千円を 控 除 し た 額 の 40％ とする ｡ 

最終的 に 算出さ れ る 税 額 控除額については、所得税の額の 25％まで

という限 度が 設 定 さ れ て い る ｡ただし政党等寄附金特別控除について

は単体で、そ れ 以 外 の 認 定 ＮＰＯ法人等寄附金特別控除、公益社団法

人等寄附 金特 別 控 除、特 定 震災指定寄附金特別控除についてはその合

計額で 25％を 限 度 と し て い ることから、政党等寄附とそれ以外の寄附

が制度上 分け て 規 定 さ れ て いることが見てとれる ｡ 

さらに 、 上記 算 式 中 の 2千円は、寄附金控除（所得控除）と寄附金

特別控除 （税 額 控 除 ） と 併 せて 2千円とされている ｡この 2千円の限度

額につい ては 、 平 成 7年 に 政党等寄附金特別控除については当初１万
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円であっ たが 、そ の 後 の 改 正で平成 18年に 5千円、平成 22年に 2千円に

引き下げ られ た ｡そ の 他 の 寄附については、平成 23年度の制度創設時

より 2千 円 で あ っ た ｡ 

所得控 除 と税 額 控 除 の 両 制度の対象となっている団体へ寄附をし

た場合は、寄 附 者 の 所 得 に 応じてどちらが有利か（納税額がより軽減

されるか ）を 計 算 す る こ と になる ｡寄附金合計額を総 所得金額の 40％

（震災指 定寄 附 金 に つ い て は 80％）を限度とする点や 2千円を控除と

する点に つい て は 、寄 附金 控除（所得控除）と同一の基準を採用して

いること から 、算 式 の 中 で、寄附金合計額に乗じる一定割合を比較の

上、有利判 定 を す る ｡所 得 控除の場合、寄附金額（から 2千円を控除し

た額）に所 得 税 の 累 進 税 率（ 最大 40％）を乗じた額が軽減税額となる。

一方、税 額控 除 は寄 附 金 額 （から 2千円を控除した額）に一律 40％を

乗じた額 が軽 減 税 額 と な る ことから、税額控除の方が有利になる場合

が多い ｡た だ し 、 税 額 控 除 の ｢所得税の額の 25％を限度とする ｣規定に

より、所 得控 除 の 方 が 有 利 になるケースも想定される ｡ 

この選 択 制に つ い て は、有利計算が複雑である点もさることながら、

制度の政 策的根 拠 に 矛 盾 を 生じさせているという指摘 3 6 もあるが、寄

附金控除 の根 拠 の 段 で 後 述 する ｡ 

 

（３）所 得税 法 （ 譲 渡 所 得 の非課税制度）  

所得税 法 第 59条 ｢贈 与 等 の場合の譲渡所得等の特例 ｣ 3 7 は ｢みなし譲

渡課税制 度 ｣に つ い て 定 め ている。このみなし譲渡を非課税とする制

度があり、不 動 産 等 の 現 物 寄附の際に適用されることから、寄附金税

3 6奥 谷 健 「 寄 附 金 税 制 の 現 状 と 課 題 － 個 人 所 得 税 」 税 研 1 5 7 号 3 6 頁 （ 2 0 1 1）  

3 7所 法 第 5 9 条   

次 に 掲 げ る 事 由 に よ り 居 住 者 の 有 す る 山 林 （ 事 業 所 得 の 基 因 と な る も の を 除 く 。 ） 又

は 譲 渡 所 得 の 基 因 と な る 資 産 の 移 転 が あ つ た 場 合 に は 、 そ の 者 の 山 林 所 得 の 金 額 、 譲

渡 所 得 の 金 額 又 は 雑 所 得 の 金 額 の 計 算 に つ い て は 、 そ の 事 由 が 生 じ た 時 に 、 そ の 時 に

お け る 価 額 に 相 当 す る 金 額 に よ り 、 こ れ ら の 資 産 の 譲 渡 が あ つ た も の と み な す 。   

一  贈 与 （ 法 人 に 対 す る も の に 限 る 。 ） 又 は 相 続 （ 限 定 承 認 に 係 る も の に 限 る 。 ） 若 し

く は 遺 贈 （ 法 人 に 対 す る も の 及 び 個 人 に 対 す る 包 括 遺 贈 の う ち 限 定 承 認 に 係 る も の に

限 る 。 ）   

二  著 し く 低 い 価 額 の 対 価 と し て 政 令 で 定 め る 額 に よ る 譲 渡 （ 法 人 に 対 す る も の に 限

る 。）  
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制の一つ であ る と い え る ｡以下では、このみなし譲渡所得の非課税制

度につい て整 理 し て い く 。  

①沿革 3 8  

みなし譲 渡課 税 制 度 は、昭和 25年にシャウプ勧告を受けて定められ

た ｢所得 税 の 一 部 を 改 正 す る法律 ｣の中で創設され、相続や贈与、低額

譲渡につ いても 所 有 期 間 中 の資産値上がり益が実現したとみなし、課

税される こと と な っ た ｡し かし、昭和 26年の改正において、国や地方

公共団体 ある い は 公 的 機 関 等が相手である場合にまでみなし課税を

すること は、個 人 に 対 す る 国等への寄附の奨励に逆行しかねないとの

観点から、① 国 又 は 地 方 公 共団体に対する財産の遺贈及び贈与、②民

法上の公益法 人 そ の 他 公 益 を目的とする特定の法人に対する財産の

贈与で一 定の も の に つ い て は、みなし譲渡課税を適用しないとする租

税特別措 置法 第 17条 （ 現 40条） が設けられた ｡昭和 27年 には相続及び

相続人に 対す る 遺 贈 に つ い て、昭和 29年には包括遺贈、昭和 33年には

相続人に 対す る 死 因 贈 与 に ついても特例の対象が広げられ、その後数

度の改正 を経 て 、 現 在 に 至 っている ｡  

 

②制度の 概要  

租税特 別 措置 法 第 40条 ｢国等に対して財産を寄附した場合の譲渡所

得等の非 課税 ｣は 、 個 人 が 財産を贈与又は遺贈した場合において、そ

の贈与等 の相 手先 が 国 、地 方公共団体、又は一定の要件を満たすもの

として国 税庁 長 官 の 承 認 を 得た法人である場合には、譲渡所得にかか

る所得税 が非 課 税 と な る 規 定である ｡ 

なお、贈 与 等 を し た 相 手 先が、国、地方公共団体及び ｢特定寄附金 ｣

の規定に 定め る 法 人 で あ る 場合は、その財産の取得価額相当額につい

て、所得 税に お け る 寄 附 金 控除の対象になる 3 9 ｡ 

3 8  成 道 秀 雄 ・ 前 掲 注 ( 2 2 ) 1 4 4 頁  

3 9  質 疑 応 答 事 例 「 国 等 に 対 し て 相 続 財 産 を 贈 与 し 、 相 続 税 の 非 課 税 規 定 の 適 用 を 受 け た

場 合 」 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p : / / w w w . n t a . g o . j p / s h i r a b e r u / z e i h o - k a i s h a k u / s h i t s u g i / s h o t o k u / 0 5 / 3 0 . h t m、

2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス ）  
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対象とな る贈 与 等 は 、 具 体的には以下の通りである ｡ 

Ⅰ．国、 地方 公 共 団 体 に 対 する財産の贈与又は遺贈  

Ⅱ．公益 社 団 法 人 、公 益 財 団法人、特定一般法人その他の公益を目的

とする 事 業を 行 う 法 人 に対する財産の贈与又は遺贈で、当該贈与

又は遺 贈 が教 育 又 は 科 学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献

その他 公 益の 増 進 に 著 しく寄与すること、当該贈与又は遺贈に係

る財産 が、当 該 贈 与 又 は遺贈があっ た日から２ 年を経過する日ま

での 期 間 内に 、当 該 公 益法人等の当該公益目的事業の用に直接供

され 、 又 は供 さ れ る 見 込みであること  

 

同条に規 定す る 贈 与 ま た は遺贈を受けた公益法人等については、そ

の 贈 与 ま た は 遺 贈 の 日 か ら ２ 年 を 経 過 し た 日 ま で に 公 益 法 人 等 で な

くなった場合 や 、そ の 財 産 を公益目的事業の用に供していない場合は、

遡 っ て 課 税 さ れ る ｡所 得 税 法 や 法 人 税 法 で 定 め る 寄 附 先 に つ い て は 、

寄附をし た時 点 で の 判 定 に なり、このような事後的な要件の規定はな

い ｡また 、Ⅱ の 法人 に つ い ては、所得税法の寄附金控除に定める ｢特定

公 益 増 進 法 人 ｣と 同 じ よ う な 法 人 に な る と 考 え ら れ る が 、 そ の 判 定 に

ついては 個別 申 請 に よ り 国 税庁長官の承認を受ける必要があり、法人

格の単位 で包 括 承 認 を し て いる「特定公益増進法人」とは大きな相違

があると いえ る 。  

国税庁 が 発行 し て い る 「平成 23 年度事務年報 4 0 ｣によれば、平成

23 年度の 同 制 度 の 非 課 税 承 認申請の処理件数は 341 件であり、その内

訳は、社会福 祉 法 人 105 件 、宗教法人 104 件、学校法人 48 件、財団

法人 20 件 、 医 療 法 人 3 件 、その他の法人 61 件である ｡この中で宗教

法人や医 療法 人 は 、所 得 税 法の寄附金控除で定める ｢特定寄附金 ｣の支

出 先 に は 含 ま れ て い な い こ と か ら も 、 同 制 度 が 寄 附 金 控 除 に 定 め る

｢特 定 公 益 増 進 法 人 ｣と は 別 の 観 点 か ら 公 益 性 を 判 断 し て い る と 考 え

られる ｡  

4 0  国 税 庁 「 第 6 1 回 事 務 年 報 平 成 2 3 年 度 」 1 8 頁  
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（４）相 続税 法  

相続税 法 にお い て は「 寄 附」を「贈与」に含めていることは前述の

通りであ るが 、一 定 の「 贈 与」について相続税・贈与税が非課税とな

る規定が ある 。こ れ も 、相 続財産の寄附を促進する制度であり寄附金

税制の一 つと 考 え ら れ る た め、以下で概要を見て行く ｡  

なお、個 人 が 人 格 の な い 社団又は財団等に対して財産の贈与又は遺

贈をした 場合 に お い て は、その団体を個人とみなして受贈者等に贈与

税又は相 続税 が 課 税 さ れ る のが原則であるが、人格のない社団又は財

団等が宗 教 ･慈 善 ･学 術 そ の 他公益を目的とする事業を行う一定の団

体である場合 に は 贈 与 税 又 は相続税が非課税となる規定 4 1 がある。こ

れも寄附 金税 制 の 一 つ で あ ると見ることができるが、少し特殊な論点

であるた め、 詳 細 に つ い て は省略する。  

①沿革 4 2  

 相続又 は遺 贈 に よ り 財 産 を取得した者が、さらにその財産を国等へ

譲渡した 場合 に は 、実 際 に は被相続人から国等への相続財産の 移動に

すぎない とい う 考 え の も と、昭和 38年の改正において、国等に対して

相続財産 を寄 附 し た 場 合 に、相続又は遺贈に係る相続税の課税価格の

基礎に算 入し な い （ 非 課 税 ）とする規定が新設された ｡同規定は、昭

和 63年 に は、一 定 の 要 件 を 満たした特定公益信託の信託財産とするた

めに支出 した 場 合 に つ い て、平成 13年には、認定ＮＰＯ法人への寄附

を 行 っ た 場 合 に つ い て 対 象 範囲 が 広 が り 、 現 行の 制 度 に な っ て い る 。 

 

②制度の 概要  

租税特 別 措置 法 第 70条 １ 項 ｢国等に対して相続財産を贈与した場合

等の相続 税の 非 課 税 等 ｣は 、個人が相続又は遺贈により取得した財産

を、相続税 の 法 定 申 告 期 限 までに国等に贈与した場合に相続税が非課

税になる 規定 で あ る 。  

なお、寄 附 先 が 、国・地 方公共団体及び「特定寄附金」の規定に定

4 1  相 法 第 1 2 条 第 3 項  

4 2  成 道 秀 雄 ・ 前 掲 注 ( 2 2 ) 1 4 8 頁  
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める法人 であ る 場 合 は 、そ の財産の取得原価相当額については、相続

人の所得 税計 算 に お い て 寄 附金控除の対象になる。  

同条で対 象と な る 贈 与 は、具体的には以下の通りである。  

Ⅰ．国、 地方 公 共 団 体 に 対 する贈与  

Ⅱ．公益社 団 法 人 若 し く は 公益財団法人その他の公益を目的とする事

業を行 う 法人 の う ち 、教育若しくは科学の振興、文化の向上、社

会 福 祉 へ の 貢 献 そ の 他 公 益 の 増 進 に 著 し く 寄 与 す る も の と し て

政令で 定 める 法 人 に 対 する贈与  

Ⅲ．認定特 定 非 営 利 活 動 法 人に対する贈与で、特定非営利活動に係る

事業に 関 連す る も の  

上記の対 象範 囲 は 、 前 節 で見た租税特別措置法第 40 条「国等に対

して財産 を寄 附 し た 場 合 の 譲渡所得等の非課税」の対象とⅠについて

は同一で ある が 、 Ⅱ に つ い ては措置法第 40 条では国税庁長官の承認

が必要な のに 対 し 措 置 法 第 70 条では政令で定めている点、Ⅲについ

ては措置 法第 70 条 に の み 規定されているという点で相違がある。  

結果的 に、所 得 税 法に 規 定する所得控除の対象となる特定公益増進

法人、みな し 譲 渡 所 得 の 非 課税制度の対象となる法人、相続税の非課

税となる 法人 は 、規 定 上 は「公益の増進に著しく寄与する」という同

じ 文 言 の 要 件 を 定 め て い る が 、 判 断 基 準 が そ れ ぞ れ に 異 な っ て お り、

これにつ いて は 整合 性 が 取 れていないという批判 4 3 もある。  

 

（５）法 人税 法  

法人が 寄 附を し た 場 合 に は、その寄附先により規定 されている限度

額までを 各事 業 年 度 の 所 得 の金額の計算上、損金算入できるという制

度がある 。  

①沿革 4 4  

法人税 法にお け る 寄 附 金 税制は、昭和 17 年の臨時租税特別措置法

4 3  堀 田 力 ほ か『 公 益 法 人 改 革 こ れ で よ い の か 政 府 の 構 想 』 7 0 頁（ 公 益 財 団 法 人 公 益 法 人

協 会 , 2 0 0 6）  

4 4  成 道 秀 雄 ・ 前 掲 注 ( 2 2 ) 1 2 5 - 1 4 3 頁  
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の改正に より「 寄 附 金 の 損 金算入限度額制度」及び「指定寄附金制度」

が付け加 えら れ た こ と に よ り創設された。この改正以前は、特殊な関

係のある 者へ の 寄 附 金 が「 同族会社の行為・計算否認規定」により一

部認めら れな い 場 合 以 外 は、寄附金はすべて損金算入が是認されてい

た。しか し 、戦 時 下 で 国 の 収入増加が必要な時期において、多額の寄

附 金 を 損 金 に 認 容 す る こ と は 国 庫 収 入 の 財 源 を 失 う お そ れ が あ っ た

ことや、太 平 洋 戦 争 中 の 税 率の高率化による寄附金の国による実質的

肩代りを 防ぐ た め に 、損金 算入に限度額を設ける改正がされた。太平

洋戦争が 終結 し た 後 も 、 昭 和 21 年に「臨時特別措置法」が「租税特

別措置法 」と 改 め ら れ た 際 に同制度が引き継がれ、昭和 22 年には本

法である 法人 税 法 に 採 り 入 れられ、恒久的な制度となった。  

一方、 昭 和 17 年 に 「 寄 附金の損金算入限度額制度 」と同時に導入

されたの が 、国 防 献 金 や 恤 兵金、国 、都道府県等の寄附について、事

前 に 大 蔵 大 臣 へ 申 請 を し て 認 可 さ れ た も の に つ い て は 全 額 損 金 算 入

を 認 め る と い う 「 指 定 寄 附 金 制 度 」 で あ っ た 。「 指 定 寄 附 金 」 に 含 ま

れていた 国等 に 対 す る 寄 附 は、昭和 37 年に「国又は地方公共団体に

対する寄 附金 」 と し て 規 定 上独立し現行制度に近い形となった。  

また、昭 和 36 年 の 税 制 改 正では科学の振興のため ｢試験研究法人等

に対する寄附 金 ｣の 制 度 が でき、何度かの改正を経て現行制度の ｢公益

の増進に 著し く 寄 与 す る 法 人（略称 :特定公益増進法人）｣へ範囲を広

げた ｡昭 和 63 年 の 改 正 で は ｢特定公益信託 ｣の信託財産とするために支

出した金 銭の 額 は 寄 附 金 の 額とみなす規定ができ、平成 13 年には、

認定ＮＰ Ｏ法 人 制 度 の 創 設 に伴い、国税庁の認定を受けた認定ＮＰＯ

法人への 寄附 に つ い て も、特定公益増進法人への寄附金に含める規定

が出来た 。  

平成 24年 の改 正 で は、特 定公益増進法人等に対する寄附金について

は損金算 入限 度 額 が 拡 充 さ れ、一般の寄附金については損金算入限度

額が縮減 され た。  
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②制度の 概要  

法人税 法 第 37条（ 寄 附 金 の損金不算入）は、法人が支出する寄附金

について、法 令 で 定 め る 限 度額を超える部分を損金不算入とする規定

である。裏 を 返 せ ば 、限度 額までは損金に算入できるとする制度であ

り、その 限度 額 に つ い て は 寄附先ごとに、以下の通り定めている。  

Ⅰ．国等 に対 す る 寄 附 金 及 び指定寄附金  

   国 や地 方 公 共 団 体 に 対する寄附金及び指定寄附金は、その全額

が損金 に 算入 さ れ る 。  

Ⅱ．特定 公益 増 進 法 人 に 対 する寄附金  

特 定 公 益 増進 法 人 に 対する寄附金の合計額と特別損金算入限

度額（（ 資 本 金 等 の 額  × 当期の月数 /12 × 3.75/1000 ＋  所得の

金額×6.25/100）× 1/2）のいずれか少ない金額が損金に算入さ

れる 。な お 、特定 公 益 増進法人に対する寄附金のうち損金に算入

さ れ な か っ た 金 額 は 、 一 般 の 寄 附 金 の 額 に 含 ま れ る こ と と な る 。 

Ⅲ．特定 公益 信 託 の 信 託 財 産とするために支出した金銭  

特 定 公 益 信託 の う ち 一定の要件を満たすもの（認定特定公益信

託）の 信 託 財産 と す る ために支出した金銭は、Ⅱの特定公益増進

法人 に 対 する 寄 附 金 に 含めて損金算入額を計算する。  

Ⅳ．認定 ＮＰ Ｏ 法 人 等 に 対 する寄附金  

認 定 Ｎ Ｐ Ｏ法 人 等 に 対する寄附金は、Ⅱの特定公益増進法人に

対す る 寄 附金 に 含 め て 損金算入額を計算する。なお、認定ＮＰＯ

法人 等 に 対す る 寄 附 金 のうち、東日本大震災の被災者支援活動に

特に 必 要 な費 用 、東 日 本大震災により滅失又は損壊をした一定の

建物 等 の 原状 回 復 に 要 する費用に充てるために行った寄附金（そ

の募 集 に 際し 、前 者 は 所轄庁又は所轄国税局長、後者は所轄庁の

確認 を 受 けた も の に 限 る）はⅠの指定寄附金に該当する。  

Ⅴ．一般 寄附 金 の 損 金 算 入 限度額  

上記 以 外 の寄 附 金（ 一 般寄附金）については、損金算入限度額（（資

本金 等 の 額  × 当 期 の 月数 /12 × 2.5/1000 ＋  所得の金額

2.5/100）× 1/4） に 達 するまでの額が損金に算入される。  
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この他、公 益 法 人 等 や 認 定ＮＰＯ法人等が 収益事業に属する資産か

ら収益事 業以 外 の 事 業 の た めに支出する金額については、これを収益

事業にか かる 寄 附 金 の 額 と みなす「みなし寄附金制度」があり、法人

格の種類 によ り 定 め ら れ た 損金算入限度額が適用される。また、完全

支配関係 にあ る 100％ グ ル ープ法人間への寄附や国外関連者（国内の

法人と一 定の 関 係 に あ る 外 国法人）への寄附については、全額損金不

算入とす る制 度 も あ る 。  

 

寄附金 の 額に つ い て は、寄附金の意義の箇所でも触れた通り、法人

税法第 37 条 7 項 に お い て 「金銭その他の資産又は経済的な利益の贈

与又は無償の 供 与 」と 定め ているが、周辺費用との境界線の判断が難

しい面がある 。そ の た め 、寄附金（経済的利益の無償の供与）該当性

を巡って は納 税 者 と 国 側 で 認識が異なるケースもあり、債務の免除を

した場合 の債 務 相 当 額 4 5 、関連会社に対する売上値引き等 4 6 にお い

て、その 判 断 を 裁 判 に 委 ね るケ ース も数多く 発生 して いる 4 7 。本論

文では、主 に 所 得 税 法に お ける寄附金について考察していくため、法

人 税 法 に お け る 寄 附 金 該 当 性 に つ い て は 他 の 研 究 に 譲 る こ と と し た

い。  

一方、所 得 税 法と 法 人 税 法を比較すると、一般寄附の取扱いについ

て所得税 法で は 控 除 の 対 象 とならないのに法人税法では（全額ではな

いが）損金 算 入 の 対 象 に な るという違いがある。個人が事業を行って

いた場合 にも 同 じ 扱 い で あ り、個人の寄附金の必要経費性については、

消極的に 解 さ れ る 傾 向 に あ ると も言 われる 4 8 。この点 について は、

平成 24 年 の 法 人 税 法 改 正 により、一般寄附金の損金算入限度額が縮

減し、所得 税 法で も 控 除 対 象となっている特定公益増進法人への寄附

については損 金 算 入 限 度 額 が拡充したことで、差が縮まったといえる

4 5  東 京 地 裁 昭 和 5 4 年 3 月 5 日 月 報 2 5 巻 7 号 1 9 4 1 頁  

4 6  東 京 高 裁 平 成 4 年 9 月 2 4 日 行 裁 例 集 4 3 巻 8＝ 9 号 1 1 8 1 頁  

4 7  金 子 宏 『 租 税 法 』 3 2 8 頁 （ 弘 文 堂 ,第 1 6 版 , 2 0 1 1）  

4 8  酒 井 克 彦 「 わ た し た ち の 社 会 参 画 と 税 制 － 寄 附 金 控 除 制 度 の 役 割 － 」 税 大 ジ ャ ー ナ ル

第 2 0 号 8 頁 （ 2 0 1 3）  
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が、今後 もよ り 一 層 の 格 差 解消が望まれる。  

法 人 税 法 と 所 得 税 法 の 寄 附 金 税 制 に 関 す る 取 扱 い の 差 に つ い て は 、

国等に対 する 寄 附 金 を し た 際、限度額規定にも表れる。すなわち、所

得税法に おい て は 、国 等 へ の寄附について適用される寄附金控除は所

得金額の 40％ 相 当 額 を 限 度 とするのに対し、法人が国等に寄附をした

場 合 に は そ の 全 額 が 損 金 算 入 さ れ る 点 で あ る 。 こ の 問 題 に つ い て は、

裁判によ って 争 わ れ た 事 例 があるので、以下にて考察する。  

 

≪ 法 人 税 法 と 所 得 税 法 に お け る 寄 附 金 控 除 の 限 度 額 の 違 い が 論 点 と

なった裁 判事 例 ≫ 4 9  

東京地裁 平成 3 年 2 月 26 日判決（行集 42 巻 2 号 278 頁）  

東京高裁 平成 4 年 3 月 30 日判決（行集 43 巻 3 号 559 頁）  

最高裁平成 5 年 2 月 18 日 判決（集民第 167 号 157 頁）  

 

Ⅰ．事案 の概 要 （ 事 実 関 係 ）  

Ｘ１（原 告・控 訴 人・上 告人）及びその妻Ｘ２（原告・控訴人・上

告人）は 、昭 和 61 年 1 月 に長野県南佐久郡八千穂村に対し「八千穂

日中青年 の家 」建 設 資 金 等 として 8,000 万円と 4,000 万円をそれぞれ

寄附した。Ｘ １ 及 び Ｘ ２ は 昭和 61 年分の所得税の確定申告に当たり、

寄附金控 除の 額 を 8,000 万 円と 4,000 万円として確定申告をしたとこ

ろ、税務 署 長 Ｙ（ 被 告・被 控訴人・被上告人）は所得税法の規定に従

い寄附金 控除 の 額 を 、Ｘ１ については 5,587 万 8,024 円、Ｘ２につい

ては 2,188 万 3,196 円 と す る更正処分及び過少申告加算税賦課決定処

分をした 。  

Ｘ１ら は 、こ れ を 不 服 と して所定の不服申し立て手続きを経た上、

「個人が 行う 国 又 は 地 方 公 共団体に対する寄附金につき寄附金控除

の限度額 を定 め た 所 得 税 法第 78 条の規定は、法人が行う国又は地方

公共団体 に対 す る 寄 附 金 に つき寄附金控除の限度額を定めていない

4 9  注 解 所 得 税 法 研 究 会 編 『 注 解 所 得 税 法 』 1 0 5 2 頁 （ 大 蔵 財 務 協 会 ， 第 3 版 ， 2 0 0 1）  
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法人税法第 37 条 の 規 定 と の対比において、憲法第 14 条 1 項（法の下

の平等） 及び 第 84 条 （ 租 税法律主義）に違反する」と主張し、更正

処分等の取り 消 し を 求 め て 訴訟を提起した。  

 

Ⅱ．裁判 所の 判 断  

一審裁 判 所は 、「 租 税 法 規 の立法については、その性質等からして、

立 法 府 の 政策 的 、 技 術 的 判 断に 委 ね る ほ か は なく 、 裁 判 所 と し て は 、

基本的に は、そ の 裁 量 的 判 断を尊重せざるを得ないから、国又は地方

公共団体に対 す る 寄 附 に つ いて、寄附の主体が個人である場合と法人

である場 合と で 税 法 上 異 な った扱いをすることを定めた所得税法第

78 条と法 人 税 法 第 37 条と の関係についても、異なった取扱いをする

立法に正 当な 理 由 が あ る 場 合には、その区別の態様が右の立法理由と

の関連で 著し く 不 合 理 な も のであることが明らかであるという特段

の事情が 認め ら れ る 場 合 で ない限り、その合理性を否定し得ない。」

とした上 で、両 者 の 区 別 に ついて以下の理 由をもとにその取扱いの区

別が著し く不 合 理 で あ る と は認められないとした。  

（ⅰ）この 種 の 寄 附 金 は、個人の所得の処分としてされるものである

から 、 課 税所 得 か ら 控除するという理論的根拠に乏しいこと  

（ⅱ）この 種 の 寄 附 金 を 多 額に支出できる者は、高額の所得者に限ら

れる か ら、一 部 の 高 所得者に有利な制度となるおそれがあるこ

と  

（ⅲ）個人 の 寄 附 の そ の 支 出先団体に対する影響は、概して法人にお

ける そ れ より も 大 き くなりがちであり、種々の弊害も予想され

るこ と  

（ⅳ）個人 の 特 定 寄 附 金 の 控除限度額に関連して、総所得金額等の合

計 額の 100 分 の 25 という控除割合は、諸外国の制度と比較し

て も 相 当 の水 準 に あ るものであり、この控除割合をあまり高く

定 め る と、国 に 納 付 すべき税金の使途を個人の意思に委ねる結

果 と な っ て適 当 で は ないとの指摘がなされていると認められ

る こ と  
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（ⅴ）営利 法 人 の 場 合 、そ の行う寄附の是非や金額の多寡の決定にも

株主 、出 資 者 に 対 す る責任が要請されること等からして、おの

ず か ら 制 約 が 内 在 す る と 考 えら れ る の に 対 し 、 個 人 の 場 合 は 、

その 活 動 の範 囲 が 限 定されず、その意思決定も各個人の意思に

よる と こ ろが 大 で あ ること  

これら の こと か ら 、所 得 税法第 78 条の規定が憲法第 14 条 1 項又は

第 84 条 に 違 反 す る 無 効 の ものとはいえない、と判示した。控訴審も

ほぼこれ を引 用 し 、 最 高 裁 は、原審の判断は最高裁昭和 60 年 3 月 27

日の「サ ラリ ー マ ン 税 金 訴 訟（大島訴訟）」が採用した租税立法につ

いての立 法裁 量 と 平 等 原 則 に関する一般論に従っており、正当として

是認でき ると し て 上 告 を 棄 却した。  

 

Ⅲ．研究 と意 見  

本判決 に 対し て は 、そ も そも法人と個人には別の租税が課せられて

いるとい う本 質 的 扱 い の 差 には何もふれずに、寄附金の扱いに関する

差のみを とり あ げ て 憲 法 違 反を主張することには意味がなく、あえて

立法政策 上の 合 理 的 根 拠 が あることを示す必要性はあるのだろうか

5 0 という 見 解 が ある 。  

一方で、今 回 の 判 例 に お いて論点となった国等への寄附については

「寄附金控除 規 定 の 政 策 目 的達成の見地からすれば、法人と個人とで

課 税 上 の 取 扱 い を 異 な ら せ る積 極 的 理 由 は 乏 しく 、 立 法 論 と し て は 、

両者に対 し同 じ 取 扱 い が な されることが好ましい 5 1 」として、取扱

いの差が 不合 理 で は な い と する５つの論点が、いずれも説得力に欠け

るとする 見解 も あ る 。  

（ⅰ） と （ⅱ ） に つ い て は、昭和 37 年以前に寄附金控除制度の導

入を阻害 して い た と 考 え ら れる要因であるが、結果的にその後、寄附

金控除は 導入 さ れ て お り 、 導入から 30 年程度経過した平成 3 年時点

5 0  中 里 実 「 寄 附 金 控 除 に 関 す る 法 人 と 個 人 の 公 平 」 ジ ュ リ 9 8 3 号 7 5 頁 （ 1 9 9 1）  

5 1  吉 村 典 久「 所 得 税 法 及 び 法 人 税 法 上 の 寄 附 金 控 除 規 定 と 憲 法 十 四 条 」ジ ュ リ 9 9 3 号 2 0 7

頁 （ 1 9 9 2）  
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の判決と して こ の 理 由 を 挙 げることはあまり説得力を感じない。  

（ⅲ）に つ い て は 、個 人 寄附のその支出先団体に対する影響が法人

よりも大 きく な る こ と に よ る「弊害」が具体的にどのようなものなの

か考えが 及ば な い 。 例 え ば 、アメリカにおいて 1960 年代に公益法人

を隠れ蓑 に富 裕 層 が 自 己 利 益を図る濫用事例が多く報告された結果、

「私的財 団」 に 対 す る 広 範 な規制が導入されるに至った 5 2 という経

緯はある が、今 回 の よ う に 国及び地方公共団体への寄附の場合には制

度濫用の 危険 性 は 考 え に く い。  

（ⅳ）に つ い て も 国 に 納 付すべき税金の使途を納税者が決めること

に対して、な ぜ 法 人 は 認 め られて個人は認められないかの説明が不十

分である 。  

（ⅴ）で 述 べ て い る 利 害 関係者等への説明責任から寄附への制約が

内在するとい う 点 に つ い て も、閉鎖的な同族会社が圧倒的多数を占め

ている我が国 の 法 人 制 度 を 前提とすると 5 3 、結果的には個人による

意思決定 と変 わ り な い の で はないかと考えられる。そ もそも、寄附の

奨励とい う政 策 目 的 か ら 見 て、個人が制約なく可能な限り公益に資す

る寄附金 を支 出 し よ う と す ることになぜ社会的非難を向けられなけ

ればなら ない か 5 4 に つ い ても不明である。  

法人税 法にお け る 寄 附 金 の損金算入制度と所得税法の寄附金控除

は、その 沿 革 を 見 れ ば 分 か るように、制度創設の時期や趣旨が異なっ

て い る 。 両 税 法 の 寄 附 金 税 制の 規 定 が 連 動 し てい な い と い う こ と は 、

今回の限 度額 以 外 で も 、前 述の「一般寄附金の扱い」に おける法人税

法と所得 税法 の 差 異 や 、寄附をした者の所得税計算において寄附金控

除の対象 とな る 団 体 と 、寄附を受け入れた法人の法人税計算において

受入寄附 金が 非 課 税 収 入 に なるかどうかの基準が連動していないこ

と 5 5 等か ら明 ら か で あ る 。寄附金税制についての法人税法と所得税

5 2  藤 谷 武 史 ・ 前 掲 注 ( 2 4 ) 3 8 頁  

5 3酒 井 克 彦 「 寄 附 金 控 除 の 今 日 的 意 義 と 役 割 （ 上 ） － 公 益 の 増 進 に 寄 与 す る た め の 寄 附

金 の 奨 励 措 置 － 」 税 弘 2 0 1 0 年 2 月 号 1 4 5 頁  

5 4吉 村 典 久 ・ 前 掲 注 ( 5 1 ) 2 0 頁  

5 5  藤 谷 武 史 ・ 前 掲 注 ( 2 4 ) 3 8 頁  
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法の間の整合 性 に つ い て は、矛盾が生じないような調整を する余地が

あると考 える 。  

 本判決につ い て は、両 者 の取扱いの差は違法ではないとする判決結

果自体には支 持 す る 声 が 多 く筆者も同意するが、その判決に至るまで

の過程に は、そ も そ も 同 じ 土俵に載せる必要がなかった可能性も含め、

説得力に 欠け る も の で あ っ たと考える。  

 

（６）地 方税 法  

地方税 法 にお い て は 、個 人住民税の計算上、一定の寄附について寄

附金の税 額控 除 制 度 が 適 用 できる。個人住民税は所得税と共通の課税

所得を使 用す る こ と か ら も 所得税との関係性が深く、寄附金控除にお

いてもそ の控 除 額 計 算 に お いて結びつきが強い。さらに個人住民税の

特別徴収 制度 で は 、会 社 が 従業員の給与から天引きして納付するとい

う性質上、給 与 所 得 者 の 源 泉徴収税制度や年末調整制度に注目する今

回の研究 で重 要 で あ る た め 、詳細に整理していく。  

①沿革  

個人住 民 税に お け る 寄 附 金税制の歴史は浅く、平成元年の地方税法

改正によ って 創 設 さ れ、平 成 2 年から所得控除方式による寄附金控除

制 度 が 設 け ら れ た 。 当 初 の 控 除 対 象 寄 附 先 は 各 都 道 府 県 に 所 在 す る

「共同募 金会 」の み で あ っ たが、平成 4 年からは「日本赤十字社都道

府県支部」が 、平 成 ６ 年 か らは都道府県・市区町村に対する寄附金が

所 得 控 除 の 対 象 に 加 え ら れ た 。 し か し 、 控 除 限 度 額 は 総 所 得 金 額 の

25％と低 い一 方 で 、 適 用 下 限額は 10 万円と高く設定されており、制

度の使い にく さ が 指 摘 さ れ てきた 5 6 ｡ 

平成 18 年 、当 時 の 西 川 一 誠福井県知事の提案に端を発した ｢故郷寄

附金控除」導 入 案 は 、総 務 省による「ふるさと納税研究会」立上げを

経て、平成 20 年 の ｢ふ る さ と納税制度 ｣創設へとつながった 5 7 ｡平成

5 6  総 務 省 「 ふ る さ と 納 税 研 究 会 報 告 書 」 平 成 1 9 年 1 0 月 6 頁  

5 7  加 藤 慶 一 「 ふ る さ と 納 税 の 現 状 と 課 題 ― 九 州 に お け る 現 地 調 査 を ふ ま え て ― 」 レ フ ァ

N o . 7 0 9  1 2 0 頁 ( 2 0 1 0 )  
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20 年度の 抜 本 改 正 で は 、所得控除方式から税額控除方式へ転換される

と同時に 、控 除 限 度 額 は総 所得の 30％まで引き上げられ、適用下限額

は所得税 法に お け る 寄 附 金 控除と同水準の 5 千円まで引き下げられた ｡

その後、 平 成 23 年 に は 市 民公益税制に伴う改正として、都道府県又

は 市 区 町 村 が 条 例 に お い て 個 別 指 定 す る 団 体 を 個 人 住 民 税 の 寄 附 金

税額控除の対 象 と す る こ と が出来る制度が創設され、適用下限額は 5

千円から 2 千 円 に 引 き 下 げ られた。  

 

②制度の 概要  

地方税 法第 314 条 の ７ で は、以下の団体等に対して行った寄附金に

ついては 、個 人 住 民 税 の 税 額控除が受けられる規定を定めている。  

Ⅰ．都道 府県 ・ 市 区 町 村 に 対する寄附金（ふるさと寄附金）  

Ⅱ．住所 地の 都 道 府 県 共 同 募金会・日本赤十字社支部に対する寄附  

  金  

Ⅲ．国の 控除 対 象 寄 附 金 の うち、都道府県・市区町村が条例で指定  

する 寄 附 金（「 国 に 対 する寄附金」及び「政党等に対する政治活

動に 関 す る寄 附 金 」 を 除く）  

Ⅳ．認定Ｎ ＰＯ 法 人 以 外 の ＮＰＯ法人に対する寄附金で、条例で個別

に指 定 す る寄 附 金  

上記を見 れば 分 か る よ う に、所得税法における特定寄附金とは対象

が大幅に 異な っ て い る 。Ⅱ については「住所地にある」支部への寄附

に限られ る（ 東 京 都 5 8 に つ いては、条例指定により赤十字社及び中央

共同募金 会の 全 国 組 織 へ の 寄附についても控除対象になっている）。

Ⅲ、Ⅳの 寄 附 先 に つ い て は、各都道府県・市区町村ごとに条例指定状

況が異な って いる た め、確 定申告時に各自治体において寄附金控除の

対象にな って い る か ど う か の確認が必要である。また、Ⅳについては

国税であ る所 得 税 法 で は 控 除対象とならないことから、確定申告では

5 8  東 京 都 の 条 例 指 定 寄 附 金 一 覧 （ 平 成  2 4  年  1 2  月 末 時 点 ） 東 京 都 主 税 局 ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p : / / w w w . t a x . m e t r o . t o k y o . j p / k a z e i / k o j i n _ j u . h t m l、2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス ） 
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なく、別 途市 区 町 村 へ の 申 告が必要になる。  

個人住民 税に お け る 寄 附 金税額控除額は、「基本控除」と「特例控

除」に分か れ 、両 者 の 合 計 額が個人住民税から税額控除される。基本

控除は、上 記 Ⅰ ～ Ⅳ の 寄 附 金の額の合計額（総所得金額等の 30％を限

度）から 、 2千 円を 控 除 し た 金額の 10％で計算する ｡特例控除は、Ⅰの

ふるさと 寄附 金 の み 適 用 が あり、Ⅰの寄附金の額から 2千円を控除し

た金額に ｢90％ か ら 当 該 納 税者に適用される所得税の限界税率を控除

した率 ｣を 乗 じ る こ と で 計 算した額である。なお所得税の限界税率を

差し引く 趣旨 は 、所 得 税 法 における所得控除との重複を避けることに

ある。  

これによ り、ふ る さ と 寄 附金について所得税と個人住民税で合わせ

た控除額は、 最 大 で 寄 附 金 額から 2千円を控除した額と等しくなり、

つまり 2千 円 の 自 己 負 担 の みでふるさと寄附金を行うことができるこ

とになる ｡ 

 また、 所 得 税 法 に お い て 税額控除を選択適用できる寄附（政党等寄

附金、認定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 等 寄 附金、公益社団法人等寄附金、特定震災指

定寄附金）が 条 例 で 指 定 さ れていた場合には、一定額の控除限度額は

あるものの、 最 大 で 寄 附 金 （から 2千円を除いた額）の 40％が納付す

べき所得 税額 か ら 控 除 さ れ、個人住民税においても最大で寄附金（か

ら 2千円 を 除 い た 額 ）の 10％ が納付すべき個人住民税額から控除され、

結果的に 、寄 附 金 （ か ら 2千円を除いた額 ）の 50％は税額軽減という

形で寄附 者の も と に 還 付 さ れることになる。  

なお、東 日 本 大 震 災 後 に 発表された総務省自治税務局市町村税課長

通知 5 9 に よ り 、日 本 赤 十 字 社や中央共同募金会に東日本大震災義援金

として寄 附す る 場 合 に も、「ふるさと寄附金」 として個人住民税で還

付が受け られ る よ う に な っ ている。  

 

5 9  平 成 2 3 年 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 に 係 る 義 援 金 等 に 係 る 「 ふ る さ と 寄 附 金 」 の 取 扱 い

に つ い て（ 平 成 2 3 年 3 月 2 5 日  総 税 市 第 1 6 号  総 務 省 自 治 税 務 局 市 町 村 税 課 長 通 知 ）  
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平成 20年 の抜 本 改 革 後、ふるさと納税制度は平成 22年までは年間適

用者数 3万 3千 人 前 後、年 間 適用額は 18億円から 20億円前後で推移して

いたが、平 成 23年 は 東 日 本 大震災の影響により被災地の市区町村に寄

附が集中した こ と か ら 、 適 用者数が 74万人、適用額は 210億円と大幅

に増加し た 6 0 。  

ふるさ と 納税 は 、国 民 か ら一定の支持を得ているといえるが、一方

で、地方 税 法 に 底 流 す る 応 能負担原則や負担分任主義という考え方か

ら逸脱したも の と の 批 判 も あり、納付すべき税金の使途を個人の意思

に委ねる制度 で あ る と の 見 方 6 1 もある。  

ふるさ と 納税 制 度 は、寄 附金控除を応用した仕組みになっているが、

実質的に は、納 税 者 の 意 思 により納税先の地方自治体を選択できる仕

組みになって い る 。税 金 の 使途について納税者が指定できる仕組みは、

イ タ リ ア 、 ス ペ イ ン 、 ハ ン ガリ ー 、 ポ ー ラ ン ドで 実 施 さ れ て い る が 、

納税者の 意思 に よ り 納 税 先 の地方自治体まで選択できる制度は、諸外

国の制度 を見 る 限 り 存 在 し ておらず 6 2 、非常に斬新な取組みであると

いえる。  

 

２．所得 税法 に お け る 寄 附 金税制  

こ の 節 で は 、 本 論 文 の 主 な 研 究 対 象 で あ る 所 得 税 法 に 焦 点 を 絞 り 、

利用実績、対 象 と な る 寄 附 金、制度の根拠、そして所得控除と税額控

除を巡る 議論 に つ い て 具 体 的に整理する。  

 

（１）制 度の 利 用 実 績  

国税庁 が 平成 25 年 5 月 に公表した「平成 24 年分の所得税、消費税

及び贈与 税の 確 定 申 告 状 況 等について」によれば、平成 24 年分の確

6 0「 ふ る さ と 納 税 の 実 績 額 」 平 成 2 1 年 度 ～ 平 成 2 4 年 度  総 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ

( h t t p : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / j i c h i _ z e i s e i / c z a i s e i / c z a i s e i _ s e i d o / 0 8 0 4 3

0 _ 2 _ k o j i n . h t m l、 2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス )  

6 1酒 井 克 彦 「 寄 附 金 控 除 の 今 日 的 意 義 と 役 割 （ 中 ） － 公 益 の 増 進 に 寄 与 す る た め の 寄 附

金 の 奨 励 措 置 － 」 税 弘 2 0 1 0 年 3 月 号 1 5 9 頁  

6 2  総 務 省 「 第 5 回 ふ る さ と 納 税 研 究 会 （ 平 成 1 9 年 8 月 7 日 ）」 資 料 ７  
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定申告で は、 寄 附 金 控 除 （ 所得控除）は約 50 万 5 千人が利用し 635

億円の控 除を 受 け て お り 、 寄附金控除（税額控除）は約 27 万 4 千人

が利用し、約 52 億 円 の 控 除を受けている。平成 24 年の個人の寄附金

控除全体 （所 得 控 除 ・ 税 額 控除の合計）では、利用者は約 73 万 6 千

人に達し た。  

ただし、確 定 申 告 書 の 提 出人員は 2,152 万 5 千人、うち申告の結果

還付の対 象と な る 還 付 申 告は 1,257 万 3 千人であったことから、寄附

金控除の 利用 者 の 割 合 は 、 確定申告者のうち約 3.4％、還付申告者の

うち約 5.8％ に過 ぎ な い 。また、金額面でみると、平成 23 年分の結果

ではある が、寄 附 金 控 除（所 得控除）額は所得控除額全体の 0.7％ 6 3 、

寄附金控 除額（ 税 額 控 除 ）は税額控除額全体の約 6.9％ 6 4 となってお

り、他の 控除 項 目 に 比 べ て 規模が小さいものになっている。  

平成 24 年 と 平成 23 年 と の比較を見ると、所得控除の適用者数は平

成 23 年 の 121 万 9 千 人（ 控 除額 1,219 億円）に対して平成 24 年は 50

万 5 千人（ 控 除額 635 億円 ）と大幅に減少している。一 方、税額控除

の適用者 数は 、 平 成 23 年 の 25 万人（控除額 50 億円）に対し、平成

24 年は 27 万 4 千 人 （ 控 除 額 52 億円）となっており、微増している ｡

た だ し 、 こ れ は 税 額 控 除 の 適 用 期 間 の 違 い に よ る も の と 推 測 さ れ る。

税額控除 方式 は 平 成 23 年 6 月に施行されたことから、平成 23 年前半

の 寄 附 に つ い て は 、（ 遡 っ て 税 額 控 除 の 対 象 に な っ た も の の ） 寄 附 時

点では控 除方 式 の 条 件 が 異 なっていたこととなり、実質的な適用期間

が平成 24 年 よ り 短 い と い える。  

 

また、「 平成 23 年 申 告 所 得税標本調査結果（税務統計から見た申告

所 得 税 の 実 態 ）」 を 基 に 、 寄 附 金 控 除 （ 所 得 控 除 ） 適 用 額 を 適 用 人 員

数で割っ た「 １ 人 当 た り 寄 附金控除適用額」をみると、合計所得 100

6 3  国 税 庁 「 平 成 2 3 年 分  申 告 所 得 税 標 本 調 査 」  

6 4「 平 成 2 3 年 分  申 告 所 得 税 標 本 調 査 」 で 公 表 さ れ て い る 税 額 控 除 全 体 の 7 2 2 億 円 に 対

す る 「 平 成 2 3 年 分 の 所 得 税 、 消 費 税 及 び 贈 与 税 の 確 定 申 告 状 況 等 に つ い て 」 で 公 表 さ

れ て い る 寄 附 金 税 額 控 除 額 5 0 億 円 の 割 合  
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万以下の 階級 で 25,015 円、 500 万円以下の階級で 51,421 円、 1,000

万円以下 の階 級 で 83,004 円と、所得が上がるほど１人当たり寄附金

控除適用 額が 大 き い 傾 向 が ある。これは累進税率の性質により、同額

の 寄 附 を し た 場 合 で も 高 所 得 者 の 控 除 額 が 大 き く な る こ と も 理 由 と

して考え られ る が 、例 え ば 一律最高税率が適用される 1,800 万円超の

合計所得 の階 層 を 見 て も、所得の増加と寄附金控除額の増加は比例し

ており、 高所 得 者 ほ ど 多 額 の寄附をしていることが推測される。  

 同 調 査 で は 租 税 特 別 措 置 法 関 連 項 目 に つ い て も 政 党 等 寄 附 金 特 別

控除、認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 寄 附 金特別控除、公益社団法人等寄附金特別控

除の適用額を 集 計 し て い る 。１人当たりの税額控除額 6 5 をみると、

政党等特 別控 除 額 が 305 円、認定ＮＰＯ法人寄附金特別控除額が 354

円、公益 社団 法 人 等 寄 附 金 特別控除額が 21,452 円となっている。公

益社団法 人等 寄 附 金 特 別 控 除は、その対象として公益財団法人、公益

社団法人、社 会 福 祉 法 人、学校法人等が含まれ、認定ＮＰＯ法人に比

べて圧倒 的に 対 象 数 が 多い 6 6 ことが、税額控除額の差の一つの要因

であると 推測 さ れ る 。  

 

（２）対 象と な る 寄 附 金 （ 寄附手段）  

次に、寄 附 金 控 除 の 対 象 となる寄附先として列挙されている団体に

対して、 どの よ う な 寄 附 手 段が控除の対象となるのかを整理する。  

まずは 個 人が 直 接 支 援 先 に寄附した場合の寄附手段として、金銭に

よる寄附 と、 現 物 に よ る 寄 附に分けて整理した上で、「給与天引き寄

附」も該当 す る と 考 え ら れ る企業を通じた寄附手段 についても考察し

ていく。  

①  金銭に よ る寄 附  

6 5  同 調 査 を 元 に 適 用 額 を 適 用 者 数 で 割 っ た 額 。 な お 、 調 査 項 目 に 関 す る 標 本 が 僅 少 な た

め 、 参 考 値 で あ る 。  

6 6  最 新 の 数 値 で は 、 公 益 法 人 が 8 , 2 4 3（ 2 0 1 3 年 4 月 ）、 社 会 福 祉 法 人 が 1 9 , 4 9 8（ 2 0 1 2 年

3 月 ）、 学 校 法 人 が 5 , 5 4 3（ 2 0 1 2 年 5 月 ）。 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 が 4 4 7（ 2 0 1 3 年 5 月 ） と な っ

て い る 。 公 益 財 団 法 人 公 益 法 人 協 会 ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p : / / w w w . n o p o d a s . c o m / c o n t e n t s . a s p ? c o d e = 1 0 0 0 1 0 0 4 & i d x = 1 0 0 3 2 6、 2 0 1 3 年 1 1 月

3 0 日 ア ク セ ス ）  
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金銭によ る寄 附 手 段 と し ては、現金手渡し、電子マネー支払、街頭

募金、銀行 振 込 み 、ク レ ジ ットカード引き落とし等が考えられる。こ

の場合、寄 附 を し た こ と を 証明する書類が必要であるため、寄附を受

け た 団 体 が 発 行 し た 領 収 書 等 が 入 手 で き な い 街 頭 募 金 や 匿 名 で の 寄

附などに つい て は 、 寄 附 金 控除の対象にならない。  

なお、郵 便 局 や 銀 行 で の 振込みにより寄附をした場合、通常の寄附

金におい て振 込 票 半 券 は 証 明書として認められないが、東日本大震災

関連寄附 を義 援 金 の 受 付 専 用口座へ振り込んだ場合に限り、振込票半

券で寄附 した こ と を 証 す る 書類に該当するとする特例がある 6 7 。  

 

②  金銭以 外 の資 産 の 寄 附  

所得税 法 第 78 条 1 項 で は、寄附金控除の適用について特定寄附金

を 「 支 出 し た 場 合 」 と 規 定 し て お り 、「 支 払 っ た 場 合 」 と は 規 定 し て

いないた め 、 金 銭 に よ る 寄 附に 限ら ないと解 される 6 8 。また、 金銭

以外の資 産を も っ て す る 贈 与について、租税特別措置法第 40 条（国

等に対し て財 産 を 寄 附 し た 場合の譲渡所得等の非課税）第 15 項では

所得税法第 78 条 2 項 の ｢寄 附金 ｣について除外規定を置いていること

からも、金銭 以 外 の 資 産 で も「寄附金」に含まれるとされる 6 9 。  

金銭以 外 の資 産 の 寄 附 に は、具体的には、書き損じハガキ、未使用

切手、書 籍 、金 歯 、衣 料 品 などの少額物品から、建物や土地等の不動

産まで幅 広い 資 産 の 寄 附 が 考えられる。  

物品の 寄 附に つ い て は、寄附をした時 の時価により寄附があったと

して、原則 的 に は 寄 附 金 控 除の対象になる。ただし、書き損じハガキ

や未使用 切手 に 関 し て は、換金する際の単価が明らかであるが、金歯

や書籍、衣 料 品 等 は 、時価 評価の煩雑性から、寄附金控除の対象とな

らない旨 の注 書 き を 添 え た 上で寄附を募集している団体が多い。  

6 7  国 税 庁 「 義 援 金 に 関 す る 税 務 上 の 取 扱 い Ｆ Ａ Ｑ 」 平 成 2 3 年 3 月  

6 8  西 野 克 一 編 『 回 答 事 例 に よ る 所 得 税 質 疑 応 答 集 （ 平 成 2 2 年 改 訂 版 ）』 9 5 5 頁 （ 大 蔵 財

務 協 会 , 2 0 1 0）  

6 9  増 井 良 啓 「 個 人 の ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 と 寄 附 金 控 除 」 税 事 5 5 号 ( 2 0 0 0） 4 7 頁  
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一方、不 動 産 に よ る 寄 附 は、法人格を有している団体への寄附につ

いては、所得 税 法第 59 条 （贈与等の場合の譲渡所得等の特例）の適

用を受け、時 価 に よ る 資 産 の譲渡があったものとみなされ、その財産

の 取 得 時 か ら 寄 附 時 ま で の 値 上 が り 益 に 対 し て 所 得 税 が 課 せ ら れ る。

ただし、 前述 の 通 り 、 租 税 特別措置法第 40 条によりこれらの資産を

国、地方公 共 団 体 ま た は 一 定の要件を満たす公益法人等へ寄附したと

きは、譲 渡 所 得 が 非 課 税 と される 7 0 。なお非 課税 規定 の適用を 受け

た場合に は、特 定 寄 附 金 に 該当する寄附先であれば、寄附した不動産

の取得価 額相 当 額 に つ い て 、寄附金控除の対象になる。  

 

③  企業を 通 じた 寄 附  

近年、ポ イ ン ト 寄 附 や ク リック募金等による新しい形の寄附を導入

する企業 は増 加 傾 向 に あ る 7 1 。特に平成 23年の東日本大震災発生後に

は 、 航 空 会社 、 家 電 量 販 店 、ス ー パ ー マ ー ケ ット 、 携 帯 電 話 会 社 等 、

大規模な ポイ ン ト シ ス テ ム を保有する民間企業が社会貢献の一環と

してポイ ント を 寄 附 で き る 仕組みを発表した。しかし、我が国におい

ては、ポイ ン ト に つ い て 個 別の会計処理の基準等は存在しておらず 7 2 、

ポイント 発行 企 業 は、企 業 会計原則等に則りつつも 各企業独自の 会計

処理をし てい る の が 現 状 で ある。具体的には、「ポイント引当金」等

の科目で ポイ ン ト 発 行 時 に 負債を計上する他、消費者がポイントを使

用した時 に初 め て 費 用 と し て会計処理を行う企業もある。いずれにし

ても、ポイ ン ト に よ る 寄 附 を実施した場合、ポイント発行企業自身に

よる寄附 金支 出 と し て 経 費 処理されることになる。また、ポイント寄

附をした 消費者 の 情 報 は 個 人情報保護の観点からも支援先団体へ伝

7 0  国 税 庁 「 公 益 法 人 等 に 財 産 を 寄 附 し た 場 合 の 譲 渡 所 得 等 の 非 課 税 の 特 例 の あ ら ま し 」

国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p : / / w w w . n t a . g o . j p / t e t s u z u k i / s h i n s e i / a n n a i / j o t o / a n n a i / 2 3 3 0 0 0 0 7 _ 0 1 . h t m、    

2 0 1 3 年 1 2 月 1 日 ア ク セ ス ）  

7 1  日 本 フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ 協 会 ・ 前 掲 注 ( 2 ) 6 4 頁 で は 、 寄 附 経 験 者 に 聞 い た 寄 附 手 段 と

し て 、 ポ イ ン ト 還 元 と ク リ ッ ク 募 金 の 寄 附 手 段 が そ れ ぞ れ 約 9 %程 度 を 占 め て お り 、 無

視 で き な い 手 段 に な っ て い る 。  

7 2  金 融 庁 「 ポ イ ン ト 及 び プ リ ペ イ ド カ ー ド に 関 す る 会 計 処 理 に つ い て （ 改 訂 ）」 平 成 2 0

年 7 月 1 頁  
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えられて おら ず 、寄 附 金 控 除の際に必要となる証明書の発行ができな

い可能性 があ る 。ポ イ ン ト での寄附について、現時点では国税庁の公

式見解は 出て い な い も の の、証明書の発行ができないとの注意書きを

掲載して いる 企 業 が 多 い 7 3 ことから鑑みて、実際は寄附金控除の対象

にはなっ ていな い と 考 え ら れる。この点については、早急に税法上の

取扱いを 明確 に す る 必 要 が あると考える。  

クリッ ク 募金 に つ い て は、企業のインターネットホームページ等 を

ク リ ッ ク す る 数 に 応 じ て 企 業 の 負 担 に よ り 寄 附 を す る 仕 組 み で あ る

ため、クリ ッ ク し た 者 の 経 済的な負担は一切なく、当然寄附金控除の

対象には なら な い 。  

また、近 年 の 企 業 に お け る福利厚生の一環として、従業員に一定額

の ポ イ ン ト を 与 え 、 従 業 員 が 自 由 に 福 利 厚 生 サ ー ビ ス を 選 択 で き る

「カフェ テリ ア・プ ラ ン」という仕組みが増加しており、ポイントの

利用方法 とし て 寄 附 を 選 択 できるケースも見受けられる。これについ

ても、ポイ ン ト の 使 用 に よ る寄附はあくまで企業側の経費として支出

されるた め、従 業 員 個 人 に は寄附金控除の適用がないものと考えられ

る。  

この他、寄 附 付 き 商 品 と して、商品を購入することで寄附に参加で

きる取組 みも あ る 。こ れは 、消費者の共感を呼び商品の売上げ向上も

目指すマ ーケ テ ィ ン グ 手 法 の一つとしてＣＲＭ（コーズ・リレーテッ

ド・マー ケ ティ ン グ ）と 呼 ばれ 7 4 、売上 げ１リットルにつき 10 リッ

ト ル の 水 を ア フ リ カ の 井 戸 の 開 発 に よ っ て 供 給 で き る よ う に ユ ニ セ

フ に 寄 附 を す る と い う 、 ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ー ブ ラ ン ド 「 ボ ル ビ ッ ク」

の 「 １ L for 10L」 等 が 有 名 で あ り 、 日 本 の 企 業 に お い て も 多 く の 導

入事例が ある 。消 費 者 は 寄 附の仕組みに共感して、商品代に含まれる

と考えら れる 寄 附 金 を 払 っ てはいるが、実際には商品を購入している

7 3  例 え ば 、 ㈱ Ｊ Ｃ Ｂ 、 カ ル チ ュ ア コ ン ビ ニ エ ン ス ク ラ ブ ㈱ 、 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 が 実 施

す る ポ イ ン ト 寄 附 シ ス テ ム で は 、 寄 附 金 控 除 の 対 象 と な る 団 体 が 寄 附 先 に あ げ ら れ て

い る が 、 証 明 書 を 発 行 し な い と し て い る 。  

7 4  長 坂 寿 久 「 コ ー ズ ･リ レ ー テ ッ ド ･マ ー ケ テ ィ ン グ ( C R M )と N G O」 国 際 貿 易 と 投 資 N o . 8 1  

8 7 頁 ( 2 0 1 0 )  
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だけであ るた め 、寄 附 金 税 制の対象になるのは、商品を販売している

企業が行 う寄 附 だ け で あ る と考えられる。  

企業を 通 して の 寄 附 に は、当論文において注目する「給与天引き寄

附」も含 ま れ る と 考 え ら れ る。給与天引き寄附とは、企業が従業員に

給与を支 払う 際 、法 定 控 除（税金、社会保険料、雇用保険料）以外の

控除項目 とし て 、希 望 す る 従業員 の給与からあらかじめ定めた方法で

計算した 寄附 額 を 控 除（ 天 引き）し、企業が寄附をする仕組みである。

ただし、前述 の「 ポ イ ン ト 寄附」「福利厚生」等と根本的に違うの は、

もともと 現金 で 支 給 さ れ る はずであった給与の中から、天引きにより

寄附を行 って い る と い う 点 である。すなわち、ポイント寄附や福利厚

生 に よ る 寄 附 の 元 と な る 経 済 的 利 益 に つ い て は そ も そ も 寄 附 者 の 所

得として 課税 さ れ て い な い のに対し、給与天引き寄附の原資となる給

与は、一度 給 与 所 得 と し て 課税されるため、課税所得から支出したと

考 え ら れ る 寄 附 に つ い て 寄 附 金 控 除 の 対 象 と な る こ と に つ い て 一 定

の合理性 があ る と い え る。ただし実際は、給与天引き寄附については

所得税の 寄附 金 控 除 と 結 び 付いていない状況であるといえる。詳しく

は第４章 で後 述 す る 。  

 

（３）所 得税 法 の 寄 附 金 控 除の根拠  

 次に、寄 附 金 控 除 制 度 の 概念をより深く理解するために、制度の根

拠を考察 する 。  

所得税 法 にお け る 寄 附 金 控除の根拠については、国内外の学者によ

っ て 様 々 な 議 論 が さ れ て い る が 、 大 き く 分 け る と 「 所 得 の 計 測 」「報

償」「誘因 」「 多 元 主 義 」 の ４つの 考 え方に分 類される 7 5 。以下 にそ

の概要を 見て 行 く 。  

①所得の 計測  

寄附は 所 得の 任 意 処 分（ 消費）ではないので控除するべきであると

7 5  増 井 良 啓 「 所 得 税 法 か ら み た 日 本 の 官 と 民 － 寄 附 金 控 除 を 素 材 と し て － 」 江 藤 憲 治 郎

編 『 融 け る 境 超 え る 法 ３ 市 場 と 組 織 』 4 2 頁 （ 東 京 大 学 出 版 会 , 2 0 0 5）  
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する考え 方で あ り 、1972 年 に米国のアンドルース教授が発表した論文

により提 唱さ れ た 。こ の説 によれば、寄附は「分けることができる私

的 財 の 排 他 的 消 費 」 で は な い と さ れ る 。 例 え ば 、「 慈 善 団 体 へ 寄 附 を

支出する と、そ の 寄 附 を 支 出した人は、寄附を行ったという心理的な

満足を得 るか も し れ な い が、現実の財やサービスを消費した訳ではな

い。また、その 寄 附 は、あ く まで受け取った人が寄附を享受しており、

寄附をし た人 が 、寄 附 を 受 け取った人の寄附金の享受というものを除

外する訳 で は な い 7 6 」 と して、 寄附は 消費では ない と捉 える。純 所

得に課税 する と い う 所 得 税 法の趣旨により、寄附金を所得に含めない

のが所得 の正 式 な 計 測 で あ るとして、寄附金の所得控除が認められる

とする考 え方 で あ る 。  

し か し 寄 附 金 が 所 得 の 任 意 処 分 に 該 当 し な い と す る 説 に は 疑 問 を

呈する見 解も 多 い 。寄 附を するかどうか、寄附先、寄附額を自分で選

択できる自由 が あ る こ と か ら、所得の任意処分ではないと考えるのは

無理があると す る 意 見 7 7 や、寄附金控除が特定の非課税組織への寄

附 に 限 定 さ れ て い る こ と に つ い て は こ の 理 論 で は 説 明 が つ か な い と

する批判 7 8 もあ る 。 ま た 、寄附を行うことによって「評判」を獲得

し、友人関 係 や 政 治 的 影 響 力において寄附者が「良いタイプ」に属し

て い る と い う シ グ ナ ル を 発 す る こ と が で き る と い う リ タ ー ン を 得 て

いる点に着目 し て 、 寄 附 の 消費性を認識する見解もある 7 9 。  

 

②報償  

寄 附 と い う 社 会 的 に み て 望 ま し い と さ れ る 行 為 を し た 人 々 に 対 し

て 税 制 を 通 し て 報 償 を 与 え る と い う 考 え 方 で あ る 。 こ れ に つ い て も、

「寄附者 の動 機 と い う 道 徳 的判断基準を、中立性を命題とする租税法

の 領 域 に 持 ち 込 む こ と は 問 題 が あ る 」「 法 人 税 法 に お い て も 寄 附 金 控

7 6  小 池 和 彰「 寄 附 金 控 除 を 支 え る 二 つ の 論 拠 － 二 つ の 論 拠 と 結 び 付 く 税 額 控 除 と 所 得 控

除 － 」 税 経 通 信 2 0 1 3 年 7 月 号 2 1 頁  

7 7  酒 井 克 彦 ・ 前 掲 注 ( 4 8 ) 1 1 頁  

7 8  小 川 正 雄 「 寄 附 金 控 除 か ら み た 所 得 控 除 」 税 法 5 4 7 号 3 頁 （ 2 0 0 2）  

7 9  増 井 良 啓 ・ 前 掲 注 ( 7 5 ) 4 3 頁  
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除 を 認 め て い る こ と と の 整 合 性 が 取 れ な い 」「 真 に 利 他 的 な 行 為 と い

え る 匿 名 の 寄 附 者 が 控 除 の 対 象 と さ れ な い こ と へ の 矛 盾 」 等 の 批 判

8 0 がある 。  

 

③誘因  

寄 附 を 促 進 す る た め に 税 制 を 用 い て 寄 附 の 動 機 を 与 え る と す る 考

え方である。  

昭和 37 年 に 所 得 税 法 の 寄附金控除が導入された背景として、「公共

事業の施 設の 設 備 拡 充 等 を 公費に依存するばかりではなく、民間の寄

附に期待 して い る 事 実 が 相 当にあった」とされる 8 1 点も、この「誘

因」を根 拠 と し て い る と い われる。その前提としては「公費は租税に

よって賄 われ る 以 上、公 費 の肩代わりとなる寄附について租税上優遇

措置を講 じ て も 、 結 局 国 の 税制 に穴 があくわ けで はな い 8 2 」とする

考えがあ ると み ら れ る 。  

また、金 子 宏 教 授 は「寄 附金控除は公益的事業への個人の寄附を奨

励するこ とを 目 的 と し て お り、その意味で一種の特別措置である 8 3 」

と述べて おり 、 こ の 誘 因 説 に立っていると考えられる。  

 

④多元主 義  

多元主 義 とは 、公 共 財 提 供を分担する多元的に並立する組織への支

払を国家 （課 税 ） が 干 渉 し ないことを尊重する考え方をいう 8 4 。  

 公共財 の理 論 に お い て は、市場は失敗するものであるといわれ、そ

のため政 府が 租 税 を 徴 収 し て公共財を提供すると考えられるが、その

政府も失 敗し た 際 に、第 三 の道として多様な価値や選好を反映するた

めの組織 への 期 待 が 生 じ る。そのような組織への寄附について、個人

の 多 様 な 価 値 や 欲 求 を 承 認 し 育 成 す る と い う 観 点 か ら 控 除 を 認 め よ

8 0  小 川 正 雄 ・ 前 掲 注 ( 7 8 ) 8 頁 （ 2 0 0 2）  

8 1  藤 谷 武 史 ・ 前 掲 注 ( 2 4 ) 2 9 頁  

8 2  増 井 良 啓 ・ 前 掲 注 ( 7 5 ) 3 8 頁  

8 3  金 子 宏 ・ 前 掲 注 ( 4 7 ) 1 8 7 頁   

8 4  藤 谷 武 史 ・ 前 掲 注 ( 2 4 ) 3 1 頁  
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うとする 考え 方 で あ る 。こ の主義をとる場合、控除の対象となる寄附

先 の 活 動 の 是 非 を 詳 細 に わ た る ま で 政 府 が 判 断 す る と い う の は お か

しく、外 形 的 な 要 件 に と ど める べき であると される 8 5 。民主党 政権

時代にお いて「 新 し い 公 共」という価値観のもと導入された「市民公

益税制」は 、そ の 名 が 示 す 通り、多元主義の影響を受けていると考え

られる。  

以上の ４ つの 根 拠 を 我 が 国の現行制度に照らし合わせると、まず特

定公益増 進法 人 へ の 寄 附 を 控除対象とする点は、政府が重視する公共

財供給に 民間 資 金 を 導 入 す るための誘因措置という性格（③誘因）に

よるもの とい え る 。次 に、活動内容には立ち入らず外形的な基準のみ

をその要 件と す る 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ法人への寄附を控除対象とする点は、従

来の「官 主導 」 に 代 わ る 公 益発見 8 6 を目指している点で④多元主義

によるも のと い え る 。  

 

（４）税 額控 除 と 所 得 控 除 を巡る議論  

現行の 所 得税 法 で は 、全 ての寄附についてではないものの、税額控

除と所得 控除 の 選 択 制 を と っており、２つの控除方式の併用方式にな

っている。こ の 点 に つ い て、所得税の寄附金控除は、税額控除方式と

所得控除 方式 の ど ち ら が よ り適性かという論点が、寄附金控除の根拠

を絡めて 多く の 学 者 や 実 務 家の間で議論されている。  

所得控 除 と税 額 控 除 は、ともに一定額を税額算定過程において控除

すること で税 負 担 を 軽 減 す るという点で共通しているが、いくつかの

相違があ る。所 得 控 除 方 式 は税率適用前の所得金額に一定金額が控除

されるた め、適 用 さ れ る 税 率によって軽減される税額に差が生じるこ

とになり、高 い 累 進 税 率 が 適用される高所得者に有利に作用するとさ

れる。これ に 対 し 税 額 控 除 方式は、算出税額から税率適用後に一定金

額を控除 され る た め、適 用 される税率に関係なく軽減税額は同じにな

8 5  増 井 良 啓 ・ 前 掲 注 ( 7 5 ) 4 7 頁  

8 6  藤 谷 武 史 ・ 前 掲 注 ( 2 4 ) 3 1 頁  
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る 。 そ の 結 果 、 所 得 控 除 方 式 に 比 べ 低 所 得 者 に 有 利 で あ る と さ れ る。

この２つ の方 式 の ど ち ら を 採用するかについては、昭和 37 年に税額

控除方式 で始 ま り 、 昭 和 42 年より所得控除方式に改正された寄附金

控除の沿 革を み て も 、 政 策 的判断が難しいことが分かる。  

平成 23 年 の 税 制 改 正 に より、公益社団法人等や認定ＮＰＯ法人等

への寄附 が税 額 控 除 の 対 象 になったことについては、従来の高所得者

へ の 偏 っ た 優 遇 制 度 を 緩 和 す る 点 で 一 定 の 評 価 を 得 て い る が 、「 草の

根の寄附 を 促 進 す る 8 7 」 とい う税額 控除導入 の趣 旨か らすると 、税

額 控 除 の 対 象 と な る 団 体 が 所 得 控 除 の 対 象 に 比 べ 限 定 的 で あ る こ と

に批判的 な見 解 8 8 も あ る 。また、税収の減少を懸念して税額控除の

限度額を設け て い る の に、税額控除の限度よりも有利な結果をもたら

す所得控除を 選 択 で き る よ うにしていることは、制度として矛盾が生

じている 8 9 と い う 指 摘 も ある。  

一方、「 租 税 特 別 措 置 は、（中略）同じ経済的地位にある者に対して

は同じ負 担を と い う 負 担 公 平の原則を多少なりとも犠牲にし、また所

得税の総 合累 進 課 税 構 造 を 弱めたり、納税者の納税道徳に悪影響を及

ぼしたり する 虞 れ の あ る 性 格を帯有しているものと認められる」とい

う大嶋訴 訟で の 判 決 9 0 を もとに、高所得者に有利な政策税制である

ことのみ をも っ て 所 得 控 除 を問題視する必要はないとする見解 9 1 や、

高所得者 が行 う 寄 附 は、低 所得者の受益を通じて所得の再分配機能を

有するこ とか ら 、む し ろ 高 所得者にこそ寄附のインセンティブを与え

るべきという 見 解 9 2 も あ る。  

「平成 23 年 申 告 所 得 税 標本調査結果（税務統計から見た申告所得

税の実態）」に よ れ ば 、寄 附 金控除（所得控除）の利用者のうち約 20％

8 7  『 新 し い 公 共 』 円 卓 会 議 ・ 前 掲 注 ( 6 )  

8 8  段 野 聡 子「 寄 附 金 控 除 制 度 と 社 会 参 画 － 税 制 の 役 割 － 」福 井 県 立 大 学 経 済 経 営 研 究 2 7

号 8 0 頁 （ 2 0 1 2）  

8 9  奥 谷 健 ・ 前 掲 注 ( 3 6 ) 3 6 頁  

9 0  京 都 地 裁 昭 和 4 9 年 5 月 3 0 日 判 決 （ 行 集 2 5 巻 5 号 5 4 8 頁 ）  

9 1  酒 井 克 彦 ・ 前 掲 注 ( 6 1 ) 1 6 0 頁  

9 2  酒 井 克 彦 ・ 前 掲 注 ( 3 5 ) 1 4 1 頁  
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9 3 は所得 金額 2,000 万 円 超 の高所得者層であり、この層が控除額全体

の約 63％ の 額 を 占 め て い る 現状を鑑みると、高所得者の寄附協力なし

には「民 間 資 金 の 公 的 事 業 支援」という政策目的の達成は難しい。寄

附 金 控 除 の 控 除 率 が 低 下 す る と 寄 附 額 が 減 少 す る と い う 点 に つ い て、

いくつか の研 究 9 4 に よ っ て指摘されていることを考えると、平成 23

年度の改 正に お い て、税 額 控除方式を導入しつつも所得控除方式の選

択制とし た政 府 の 方 針 は、一定の合理性があると考える。ただし、税

額控除の 具体 的 な 制 度 設 定 については、所得控除の対象と全て同じと

する 9 5 こ とや 、現 行 で は 寄 附金額の 40%と設定している限度額を撤廃

する全額 税額 控 除 等 9 6 の 提案がなされており、検討の余地があると

考える。  

 

３．小括  

第１章 で は、所 得 税 法 の 寄附金控除制度を中心に、我が国における

寄附金税 制を 概 観 し た 。 小 括として、以下の通り整理する。  

 

（１）税 法ご と の 整 合 性  

法 人 税 法 と 所 得 税 法 に お け る 寄 附 金 税 制 の 対 象 範 囲 や 限 度 額 の 差

異等、税法 間 の 整 合 性 が 取 れていない面がある。特に不動産寄附につ

い て 「 所 得 税 法 の 寄 附 金 控 除 の 対 象 と な る 特 定 公 益 増 進 法 人 」「 所得

税 法 の み な し 譲 渡 所 得 の 非 課 税 制 度 の 対 象 と な る 法 人 」「 相 続 税 法 の

非課税制 度の 対 象 と な る 法 人」が一致していないことには問題があり、

税法間や 省庁 間 の 連 携、調 整により統一的な見解を示す必要があると

考える。  

 

（２）所 得税 の 寄 附 金 控 除 の利用状況  

9 3  同 調 査 の 合 計 所 得 金 額 別 利 用 者 数 の 数 値 を 元 に 筆 者 計 算  

9 4  跡 田 直 澄 ほ か 「 非 営 利 セ ク タ ー と 寄 附 税 制 」 フ ァ イ ナ ン シ ャ ル ・ レ ビ ュ ー 6 5 号 7 4 頁

（ 2 0 0 2） な ど  

9 5  段 野 聡 子 ・ 前 掲 注 ( 8 8 ) 8 0 頁  

9 6  山 内 直 人 「 新 し い 公 共 の た め の 寄 附 税 制 の あ り 方 と は 」 税 弘 2 0 1 0 年 3 月 号 3 頁  
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平成 23 年 に 東 日 本 大 震 災の影響を受けて利用者や適用額が大幅に

上昇した もの の 、 平 成 24 年に落ち込んでいる状況を見る限り、今後

も恒常的 な制 度 の 普 及 啓 発 活動や、寄附金控除を使いやすくする新た

な 仕 組 み も 必 要 で あ る 。 そ の 一 つ と し て 当 論 文 の 研 究 テ ー マ で あ る

「寄附金 控除 の 年 末 調 整 制 度化」を位置付けていきたいと考える。  

 

 

（３）所 得税 法に お け る 寄 附金の範囲  

ポイン ト 寄附 をは じ め、近年の社会情勢の変化により新しい寄附手

段が大き く進 化 し て い る の に対し、寄附金税制が追い付いていない様

子が垣間 見え る 。そ も そ も、所得税法上では、寄附手段について明記

している 規定 が ほ と ん ど な く、実務上「寄附金」の判断が非常に難し

い状況で ある 。寄 附 手 段 に ついては、政府としての見解を随時公表し、

柔軟に対 応し て い く 必 要 が あると考える。  

 

（４）所 得税 法に お け る 寄 附金控除の根拠  

我が国 の 所得 税 法に お け る寄附金控除の根拠を考えてみると、高所

得者による高 額 寄 附 と、高 所得者以外の者による草の根の寄附のどち

らを促進した い の か 見 え に くい。ただし、所得控除と税額控除の選択

方式としたこ と は 、寄 附 を 受け入れる環境づくりとして一定の合理性

があり、 評価 さ れ る べ き で あると考える。  
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第２章  我が国における源泉徴収制度と年末調整制度  

 

 こ の 章 で は 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 を 提 言 す る た め の 基

礎資料と して 、我 が 国 に お ける給与所得の源泉徴収制度と年末調整制

度につい て歴 史 的 背 景 も 交 えて整理する。なお、所得税の源泉徴収制

度は、給 与 所 得 、配 当 所 得 、報酬・料金等、利子所得等に区分される

が、本論 文 で は 、研 究 テ ー マである年末調整制度との関係が深い「給

与所得の 源泉 徴 収 」 に 絞 っ て整理していく。  

 

１．沿革  

我が国 に おけ る 所 得 税 は 明治 20年、イギリスの制度にならって導入

された。そ の 後 、戦 費 調 達 のための税収確保を目的として行われた昭

和 15年の 税制 改 正 に よ り 勤 労所得の基礎控除が引き下げられ、所得税

の納税人 口は 一 挙 に 増 加 し た。大衆課税化した所得税を確実かつ迅速

に徴収す るた め の 手 段 と し て、同年の改正により勤労所得に対する源

泉徴収制 度が 導 人 さ れ た 9 7 。  

その後 、 昭 和 22 年 の 改 正において「民主性」と「効率性」の面か

ら 9 8 所 得 税 の申 告 納 税 制 度が導入されると、源泉徴収制度は「確定

税 額 を 申 告 ・ 納 付 す る 際 の 積 算 を 前 提 と し 所 得 税 を 前 取 り し て お く」

性質のも のと な っ た 。この 改正では同時に、ドイツにならった年末調

整制度が 創設 され 、年 収 5 万円以下の給与所得者の場合には確定申告

手続きを 省略 し て 、年 末 調 整のみ で所得税の納税を完結することとな

った。本来 的 に は 租 税 行 政 庁が担う役割を源泉徴収義務者に課する点

について は、 戦 後 の 税 務 職 員不足が背景として考えられる。  

昭和 25 年 に は 、 シ ャ ウ プ使節団により「年末調整を税務署へ移管

すること 」等 9 9 の 勧 告 を 受 けたが、その後抜本的な改正はないまま、

9 7  金 子 宏「 わ が 国 の 所 得 税 と 源 泉 徴 収 制 度 － そ の 意 義 と 沿 革 － 」日 税 1 5 号 6 頁（ 1 9 9 1）  

9 8  今 本 啓 介「 申 告 納 税 制 度 と 源 泉 徴 収 制 度 の 関 係 － 申 告 納 税 制 度 の 下 で の 源 泉 徴 収 制 度

の あ り 方 を 含 め て － 」 税 研 1 5 3 号 3 4 頁 （ 2 0 1 0）  

9 9  連 合 国 最 高 司 令 官 本 部 『 シ ャ ウ プ 勧 告 報 告 書 第 4 巻 』 D 1 0 頁 （ 1 9 4 9）  
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現行の源 泉徴 収 制 度 及 び 年 末調整制度に続いている。  

 

２．制度 の概 要  

（１）源 泉徴 収 制 度  

平成 23年 度の 国 の 租 税 及 び印紙収入 1 0 0 は 42兆 8,326億円となって

おり、そ のう ち 源 泉 所 得 税 は 11兆 108億円（ 25.7％）を占めている。

これは法 人税 の 9兆 3,514億 円（ 21.8％）、消費税の 10兆 1,946億円

（ 23.8％）、申 告 所 得 税 の 2兆 4,654億円（ 5.8%）を上回り最も高い割

合となっ てい る 。さ ら に 源 泉所得税額の内訳を見ると、給与所得が約

７割を占めて お り 、給 与 所 得にかかる源泉所得税が我が国の税収にと

っていかに重 要 な 位 置 付 け にあるか分かる。  

所得税は、所 得 者 自 身 が 所得とそれに対する税額を計算し、確定申

告をして自発 的 に 納 税 す る「申告納税制度」を採用している。給料や

賃金等によっ て 生 計 を 立 て ている給与所得者についても、申告納税の

建 前 に 従 っ て 所 得 税 の 課 税 が行 わ れ る こ と に なる が 、 給 与 所 得 者 は 、

一般的には給 料 や 賃 金 等 の 収入以外に所得のない場合が多く、給与の

支払者の下で 比 較 的 容 易 に 総合課税の要請（その年中に各人に帰属す

る全ての所得 を 総 合 し、そ の所得の総額から基礎控除額や扶養控除額

などの所得控 除 額 を 差 し 引 き、その残額に税率を適用して課税するこ

と）に応 ず るこ と が で き る ため、給与所得に対する所得税については、

源泉徴収制度 を 採 用 し 、給 与の支払者が給与を支払う際に、支払額に

応じた所 得税 を そ の 給 与 か ら差し引いてこれを国に納付する仕組み

となって いる 1 0 1 。  

具体的に は、給 与 支 払 者 は「給与所得の源泉徴収税額表」に基づい

て 月 々 （ 日 々 ） の 給 与 に 係 る所 得 税 を 給 与 所 得者 か ら 徴 収 （ 天 引 き ）

し、給与支 払 月 の 翌 月 10日 までに納付する。ただし給与の支給人員が

常時 10人 未満 で あ る 源 泉 徴 収義務者については、納付手続きを簡便に

1 0 0  国 税 庁 「 第 1 3 7 回  国 税 庁 統 計 年 報  平 成 2 3 年 度 版 」 6－ 1 0 頁  

1 0 1  国 税 庁 「 平 成 2 5 年 版 源 泉 徴 収 の あ ら ま し 」 1 3 頁  
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するため、年 ２ 回 ま と め て 納付する「納期の特例」の制度が設けられ

ている。  

 源泉徴 収制 度 は 、膨 大な 金額の所得税を徴収しうる「所得税徴収機

能 」 と 、 誰 に ど れ だ け 所 得 が あ る の か を 把 握 し う る 「 所 得 把 握 機 能」

を 有 し 、 租 税 の 確 実 か つ 正 確 な 徴 収 の た め に き わ め て 能 率 的 で あ り

1 0 2 、 また 、 源 泉 徴 収 の 対 象と な る所 得 の支 払者 に 租税 徴 収機 構の 一

翼を担わ せる こ と に よ っ て、行政コストの節約にも大きく寄与してい

る 1 0 3 とし て 、高 く 評 価 さ れている。一方、制度の問題点を指摘する

議論もあるが 、 詳 し く は 後 述する。  

 

（２）年末調 整 制 度  

「平成 24 年 分 民 間 給 与 実態統計調査」によれば、１年を通じて勤

務 し た 給 与 所 得 者  4,556 万 人 の う ち 、 年 末 調 整 を 行 っ た 者 は 4,128

万人（ 90.6％ ） と な っ て い る。平成 24 年分の確定申告者数が 2,149

万人 1 0 4 で あ っ た こ と を 考 えると、年末調整制度の対象者の規模の 大

きさを計 り知 る こ と が で き る。  

年末調 整 制度 は 、給 与 所 得者の各年の納付すべき所得税を各年最後

の給与等 支払 の 際 に 精 算 す るという、源泉徴収の延長にある制度であ

り、給与 支払 者 が 行 う も の とされている 1 0 5 。  

年末調整 の対 象 は 、給 与 所得者のうち①１年を通じて勤務している

者、②年の 中 途 で 就 職 し、年末まで勤務している者 、③年の中途で退

職した者のう ち 、一 定 の 要 件を満たした者等であり、逆に対象となら

ないのは、① 本 年 中 の 主 た る給与の収入金額が 2,000 万円を超える者、

②２か所 以上 か ら 給 与 を も らっており、他の給与の支払者に「給与所

得者の扶 養控 除 等（ 異 動 ）申告書」を提出している者、③ １か所から

給与等の 支払 を 受 け て お り、給与所得及び退職所得以外の所得金額が

1 0 2  金 子 宏 ・ 前 掲 注 ( 9 7 ) 4 7 頁  

1 0 3  金 子 宏 ・ 前 掲 注 ( 9 7 ) 4 8 頁  

1 0 4  国 税 庁 「 平 成 2 4 年 分 税 務 統 計 ( 2 申 告 所 得 税 関 係 )」 1 0 頁  

1 0 5  所 法 第 1 9 0 条 （ 年 末 調 整 ）  
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20 万円以 下 で あ る 者等 で ある 1 0 6 。  

また、年 末 調 整 で は 考 慮 されない「 雑損控除」「医療費控除」「寄附

金控除」の 所 得 控 除 が あ る 場合や、源泉徴収の基礎となる扶養控除等

申告書の 記載 に 漏 れ が あ る ような場合は、結果的に過大な源泉徴収が

なされて いる こ と に な る。このような場合、受給者は、確定申告を行

い、源泉徴 収 を さ れ た ま た はされるべき源泉所得税額を確定申告に係

る算出税 額か ら 控 除 し 1 0 7 、還付 1 0 8 を求めることができる 1 0 9 。  

 

３．制度 を巡 る 議 論  

（１）源 泉徴 収 及 び 年 末 調 整の事務負担  

源泉徴 収 及び 年 末 調 整 の 規定により徴収して納付すべき所得税を

納付しな かっ た 者 は 、 所 得 税法第 240条に定める罰則規定により 10年

以下の懲 役若 し く は 200万 円以下の罰金が科されることから、源泉徴

収及び年 末調 整 は 源 泉 徴 収 義務者である給与支払者にとって、実質的

には義務 である と い え る 。  

源泉徴 収 にか か る 経 費 等 については、源泉徴収義務者が負担するこ

とになっ てお り 、現 行 制 度 上、国からの交付金はない。なお、給与所

得の源泉 徴収 制 度 が 開 始 さ れた昭和 15年当初には、源泉徴収義務者は

国から徴 税代 行 人 と 位 置 付 けられ、源泉徴収に伴う事務負担の一部補

償の意味 で納 税 者 １ 人 当 た り 10銭の交付金が支給された。交付金はそ

の後 20銭 に上 が り 、最 終的 には 50銭になったが、交付金制度は昭和 22

年、申告 納税 制 度 と 年 末 調 整制度が導入された際、廃止された 1 1 0 。  

この 源 泉 徴収 の 義 務 に ついては、「制度運用のコストとして、重い

法律上の義務 や 財 政 的 な負 担が、支払者に課せられていることは否定

できない 1 1 1 」「 源 泉 徴 収 義 務者に相当の人員と事務に基づく負担をか

1 0 6  所 法 第 1 2 1 条 （ 確 定 申 告 を 要 し な い 場 合 ）  

1 0 7  所 法 第 1 2 0 条 1 項 （ 確 定 所 得 申 告 ）  

1 0 8  所 法 第 1 3 8 条 1 項 （ 源 泉 徴 収 税 額 の 還 付 ）  

1 0 9  宮 谷 俊 胤 「 源 泉 徴 収 制 度 の 概 要 と 問 題 点 」 日 税 1 5 号 6 7 頁 （ 1 9 9 1）  

1 1 0  金 子 宏 ・ 前 掲 注 ( 9 7 ) 4 8 頁  

1 1 1  畠 山 武 道 「 源 泉 徴 収 制 度 の 法 律 関 係 ・ 争 訟 手 続 」 日 税 集 1 5 号 2 9 5 頁 （ 1 9 9 1）  
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けながら、課 税 庁 側 で 手 数 料を支払わずにこれを強制することは、制

度の弱点 であ る と い わ れ て きた 1 1 2 」などと問題視する指摘が多い。

源泉徴収 義務 者 が 年 末 調 整 の事務にかけた費用（徴税協力費）につい

て税理士 報酬 規 定 を も と に 擬制計算した研究 1 1 3 によれば、徴税協力

費は 1,659億 円 と も 試 算 さ れる。このような負担を源泉徴収義務者が

負 っ て い るこ と に つ い て 、 昭和 37年 に 争 わ れ た裁 判 事 例 が あ る の で 、

以下で考 察す る 。  

 

≪源泉徴 収義 務 の 違 憲 性 が 問われた裁判事例≫  

最高裁 昭 和 37 年 2 月 28 日大法廷判決（民集 16 巻 2 号 212 頁）  

①事案の 概要 1 1 4 （ 事 実 関 係）  

飲食店を 経営 し て い た Ｘ （原告・控訴人・上告人）は、昭和 25 年

から昭和 26 年 ま で の 計 12 回にわたり、従業員に給与を支払う際の源

泉徴収義 務を 果 た さ ず 、 合計 464 万 3000 余円の所得税の徴収及び国

庫への納 入を 怠 っ た と し て、所得税法違反で起訴された ｡これに対し X

は、源泉 徴収 の 規 定 は 憲 法第 29 条（財産権） 1 1 5 及び第 14 条（平等

権） 1 1 6 に違 反 す る と 主 張 したことから、その違憲性が争われた事案

である。   

 

②原告の 主張  

Ⅰ．憲法第 29 条 違 反  

源泉徴 収 制度 は 、政 府 が 行政事務に協力させるために源泉徴収義務

者にそ の 私有 財 を 使 用 さ せることになっているのに、これに対し何

1 1 2  渡 辺 徹 也 「 申 告 納 税 ・ 源 泉 徴 収 ・ 年 末 調 整 と 給 与 所 得 」 日 税 5 7 号 1 4 1 頁 （ 2 0 0 6）  

1 1 3  横 山 直 子 「 源 泉 徴 収 ・ 年 末 調 整 シ ス テ ム に お け る 徴 税 コ ス ト 」 経 済 学 情 報 学 論 集 1 4

号 1 2 1 頁 （ 2 0 0 0）  

1 1 4  斉 藤 貴 男 『 源 泉 徴 収 と 年 末 調 整 』 9 5 頁 （ 中 央 公 論 社 , 1 9 9 6）  

1 1 5  日 本 国 憲 法 第 2 9 条  

 財 産 権 は 、 こ れ を 侵 し て は な ら な い 。   

2 財 産 権 の 内 容 は 、 公 共 の 福 祉 に 適 合 す る よ う に 、 法 律 で こ れ を 定 め る 。   

3 私 有 財 産 は 、 正 当 な 補 償 の 下 に 、 こ れ を 公 共 の た め に 用 ひ る こ と が で き る 。  

 1 1 6  日 本 国 憲 法 第 1 4 条    

す べ て 国 民 は 、 法 の 下 に 平 等 で あ っ て 、 人 種 、 信 条 、 性 別 、 社 会 的 身 分 又 は 門 地 に

よ り 、 政 治 的 、 経 済 的 又 は 社 会 的 関 係 に お い て 、 差 別 さ れ な い 。  
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らの補償 も考 慮 し て い な い。これは憲法第 29 条 1 項の私有財産不

可侵の 宣 言に 違 反 し た 法 律であり、同時に同第 29 条 3 項の私有財

産使用 正 当補 償 制 度 に 違 反する ｡ 

Ⅱ．憲法第 14 条 違 反  

（ⅰ）勤労所 得 者 と 事 業 所 得者の不平等  

源泉徴 収 制度 は 、勤 労 所得者と事業所得者の間に同じ納税義務者

であり な がら 、著 し く 不平等な取扱いをしているものであり、無

効であ る 。また 、勤 労 所得者は所得の支払を受ける都度所得税を

徴収さ れ るの に 対 し 、事業所得者は年 3 回（しかもそのうち大部

分の 納 税 者は 年 １ 回 ）に申告所得に対する所定の所得税を納付す

るこ と に なっ て い る ｡さらに、毎月税額を天引き徴収される勤労

所得 者 は 確定 申 告 の 際 に納付すればよい事業所得者よりも１年

以上 も 早 く税 金 を 納 付 させられる場合があるのに、この早期納税

につ い て 当然 考 慮 さ れ るべき利息相当額の割引は勿論何等の報

償も 与 え られ な い こ と になっている ｡ 

（ⅱ）徴 税義 務 者 と 一 般 国 民の不平等  

源泉 徴 収 制度 は 、源 泉 徴収義務者に対して特別負担をしかも無償

で一 方 的 に命 じ て 一 般 国民と不平等な取扱いをしている。  

 

③裁判所 の判 断  

最高裁 で は、 上 告 人 の 請 求を棄却した原審（東京高裁昭和 31 年 2

月 16 日 判 決 ） の 判 断 を 是 認し、上告を棄却した。判旨は以下の通り

である。  

Ⅰ．憲法第 29 条 違 反 の 主 張について  

（ⅰ）税徴 収 の 方 法 と し て は、担税義務者に直接納入させるのが常則

であ る が 、税 によ っ て は第三者をして徴収且つ納入させるのを適

当と す る もの も あ り 、 実際においてもその例は少なくない。  

（ⅱ）給与 所 得 者 に 対 す る 所得税の源泉徴収制度は、これ によって国

は税 収 を 確保 し 、徴 税 手続を簡便にしてその費用と労力を節約し

得る の み なら ず 、担 税 者の側においても申告、納付等に関する煩

48 
 



 
 

雑な 事 務 から 免 れ る こ とができる。ま た 、 徴 税義 務 者 に し て も、

給与 の 支 払い を な す 際 、所得税を天引きしその翌月 10 日までに

これ を 国 に納 付 す れ ば よいのであるから、利するところ全くなし

とは い え ない 。  

よ っ て 、源泉 徴 収 制 度は、給与所得者に対する所得税の徴収方

法と し て 能率 的 で あ り 、合理的であって、公共の福祉の要請にこ

たえ る も ので あ る 。  

（ⅲ）源 泉徴 収 義 務 者 の 負 担は憲法第 29 条第 3 項にいう公共のため

に私 有 財 産を 用 い る 場 合には該当しないので、同条項の補償を要

する も の でも な い 。  

Ⅱ．憲法第 14 条 違 反 の 主 張について  

（ⅰ）勤労所 得 者 と 事 業 所 得者の不平等  

租税 は す べて 最 も 能 率 的合理的な方法によって徴収されるべき

もので あ るか ら 、同 じ 所 得税であっても、所得の種類や態様の異な

るに応 じ てそ れ ぞ れ に ふ さわしいような徴税の方法、納付の時期等

が別様 に 定め ら れ る こ と はむしろ当然であって、それ等が一律でな

いこと を もっ て 憲 法 第 14 条に違反するということはできない。  

（ⅱ）徴 税義 務 者 と 一 般 国 民の不平等  

法は、給 与 の 支 払 を な す者が給与を受ける者と特に密接な関係に

あ っ て 、 徴 税 上 特 別 の 便 宜 を有 し 、 能 率 を 上 げ 得 る 点 を 考 慮 し て 、

これを 徴 税義 務 者 と し て いるのである。このような合理的理由があ

る以上 こ れに 基 づ い て 担 税者と特別な関係を有する徴税義務者に

一般国 民 と異 な る 特 別 の 義務を負担させたからとして、これをもっ

て憲法第 14 条 に 違 反 す るものということはできない。  

 

④研究と意見  

当判 決 に つい て は 、「 給与支払者に要求される事務といってもそ

れは給 与 支払 に 要 す る 通 常の事務に付随して行われうる程度のも

のであ っ て、こ の 程 度 の ことは、人を雇用している事業経営者が受
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忍すべき こと 」と す る 見解 1 1 7 もあるが、「給与の支払いをなす際、

所得税 を 天引 き し そ の 翌月 10 日までにこれを国に納付すればよい

のであ る から 、 利 す る と ころ全くなしとはいえない。」という点に

対して は、「 手 数 料 の 代 わりに、取り立てた税金を運用して金利を

稼ぐよ う な考 え 方 は 、法 律論としてどうかと思われる 1 1 8 」という

指摘も あ り、か つ て 源 泉 徴収義務に対し国から補償が行われていた

経緯か ら も、補 償 を 与 え るべきとする考えは十分成り立つとする意

見 1 1 9 も あ る 。  

この 裁 判 から 50 年 以 上 が経過した現在、非正規雇用や在宅ワーク

など就 業 形態 の 多 様 化 に より、給与支払者と受給者の関係性は大き

く変わ っ てお り 、 こ の 判 決にいう「支給者と受給者の特に密接な関

係」が 存 在し て い る か は 疑問である。また、当判決では源泉徴収義

務につ い ての み 争 わ れ て いるが、年末調整まで含めた事務負担につ

いて考 え ると 、「 公 共 の 福 祉の要請」だけでは説明がつかず、源泉徴

収義務 者 の負 担 軽 減 ま た は補償制度の必要性があると考える。  

 

（２）民 主主 義 的 租 税 制 度 からの問題点  

平成 24年 に年 末 調 整 を 行 った者が 4,128万人 1 2 0 であったことは制

度の概要 で触 れ た が 、一方 、平成 24年分の確定申告を行った者のうち

合計所得 が 2,000万 円 以 下 の「給与所得者」は約 900万人となっている

1 2 1 。統 計 資料 の ベ ー ス が 異なるため単純計算はできないものの、

4,128万 人 の う ち 約 900万 人（約２割）が確定申告をしたとみることが

でき、逆に い え ば 年 末 調 整 を行った給与所得者のうち約８割は確定申

1 1 7  橋 本 公 亘 「 源 泉 徴 収 と 特 別 徴 収 の 合 憲 性 」 判 例 時 報 2 9 5 号 9 頁 （ 1 9 6 2）  

1 1 8  三 井 明 「 所 得 税 の 源 泉 徴 収 制 度 は 違 憲 か 」 ジ ュ リ 2 4 8 号 3 0 頁 ( 1 9 6 2 )  

1 1 9  渡 辺 徹 也 ・ 前 掲 注 ( 1 1 2 ) 1 4 0 頁  

1 2 0  国 税 庁 「 平 成 2 4 年 分 民 間 給 与 実 態 統 計 調 査 」 2 6 頁  

1 2 1  国 税 庁「 平 成 2 4 年 分 税 務 統 計  ( 2．申 告 所 得 税 関 係 )」 2 9 頁 を 元 に 筆 者 集 計 。同 調 査

で は 、他 の 所 得 に 比 べ 給 与 所 得 額 が 一 番 大 き い 者 を「 給 与 所 得 者 」と 分 類 し て い る 。

合 計 所 得 金 額 2 , 0 0 0 万 円 以 下 を 集 計 し た の は 、 年 末 調 整 の 対 象 外 で あ る 年 間 給 与 収

入 2 , 0 0 0 万 円 超 の 給 与 所 得 者 を あ る 程 度 除 外 す る た め で あ る 。 た だ し 収 入 と 所 得 の

違 い が あ る の に 加 え 、 年 末 調 整 の 有 無 に つ い て は 不 明 で あ る た め 、 あ く ま で 参 考 程

度 の 値 で あ る 。  
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告をして いな い こ と が 推 測 され、大半の給与所得者が年末調整で所得

税 の 課 税 関係 を 完 結 し て い る状 況 が う か が え る。 こ れ は 裏 を 返 せ ば 、

給与 所得 者の 大 半 は申 告 の 機会 を 付 与さ れて いな い 結 果 1 2 2 とい える 。

金子宏教 授は 、「 民 主 主 義 的租税制度の観点からは、国家は主権者で

ある国民 自身 に よ っ て 財 政 的に支えられるべきものであるから、国民

が自らの 責任 に お い て 自 ら の税額を計算し、自らの責任においてそれ

を納付す る制 度 が 好 ま し い。」とし、「この見地からは、給与所得につ

いて原則 とし て 年 末 調 整 に よってすべての課税関係を終了させる制

度は、どん な に 行 政 効 率 の 観点からはメリットがあるとしても、決し

て 好 ま し い も の で は な い 。 長期 的 な 方 向 と し ては 、 給 与 所 得 者 に も 、

たとえ選 択的 に で あ れ 確 定 申告の機会を与えることが好ましい。」と

述べてい る 1 2 3 。  

この「年 末 調 整 選 択 制 」については、近年においては税理士会等の

実業界か らも「 年 末 調 整 選 択制」の改正の要望が出ている状況であり

1 2 4 、「年末 調 整 を 選 択 す る かどうかの過程において、個々の被用者は

自らに関 する 源 泉 徴 収 税 額 と向き合い、その内容を理解する」「使用

者側のコ スト が 減 少 す る」「（年末調整の必要書類に含まれる）プライ

バシー保 護の 観 点 か ら も 評 価されうる」「就業形態の多様化により、

年末調整 で課 税 関 係 が 完 結 しない者の増加が予測される中で、意味の

ない年末 調整 を 減 ら す こ と ができる」などのメリット 1 2 5 があるとい

われてい る。  

一方、源 泉 徴 収 義 務 者 に 対しては支払調書等のさまざまな情報提供

義務が強 化さ れ 1 2 6 、 ま た 課税庁側には各種調書と確定申告書のマッ

チングコスト が 増 大 す る こ とで、全体の徴税費用が増加して効率性を

損なう可 能性 が あ る と い う 指摘 1 2 7 もある。また、年末調整をしない

1 2 2  今 本 啓 介 「 申 告 納 税 制 度 と 源 泉 徴 収 制 度 の 関 係 － 申 告 納 税 制 度 の 下 で の 源 泉 徴 収 制

度 の あ り 方 を 含 め て － 」 税 研 1 5 3 号 3 4 頁 （ 2 0 1 0）  

1 2 3  金 子 宏 ・ 前 掲 注 ( 9 7 ) 4 8 頁  

1 2 4  日 本 税 理 士 会 連 合 会 「 平 成 2 6 年 度 ・ 税 制 改 正 に 関 す る 建 議 書 」 6 頁  

1 2 5  渡 辺 徹 也 ・ 前 掲 注 ( 1 1 2 ) 1 4 2 頁  

1 2 6  水 野 忠 恒 ほ か 「 給 与 所 得 課 税 の あ り 方 」 税 研 7 9 号 3 2 頁 （ 1 9 9 8）  

1 2 7  今 本 啓 介 ・ 前 掲 注 ( 1 2 2 ) 3 6 頁  
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ことを選 択し た 場 合、税 収 確保の観点から還付が前提になるように徴

収税額が 決め ら れ る 可 能 性 が高い 1 2 8 が、年末調整を選択した場合と

確定申告 を選 択 し た 場 合 で 税負担が大きく異なるようなことがあっ

てはなら ない と す る 見 解 1 2 9 もあり、制度設計の難しさがうかがえる。 

ところ で 、平 成 25年 5月 24日に「行政手続きにおける特定の個人を

識別する ため の 番 号 の 利 用 等に関する法律」（いわゆる「マイナ ンバ

ー法」）が 参 議 院 で 可 決 さ れ、成立した。このマイナ ンバー制度 は社

会保障、税 、災 害 対 策 の ３ つの分野で平成 28年から活用されることと

なる 1 3 0 た め、給 与 所 得 者 の 源泉徴収制度における利用も想定される。

このマイ ナン バ ー 制 導 入 に より、課税庁側は各種法定調書と納税者本

人に関す る名 寄・突 合 が 容 易になり、マッチングコストが大幅に軽減

されるこ とが 予 想 さ れ る。また、マイナンバー制度と同時に導入が進

められる「 マ イ・ポ ー タ ル 」という、国民が行政の持っている自分の

情報に容 易に ア ク セ ス で き る仕組みや近年普及が進む「 e-Tax 1 3 1 」を

効果的に 使え ば 、確 定 申 告 に関する給与所得者の負担が緩和される可

能性があ る。こ れ ら の こ と から、マイナンバー制度 は年末調整制度 の

廃止に道 を開 く 可 能 性 が あ るとする見解 1 3 2 もあり、今後、年末調整

制度を巡 る議 論 が 大 き く 進 むと考えられる。  

 

４．小括  

 源 泉 徴 収 制 度 及 び 年 末 調 整 制 度 に よ り 確 保 さ れ る 給 与 所 得 に か か

る 源 泉 所 得 税 は 、 我 が 国 の 税 収 に お い て も 非 常 に 大 き な 割 合 を 占 め、

国家の財 源と し て 重 要 な 位 置付けとなっている。また、その徴税事務

を 給 与 支 払 者 で あ る 源 泉 徴 収 義 務 者 が 代 行 し て い る こ と か ら 徴 税 コ

1 2 8  渡 辺 徹 也 ・ 前 掲 注 ( 1 1 2 ) 1 4 3 頁  

1 2 9  今 本 啓 介 ・ 前 掲 注 ( 1 2 2 ) 3 6 頁  

1 3 0  吉 村 政 穂 「『 マ イ ナ ン バ ー 制 度 』 の 概 要 と 課 題 」 税 研 1 7 0 号 2 4 頁 （ 2 0 1 3）  

1 3 1  国 税 電 子 申 告 ・ 納 税 シ ス テ ム 。 国 税 庁 「 平 成 2 4 年 度 に お け る e - T a x の 利 用 状 況 等 に

つ い て 」 に よ れ ば 、 平 成 2 4 年 度 の 所 得 税 申 告 に お け る オ ン ラ イ ン （ e - T a x） 利 用 率

は 5 0 . 4％ と な り 過 半 数 を 超 え た 。  

1 3 2  渡 辺 徹 也 「『 マ イ ナ ン バ ー 制 度 』 と 所 得 税 ・ 住 民 税 － 給 与 所 得 者 に 関 す る 年 末 調 整 ・

現 年 課 税 を 中 心 に － 」 税 研 1 7 0 号 4 0 頁 （ 2 0 1 3）  
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ストがお さえ ら れ 、徴 税 制 度として非常に優れた仕組みになっている

といえる 。  

一方で、そ の し わ 寄 せ を 受けているのが、事務負担を負う源泉徴収

義務者と、民 主 的 な 税 申 告 権利を付与されていない給与所得者である。

政府の目 指す 税 収 確 保 と、源泉徴収義務者が求める事務負担軽減は平

行 線 で あ る が 、 妥 協 案 の ひ と つ と し て は 「 年 末 調 整 選 択 制 」 が あ り、

マイナン バー 法 成 立 に よ り 今後議論が広がる可能性がある。ただし長

年 続 い た 年 末 調 整 制 度 か ら 申 告 納 税 へ の 移 行 に は 給 与 所 得 者 の 納 税

意識を変 える 必 要 もあ り、制度設計の面からも実現は容易ではないこ

とがうかがえ る 。  

このよ う な状 況 を 踏 ま え、本論文の研究テーマである「寄附金控除

の年末調 整制 度 化 」に つい ては、まずは現行の年末調整制度を前提と

して検討 する こ と と し つ つ も、源泉徴収義務者の事務負担面を配慮し

た仕組み づく り に 重 点 を 置 きたいと考える。
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第３章  諸外国における寄附金税制と源泉徴収制度  

 

寄附金税制 1 3 3 や 給 与 所 得にかかる源泉徴収制度は、諸外国におい

ても導入 され て い る 。この 章では、我が国における両制度を客観的な

視点から 捉え る た め の 基 礎 資料として、寄附大国とい われるアメリカ、

寄附金税 制で 独 自 の 制 度 を 有しているイギリス、我が国の 年末調整制

度に大き な影 響 を 与 え た と いわれるドイツ、他の欧米諸国とは大きく

異なる税 制を 有 し て い る フ ランス、同じ東アジアとしての韓国につい

て、制度 の概 要 を 見 て 行 く 。  

 

１．アメ リカ  

（１）寄 附金 税 制  

①寄附の 状況  

アメリ カ は、年 間 寄 附 規 模が 2,984.2 億ドル（約 23 兆 8,736 億円）

と推計され 1 3 4 、他国 に 比 べて圧倒的に大きい。チャリティーズ・エ

イ ド 財 団 （ Charities Aid Foundation:Ｃ Ａ Ｆ ） が 実 施 し た 調 査 に お

いて、ア メリ カ は Ｇ Ｄ Ｐ に 対する寄附額の割合が 1.5％を上回ってお

り（ 2006 年）、 世 界 的 に み て極めて高い水準である。 寄附の内訳を見

ると 80％ 以 上 が 個 人 に よ る寄附であり、寄附先としては教会をはじめ

とする宗 教関 係 の 団 体 が 寄 附全体の 30％以上を占める（ 2005 年）。  

 

②所得税 （連 邦 所 得 税 ） に おける寄附金税制  

内国歳 入法 1 3 5 501（ C）（ 3）に規定される免税団体に個人が寄附 を

した場合 には 、所 得 控 除 の １つとして寄附金控除が認められる。免税

団体（ 2011 年 時 点 で 100 万 団体以上が対象である 1 3 6 ）は「パブリッ

1 3 3  当 章 に お け る 諸 外 国 の 寄 附 金 税 制 の 記 述 は 、 新 日 本 監 査 法 人 ・ E R N E S T & Y O U N G『 諸 外

国 の 税 制 に 関 す る 調 査 研 究 事 業 報 告 書 』 （ 2 0 0 8） を 参 考 も し く は 一 部 を 引 用 し て い

る 。  

1 3 4  山 内 直 人 ほ か ・ 前 掲 注 ( 1 3 ) 1 7 3 頁  

1 3 5  ア メ リ カ で は 、 日 本 の よ う に 税 の 種 類 ご と に 法 律 が 整 備 さ れ て お ら ず 、 関 税 を 除 く

ア メ リ カ 国 内 の 税 制 に つ い て 「 内 国 歳 入 法 」 に お い て 一 括 し て 規 定 し て い る 。  

1 3 6  山 内 直 人 ・ 前 掲 注 ( 1 3 ) 1 7 3 頁  
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ク・チャ リ テ ィ」「 事 業 型 民 間財団」「非事業型民間財団」に区分され、

それぞれ につ い て 寄 附 金 控 除の限度額を設定している。控除限度額は、

現金の寄 附、評 価 性 資 産 の 寄附別に寄附先ごとに設定されており、所

得の 20％ （ 非 事業 型 民 間 財団への評価性資産の寄附）から 50％（パ

ブリック・チ ャ リ テ ィ 又 は 事業型民間財団への現金の寄附）となって

おり、限 度額 を 超 過 し た 額は、５年間の繰越しが可能である。  

連邦税 制 上最 も 優 遇 さ れ る「パブリック・チャリティ」は、内国歳

入法に定 めら れ た 要 件 を 満 たし、広く社会から支持されている団体で

あり、公 的 機 関 や 、公 的 支 援を受けている団体、パブリック・チャリ

ティの支 援団 体 、 公 共 安 全 試験団体等が該当する。  

なお、連 邦 所 得 税 の 計 算 過程では、納税者は、必要経費の控除とし

て 概 算 控 除 （ 定 額 控 除 ） と 実 額 控 除 （ 項 目 別 控 除 ） を 選 択 で き る が、

寄附金控 除は 、実 額 控 除 を 選択した場合にのみ利用することができる。

概算控除は７ 割 程 度 の 納 税 者が選択し、実額控除は高所得者が選択す

る割合が 高い 1 3 7 。  

また、寄 附 金 控 除 に は 、現金や評価性資産の寄附のみならず、免税

団 体 で の ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 に 伴 っ て 支 出 し た 旅 費 、 交 通 費 、 宿 泊 費、

作 業 服 な ど の 費 用 も 一 定 の 基 準 に よ り 対 象 と す る こ と で き る 規 定 が

ある。  

 

（２）給 与所 得 の 源 泉 徴 収 制度  

アメリ カ では 、原 則 と し て全ての個人に、所得税を申告して納付す

る義務が あり 、 課 税 年 度 終 了後から 4 ヶ月目の 15 日までに申告書を

提出しな けれ ば な ら な い。賃金所得は、原則として雇用者（給与等の

支払者）に よ る 源 泉 徴 収 に 服するが、我が国のような年末調整の制度

はない。「 賃 金 」 の 定 義 は 歳入法典第 3401 条において、「雇用者のた

めの被用 者に よ る あ ら ゆ る 役務提供に対する報酬」と規定されている。

1 3 7  岩 田 陽 子 「 ア メ リ カ の Ｎ Ｐ Ｏ 税 制 」 レ フ ァ N o . 6 4 4  4 0 頁 ( 2 0 0 4 )  
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雇用者と の関 係（ 支 配 管 理 権限や器具・労働場所の提供があるか等 1 3 8 ）

により独 立契 約 者 と み な さ れる場合は被用者（給与所得に係る納税義

務者）に は 該 当 せ ず 、雇用 者は賃金にかかる源泉徴収義務が発生しな

い。  

被 用 者 は 、 勤 務 開 始 の 初 日 ま で に 「 FormW-4」 と い う 書 類 を 雇 用 者

に提出し なけ れ ば な ら な い。この書類には、被用者の課税上の状態（既

婚か未婚 か、扶 養 家 族 は 何 人いるか等）が示されており、雇用者はそ

の情報に 基づ い て 源 泉 徴 収 額を決定する。この書類の提出がなかった

場合は、被 用 者 は そ の 賃 金 に適用されうる最高の税率で徴収されるこ

とになる 。雇 用 者 は 、 そ の 年の 1 月から 12 月までに支払った賃金や

徴 収 し た 税 額 、 社 会 保 障 税 の 額 を 記 載 し た 「 Form-W2」 と い う 書 類 の

写しを被 用者 に 渡 し、被 用 者はその書類をもとに自ら申告を行う 1 3 9 。 

 寄附金 控除 に つ い て は、前述のとおり申告において被用者が実額控

除を選択 した 場 合 に の み 適 用されることとなる。  

 

２．イギ リス  

（１）寄 附金 税 制  

①寄附の 状況  

イギリ ス では 、キ リ ス ト 教の教義に裏打ちされた「成功者ほど社会

に還元す る」と い う 精 神 の もと、王室を含め国民全体が寄附やボラン

ティアに 積極 的 で あ っ た が、1990 年代の個人のボランタリー団体への

寄附減少 を受 け て 2000 年 に チャリティ税制改革が行われた結果、2006

年のＧＤＰに 対 す る 寄 附 額 の比率はアメリカに次いで高く、寄附総額

の規模は 147 億 ポ ン ド（約 1 兆 7,640 億円（ 2010 年））と推計される。  

 

②所得税 にお け る 寄 附 金税 制  

イ ギ リ ス に お け る 個 人 を 対 象 に し た 寄 附 金 税 制 に は 、「 ギ フ ト ・ エ

1 3 8  中 里 実 「 ア メ リ カ に お け る 給 与 所 得 課 税 」 日 税 5 7 号 1 7 8 頁 （ 2 0 0 6）  

1 3 9  渡 辺 徹 也 「 ア メ リ カ の 源 泉 徴 収 に 関 す る 制 度 」 税 研 1 5 3 号 4 6 頁 （ 2 0 1 0）  
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イド」「給 与 天 引 き 」「 現物 寄附」の３つの制度がある。また、寄附金

税制の優 遇が 受 け ら れ る「 チャリティ」と呼ばれる団体は、2010 年時

点で 16 万 団 体 以上 1 4 0 あ る。  

（ⅰ）ギ フト ・ エ イ ド  

寄附金 に かか る 税 額 分 を 源泉徴収して歳入関税庁に納め、残りの額

をチャリ ティ に 寄 附 す る と、チャリティは申請により源泉徴収分の還

付を歳入 関税 庁 か ら 受 け 取 ることが出来る制度をいう。寄附者の所得

控除はな いが 、寄 附 者 全 体の 40％が利用しており、高額の寄附者にな

ればなる ほど 、 利 用 比 率 が高くなっている。  

 

（ⅱ）給 与天 引 き （ ペ イ ロ ール・ギビング） 1 4 1  

個人が チ ャリ テ ィ に 給 与 天引き方式で寄附する制度をいい、所得控

除が可能 であ る 。1986 年に 導入された制度で、従業員が企業主と契約

し 、 税 引 き 前 の 給 与 か ら 一 定 額 を チ ャ リ テ ィ に 寄 附 す る も の で あ る。

従 業 員 は 寄 附 額 を 天 引 き し た 後 の 給 与 所 得 に 対 し 源 泉 所 得 税 が 課 さ

れること にな る 。給 与 天 引 きされた給与は歳入関税庁の承認を受けた

機 関 「 ペ イ ロ ー ル ・ ギ ビ ン グ ・ エ イ ジ ェ ン シ ー 」 に プ ー ル さ れ 、 60

日 以 内 に 個 々 の 従 業 員 が 指 定 し た チ ャ リ テ ィ 団 体 に 従 業 員 の 定 め た

金額の寄 附を 行 う 。従 来 、寄附の上限（＝所得控除の上限）は年間 120

ポンドと 定め ら れ て い た が 、 2000 年に上限が撤廃された。  

こ の 制 度 の メ リ ッ ト と し て は 、 第 ３ 者 で あ る ペ イ ロ ー ル ・ ギ ビ ン

グ・エイジ ェ ン シ ー が 関 わ ることで、会社が一度寄附額を従業員から

預かって その 後 支 援 先 へ 直 接寄附するよりも、給与天引き寄附制度の

信頼性（従 業 員 が 希 望 す る 寄附先へたしかに届けられたか）が担保さ

れる点で ある 。そ れ に 加 え、この制度では、従業員がどの団体への寄

附を希望 して い る か 企 業 側 に知らせる必要がない 1 4 2 ため、寄附先 団

1 4 0  山 内 直 人 ・ 前 掲 注 ( 1 3 ) 1 7 3 頁  

1 4 1  網 倉 章 一 郎 「 英 国 の チ ャ リ テ ィ に 関 す る 租 税 制 度 」 公 益 法 人 協 会 『 英 国 チ ャ リ テ ィ

調 査 ミ ッ シ ョ ン 報 告 書 』 2 0 頁 ( 2 0 0 4 )  

1 4 2  Ｊ Ｓ Ｔ 理 科 教 育 支 援 セ ン タ ー 「 日 ・ 米 ・ 英 の 寄 附 金 控 除 制 度 」 資 料 1 0（ 2 0 0 9）  
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体の活動 内容 等 か ら 表 れ る 従業員の思想・信条等のプライバイシーを

守ること がで き る 点 も 優 れ ている。  

 

（ⅲ）現 物寄 附  

チャリ テ ィへ の 証 券 や 株 式の現物寄附については、キャピタル・ゲ

イ ン 税 （ 簿 価 と 寄 附 時 の 時 価 の 差 額 に 係 る も の ） が 原 則 免 除 に な り、

さらにそ の株 式 の 市 場 価 格 分の所得控除ができる制度である。  

 

上記の ３ つの 制 度 の 対 象 となる「チャリティ団体」とは、民間公益

法人を示 す。そ の 登 録 審 査 はチャリティ委員会（チャリティを一元管

理するた めに 設 置 さ れ た、歳入関税庁から独立した組織）によって行

われ、公益 性 の 要 件 を 満 た すチャリティとして認められると団体及び

団体に寄 附を し た 者 が 税 制 上の優遇措置を受けることができる。  

 

（２）給 与所 得 の 源 泉 徴 収 制度  

イ ギ リ ス に お い て も 、 所 得 税 は 申 告 納 税 方 式 が 原 則 と な っ て い る 。

た だ し 、 Ｐ Ａ Ｙ Ｅ （ Pay As You Earn） と い う イ ギ リ ス 特 有 の 「 累 積

的源泉徴 収」に よ り 、源泉 徴収だけで課税が完結する者は申告を要さ

ない。ＰＡ Ｙ Ｅ と は 、雇用 者が被用者に給与等を支払う際に、歳入関

税庁が定 める Ｐ Ａ Ｙ Ｅ 規 則 に基づいて計算した所得税を天引きし、毎

月１回（中 小 規 模 雇 用 者 は 選択により四半期ごとに）納付する制度を

いう。この 制 度 に お い て、給与所得にかかる所得税額は、まず総給与

収入金額（ そ の 課 税 年 の 累 計額）から実額の必要経費額を控除し、所

得控除を した 上 で 超 過 累 進 税率を適用し、そこから税額控除をして算

出される。実 額 の 必 要 経 費 については、イギリスでは控除対象とされ

る必要経 費項 目 が 限 定 さ れ ているため、雇用者側で計算することが可

能である。た だ し 、雇 用 者 が累積的源泉徴収を原則通り実施するのは

多大な負 担と な る た め、前 年の給与所得額を基礎として毎月源泉徴収

納付すべ き所 得 税 額 を、税 務署長が雇用者と個々の被用者に通知する
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制度があ り、 一 般 的 に は こ の制度が普及している 1 4 3 。  

 イギリ スに は 年 末 調 整 制 度はないが、毎回の源泉徴収が所得控除や

税額控除 も含 め 精 緻 に 実 施 されているため、ＰＡＹＥだけで課税関係

が完結し て申 告 不 要 と な る 可能性があり、結果的に源泉徴収と年末調

整で課税 関係 が 完 結 す る 我 が国の制度と同様の効果をもつ。なお、給

与天引き 寄附を し た 場 合 は、天引きした寄附額（上限なし）を給与所

得から控 除し た 額 に 対 し て 課税されることとなる。  

 

３．ドイ ツ  

（１）寄 附金 税 制  

①寄附の 状況  

ド イ ツ の 社 会 貢 献 活 動 の 基 本 と し て は 、「 ア ブ シ デ ィ ア リ テ ィ （ 補

完 ）」 と い う カ ト リ ッ ク 社 会 の 価 値 観 が あ る 。 こ れ は 、 自 己 の 能 力 で

活 動 で き る う ち は 援 助 し な い が 、 自 己 の 能 力 で 活 動 困 難 な 場 合 に は、

援助する こと が 社 会 市 民 と しての義務であるとする考え方をいう。そ

のため、ア メ リ カ や イ ギ リ スに比べると寄附額のＧＤＰ比率は低い水

準にあり、個 人 の 寄 附 総 額は 2005 年時点で 44 億ユーロ（約 5,060 億

円）と推計 さ れ る 1 4 4 。2007 年には非営利団体に対する抜本的な税制

改革が行 われ 、 寄 附 金 税 制 が大きく前進した。  

 

②所得税 にお け る 寄 附 金 税 制  

もっぱ ら 公益 、慈 善 、教 会支援のいずれかを目的とする非課税団体

のうち、特 定 の 者 を 優 遇 し ないこと等の条件を満たして税務署の認定

を受けた 団体 へ の 寄 附 に つ いては、課税所得の 20％ と 、年 間 売 上 高 ・

支払給与 の合 計 額 の 0.4％ のいずれか大きい金額まで所得控除できる。

なお、限 度超 過 額 は 繰 越 しが可能である。  

 

1 4 3  岩 崎 政 明 「 イ ギ リ ス の 源 泉 徴 収 制 度 － P A Y E 制 度 を 中 心 と し て － 」 税 研 1 5 3 号 5 5 頁

（ 2 0 1 0）  

1 4 4  加 藤 慶 一 「 Ｎ Ｐ Ｏ 税 制 の 拡 充 に つ い て 」 レ フ ァ N o . 7 1 5  5 6 頁 （ 2 0 1 0）  
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（２）給 与所 得 の 源 泉 徴 収 制度 1 4 5  

ドイツ の 給与 所 得 に 係 る 所得税は「賃金税」と呼ばれ、源泉徴収制

度が採用 され て い る 。被用 者は、源泉徴収による賃金税の控除を受け

るために、暦 年 開 始 前 ま た は雇用関係開始時に、その雇用者に賃金税

票（該当 す る 課 税 分 類、「 子 ども扶養控除」がある場合にはその人数、

納税者番 号等 を 記 載 し た 書 類）を提出する。雇用者は賃金税届出期間

（通常毎 月で あ る が、全 暦 年の賃金税の納税額が 800 ユーロ以下の場

合は暦年 ）経 過 後 10 日 以 内に、事業所所在地の税務署に賃金税の納

付をし、毎 月 納 付 さ れ た 賃 金税が当該暦年の終了時に確定する税額に

不足して いる 場 合 には 、賃 金税年末調整が行われる。なお、年末調整

は調査対象年 の 12 月 31 日 現在の被用者が 10 人以上である雇用者に

義務付け られ て い る 。  

ただし、毎 月 納 付 さ れ た 賃金税が多すぎた場合（被用者が支払った

必要経費 の額 が 、源 泉 徴 収 の際に概算控除された額よりも多く、申告

をした方 が算 出 税 額 が安 く なる場合等）には、被用者が自ら納税申告

を し て 、 税務 当 局 に よ る 減 額（ 還 付 ） 査 定 を 請求 す る こ と が で き る 。 

 なお、寄 附 金 控 除 に つ い ては源泉徴収及び年末調整では考慮されな

いので、 自ら 納 税 申 告 を し た場合にのみ適用がある。  

 

４．フラ ンス  

（１）寄 附金 税 制  

①寄附の 状況  

フラン ス にお い て は 、20 世紀前半は民間の非営利活動はそれほど活

発ではな かっ た が 、1980 年 代以降には、非営利団体に関する法体系が

整備され た。し か し 、フラ ンスでは政府が社会的ニーズを満たすべき

であると いう 考 え が 根 強 く、アメリカやイギリスに比べて寄附文化は

醸成され てい な い と いわ れ る。個人の寄附総額は 2006 年時点で 27 億

1 4 5  西 山 由 美 「 ド イ ツ に お け る 源 泉 徴 収 制 度 － 賃 金 税 徴 収 手 続 き の 現 代 化 － 」 税 研 1 5 3

号 5 9 頁 （ 2 0 1 0）  
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ユーロ（約 3,105 億 円 ） と 推計される 1 4 6 。  

 

②所得税 にお け る 寄 附 金 税 制  

一定の 要 件を 満 た す 非 営 利団体に対する寄附金額の 66％が、支払う

べ き 所 得 税 か ら 直 接 控 除 さ れ る （ 税 額 控 除 方 式 ） ｡ま た 、 貧 困 者 の 支

援を行う 慈善 団 体 へ の 寄 附 については、税額控除額 が寄附金額の 75％

と 高 く 設 定 さ れ て い る ｡ 75％ の 税 額 控 除 が 適 用 さ れ る 寄 附 の 上 限 は

510 ユーロ（ 2008 年 ）で あ り、超過分については 66％の税額控除が認

められる 。ま た 、全 体 の 控 除額の上限は課税所得の 20％相当額までと

なってお り 、課 税 所 得 の 20％を超えた部分については、翌 年以降５年

間の繰越 しが 可 能 で あ る 。  

 

（２）給 与所 得 の 源 泉 徴 収 制度  

フラン ス では 、給 与 所 得 の源泉徴収制度はない。そのため、当然な

がら年末 調整 の概 念 も な い ことになる。  

 

５．韓国  

（１）寄 附金 税 制  

①寄附の 状況  

韓国で は、1990 年 以 降 に 政府主導の募金活動が民間機構に委譲され

たことを契機 に 自 発 的 な 寄 附文化が多様化した。また、従来は法人寄

附が民間 寄附 の 大 部 分 を 占 めていたが、2000 年の税制改正以降、個人

の寄附活 動が 増 加 し、寄 附 額全体に占める個人寄附の割合が大幅に増

加 し た 。 個 人 寄 付 と 法 人 寄 附 を 合 わ せ た 寄 附 総 額 は 、 2005 年 時 点 で

7.1 兆ウォン 1 4 7 （ 約 7,639 億円 1 4 8 ）と推計される。  

 

 

1 4 6  加 藤 慶 一 ・ 前 掲 注 ( 1 4 4 ) 5 6 頁  

1 4 7  金 明 中 「 韓 国 社 会 に お け る 個 人 や 企 業 の 社 会 貢 献 活 動 の 現 状 」 ニ ッ セ イ 基 礎 研

R E P O R T 2 0 1 1 年 1 月 号 1 頁  

1 4 8  2 0 0 5 年 時 点 の １ 韓 国 ウ ォ ン 0 . 1 0 7 6 円 で 換 算 。  
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②所得税 にお け る 寄 附 金 税 制  

寄附金 に 対す る 所 得 控 除 は、1999 年までは企業・団体・個人事業主

などに雇 われ て い る 者 だ け が対象であったが、2000 年からは適用対象

者が居住 者全 体 に 広 が っ た。なお、寄附金税制の対象となる指定寄附

金とは、社 会 福 祉 法 人 、文 化芸術団体、環境保護運動団体、宗教団体

などへの 寄附 金 を い う 。所 得控除限度額についても、2000 年の改正に

より稼働 所得 の 5％ か ら 総 合所得の最大 10％まで拡大された。さらに

その後の 改正 に よ り、2008 年からは最大 15％、2010 年からは最大 20％、

2011 年 か ら は 最 大 30％ と 拡大された 1 4 9 。また、控除限度額を超え

た指定寄 附金 に つ い ては 5 年間の繰越しが認められる。2013 年 1 月か

らは指定 寄附 金 の 特 別 控 除 限度を 2,500 万ウォンに制限する租税特例

制限法が 施行 さ れ 、 さ ら に 2014 年度からは、所得控除方式の廃止及

び 税 額 控 除 方 式 （ 寄 附 金 の 15％ を 限 度 ） へ の 移 行 が 検 討 さ れ て い る

1 5 0 。  

 

（２）給 与所 得 の 源 泉 徴 収 制度  

韓国に お いて は 、雇 用 者 は給与支払時に簡易税額表により一定税額

を給与か ら源 泉 徴 収 の 上 税 務署に納付し、その後の年末調整により暦

年の税額 を確 定 す る と い う 制度になっている。  

年末調 整 は暦 年 が 終 わ っ た翌年になってから実施される。給与所得

者から所 得控 除 に 必 要 な 書 類の提出を受けた雇用者は、翌年２月分の

給与計算 の際 に 年 間 総 所 得、所得控除及び税額減免を適用して所得税

額を計算 し、既 に 納 付 し た 源泉徴収税額との差額をさらに源泉徴収す

るか、あ る い は 還 付 す る 手 続を行う 1 5 1 。我が国の年末調整制度とは

実施時期 に違 い が あ り、我 が国では認められていない医療費控除や寄

1 4 9  金 明 中 「 韓 国 社 会 に お け る 個 人 や 企 業 の 社 会 貢 献 活 動 の 現 状 」 ニ ッ セ イ 基 礎 研

R E P O R T 2 0 1 1 年 1 月 号 2 頁  

1 5 0  「 税 法 改 正 案 施 行 な ら 寄 附 金 の 9 - 2 3％ が 税 金 に 」中 央 日 報 日 本 語 版 2 0 1 3 年 9 月 4 日  

1 5 1  「 韓 国 に お け る 外 国 人 の 勤 労 所 得 税 年 末 調 整 」 会 計 税 務 ニ ュ ー ス 2 0 1 3 年 １ 月 1 7 日  

   ㈱ ス タ ー シ ア ・ イ ン ベ ス ト メ ン ト ホ ー ム ペ ー ジ  

( h t t p : / / w w w . s t a r s i a . c o . j p / n e w s / ? p = 3 5 2、 2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス )  
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附金控除 につ い て も 年 末 調 整で適用可能である 1 5 2 。  

６．小括  

この章 で は、諸 外 国 の 個 人所得税における寄附金税制と給与所得に

係る源泉 徴収 制 度 に つ い て 概観した。まず寄附金税制については、所

得控除と 税額 控 除 の 選 択 制 となっているのは我が国だけであること

が分かっ た。所 得 控 除 は 高 額寄附を支出する可能性のある高所得者に

とって有 利に 働 き 、税 額控 除は少額寄附になることが多い低・中所得

者にとっ て有 利 に な る 制 度 である。そのため、寄附金税制の政策の方

向性とし て、ど の 層 に 利 用 してもらいたいか如実に 現れる部分である

と 考 え ら れ る が 、 我 が 国 の 場合 、 寄 附 金 控 除 を選 択 性 に し た こ と で 、

高所得者 層だ け で な く 低・中所得層にも利用しやすい制度となってい

ることか ら、寄 附 の 裾 野 を 広げるため税制としての土台は他の国より

も整備さ れて い る と も い え る。  

次に、控 除 の 対 象 と な る 寄附先について、諸外国では、教会等の宗

教関連団 体へ の 寄 附 が控 除 の対象の中心になっているが、我が国では

宗教法人 への 寄 附 を 所 得 控 除及び税額控除の対象として認めていな

い 1 5 3 。た だ し 、寄 附 を 受 ける宗教法人側の処理として受取寄附金は

原則的には法 人 税 が 非 課 税 になるし、相続税法においても人格のない

社団等で 宗教 を 含 む 公 益 を 目的とする事業を行う一定の団体に対す

る寄附に つい て は 贈 与 税 又 は相続税が非課税となる制度があること

をみると、宗 教 法 人 へ の 寄 附の税制上の取扱いに一貫性がないといえ

る。  

源泉徴収 制度 に つ い て は、フランス以外の国が雇用者を源泉徴収義

務者として給 与 天 引 き の 方 法で所得税を源泉徴収する方法を採用し

ていることか ら 、給 与 所 得 者である納税義務者に対する租税徴収の標

準的方法とし て 確 立 さ れ て いるといえる。  

1 5 2  韓 国 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ

( h t t p : / / w w w . n t s . g o . k r / c a l l / y e a r _ e n d / 2 0 1 1 / h t m 2 / y e 0 0 4 6 . h t m、 2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日

ア ク セ ス )   

1 5 3  兼 平 裕 子 「 日 米 寄 附 文 化 の 相 違 点 を 踏 ま え て の 寄 附 金 税 制 の 検 討 」 愛 媛 大 学 法 文 学

部 論 集 2 8 号 1 2 7 頁 （ 2 0 1 0 年 ）  
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年末調整 制度 に つ い て は、各国の対応が分かれる。制度として取り

入れてい るの は ド イ ツ 、韓 国、日本であるが、イギリスのＰＡＹＥ制

度では毎 月の 累 積 所 得 税 額 計算を精緻に行う結果、申告不要となる場

合がある とい う 点 で 、毎 月「年末調整」がされているともいえる。一

方ドイツ では「 年 末 調 整 制 度」とはい うものの、暦年の所得税精算の

結果、追 加 徴 収 が あ る 場 合 のみ実施し、還付を受けるためには給与所

得者自ら 申告 を す る 必 要 が ある点で、我が国の制度とは似て非なるも

のである とい え る 。個 人的 に最も効率が良いと考えるのが、韓国の年

末調整制 度で あ る 。年 末 調 整を翌年２月の給与計算の際に行うことで、

暦年が終 了し な い と 控 除 額 が定まらない各種の控除についても考慮

できると いう点 で 、年 末 時 点の現況を推測して前倒しで実施する我が

国の年末 調整 制 度 よ り も、やり直しや重複する作業がなく合理的であ

る。我が国 に お い て 現 行 の 寄附金控除を年末調整で実施するには、単

に控除の 種類 を 追 加 す る だ けでなく、年末調整制度全体の見直しも必

要である と実 感 し た 。  
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第４章  「給与天引き寄附」に関する実態調査  

 

１．我が 国に お け る 「 給 与 天引き寄附」の現状  

給与天 引 き寄 附 と は、企 業が従業員に給与を支払う際、法定控除（税

金、社会 保 険 料 、雇 用 保 険 料）以外の控除項目として、希望する従業

員の給与 から あ ら か じ め 定 めた寄附額を天引きし、企業が寄附をする

仕組 みを い う 。 近 年 上 場 企 業 を中 心 に導 入例 が 増え て きて お り 1 5 4 、

寄附手段 のひ と つ と し て 定 着しつつあるといえる 1 5 5 。  

給 与 天 引 き 寄 附 制 度 を 導 入 し て い る 企 業 の 社 員 を 対 象 に 実 施 し た

アンケー ト 調 査 1 5 6 で は 、「今後、より積極的に寄附を行 うために 望

ましい寄 付金 の 支 払 方 法」としては「給与口座から予め定められた金

額の天引 き 」が 60.6％ と 最 も高い支持を受けており、一定 の評価を得

ているといえ る 。ま た 、同 調査では「給与天引き寄附をきっかけとし

て初めて寄附 を 行 っ た 者 の 割合」が 42.3％となっており、寄附未経験

者にとっ て寄 附 行 為 の き っ かけとなっていることがわかる。  

 本章で は、上 記 の よ う に 民間企業において広がりつつある給与天引

き寄附を「 寄 附 金 控 除 の 年 末調整制度化」導入の仕組みとして検討す

る 際 の 基 礎 資 料 と す る た め に 筆 者 自 身 が 独 自 に 実 施 し た 実 態 調 査 の

結果を考 察す る 。  

 

２．調査 概要  

（１）目 的  

研究・提 言 へ の 強 い 論 拠 とするために、実際の企業における寄附活

動の仕組 み、社 員 へ の 働 き かけ、納税者としての要望等の実態を把握

1 5 4  日 本 経 済 団 体 連 合 会  社 会 貢 献 推 進 委 員 会 （ １ ％ ク ラ ブ ）「 2 0 1 1 年 社 会 貢 献 活 度 実 態

調 査 結 果 」 Ⅱ - 3 で は 、「 社 員 の 社 会 貢 献 に 対 す る 具 体 的 な 支 援 内 容 （ 複 数 回 答 ）」 と

し て 、「 寄 付 や 活 動 支 援 の た め の 給 与 天 引 き シ ス テ ム の 導 入 」 と 回 答 し た 法 人 が 平 成

1 7 年 1 2％ 、 平 成 2 0 年 1 6％ 、 平 成 2 3 年 2 1％ と 増 加 し て い る 。  

1 5 5  日 本 フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ 協 会 ・ 前 掲 注 ( 2 )に よ れ ば 、 市 民 の 「 寄 附 手 段 」 の う ち 「 給

与 天 引 き 」は 1 . 7％ を 占 め る 。こ れ は「 ダ イ ヤ ル 募 金（ 1 . 9％ ）」「電 子 マ ネ ー（ 1 . 8％ ）」

と 同 水 準 に あ る 。  

1 5 6  価 値 総 合 研 究 所 「 地 域 に お け る 『 上 乗 せ 寄 附 』 等 の 新 し い 寄 附 シ ス テ ム が 寄 附 者 行

動 に 与 え る 定 量 的 な 効 果 等 に 関 す る 研 究 報 告 書 」 4 7 頁 、 5 4 頁 （ 2 0 0 8）  
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すること  

（２）対 象  

企業ホ ー ム ペ ー ジ の Ｃ Ｓ Ｒ 1 5 7 情報等で給与天引き寄附を 実施して

いること を公 表 し て い る 企 業計 23 社に依頼、19 社より回答を入手（回

収率： 82.6％ ）。  

≪調査協力企 業 ≫（ 以 下、法人格を除く企業名読み仮名の五十音順）  

・ＭＳ＆ Ａ Ｄ イ ン シ ュ ア ランスグループホールディングス株式会社   

・株式 会 社大 塚 商 会  

・キユ ー ピー 株 式 会 社  

・株式 会 社ク ラ レ  

・グン ゼ 株式 会 社  

・株式 会 社資 生 堂  

・ソフ ト バン ク モ バ イ ル 株式会社  

・株式 会 社損 害 保 険 ジ ャ パン  

・株式 会 社ベ ネ ッ セ ホ ー ルディングス  

・社会 福 祉法 人 丸 紅 基 金  

・その 他 （企 業 名 非 公 開 ）９社  

 

（３）実 施時 期   

平成 25 年 2 月 ～ 7 月  

  

（４）調 査方 法   

アンケ ー ト方 式 。 電 子 メ ールに調査票を添付して送付、回収。   

 

 

 

1 5 7  C S R  ( C o r p o r a t e  S o c i a l  R e s p o n s i b i l i t y )と は 、 一 般 的 に 、 法 令 遵 守 、 消 費 者 保 護 、

環 境 保 護 、労 働 、人 権 尊 重 、地 域 貢 献 な ど 純 粋 に 財 務 的 な 活 動 以 外 の 分 野 に お い て 、

企 業 が 持 続 的 な 発 展 を 目 的 と し て 行 う 自 主 的 取 組 と 解 さ れ て い る 。（ 経 済 産 業 省 「 企

業 の 社 会 的 責 任 （ Ｃ Ｓ Ｒ ） を 取 り 巻 く 現 状 に つ い て 」 平 成 1 6 年 4 月 ）  
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３．結果 概要 1 5 8  

（１）導 入時 期  

給与天 引 き寄 附 を 導 入 し た時期としては、平成 4 年から平成 25 年

まで幅広 いが 、平 成 14 年 か ら平成 20 年にかけて半数以上が導入して

いる。これ は 、21 世 紀 に 入 ってから日本においてＣＳＲ（企業の社会

的 責 任 ） に 注 目 が 集 ま っ て きた 頃 1 5 9 と ほ ぼ 一 致し て い る と い え る 。 

 

（２）導 入の 経 緯  

導 入 の 経 緯 と し て 、 一 番 多 か っ た の が 「 こ の 仕 組 み 導 入 に つ い て 、

社員から の強 い 要 望 が あ っ たため」で あり、回答企業のうち 47.4％が

選択した。こ れ は 、給 与 天 引き寄附導入時期における、市民の社会貢

献意識の高 ま り 1 6 0 が 背 景 にあるので はないかと考えら れる。一方、

「国内他 社が 導 入 し た の を 見て、自社でも社員と協同の社会貢献活動

として実 施可 能 と 判 断 し た ため」も 42.1％を占めている。その他、企

業の創立 周年 記 念 に 開 始 し た、東日本大震災がきっかけとなった等の

回答を得 た。  

 

（３）担 当部 署  

実際に 給 与天 引 き 寄 附 の 制度を企画・運営する部署については、「Ｃ

ＳＲ担当 部署 」が 73.7％ を 占めた。この他の選択肢としては、「人事

担当部署」「 ＩＲ・広 報 担 当 部署」「総務担当部署」等を挙げていたが、

いずれも 5～ 10％ 程 度 で あ った。なお、今回の調査協力企業の多くは

上場企業 等や 社 員 1,000 人 以上の大企業であり、その社会的責任の大

きさから ＣＳ Ｒ 担 当 部 署 を 設置している。一方、部署としては担当し

ていない が、社 員 の 有 志 で 社会貢献委員会等を設けて企画・運営を実

施してい る企 業 も あ っ た 。  

1 5 8  調 査 結 果 の 単 純 集 計 は 付 表 2 を 参 照  

1 5 9  川 村 雅 彦 「 2 0 0 3 年 は 「 日 本 の C S R 元 年 」」 ニ ッ セ イ 基 礎 研 R E P O R T 2 0 0 3 年 7 月 号 5 頁  

1 6 0  内 閣 府 が 毎 年 実 施 し て い る 「 社 会 意 識 に 関 す る 世 論 調 査 」 で は 平 成 1 4 年 以 降 「 社 会

の 一 員 と し て ， 何 か 社 会 の た め に 役 立 ち た い と 思 う 」 者 が 増 加 傾 向 に あ り 、 平 成 2 5

年 2 月 実 施 の 最 新 の 結 果 で は 、 6 6 . 7％ が 社 会 の た め に 役 立 ち た い と 答 え て い る 。  
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（４）グ ル― プ 会 社 へ の 導 入  

今回の調 査に 協 力 い た だ い た企業は、その全てがグループ会社を有し

ていた。そ の た め 、グ ル ー プ会社 についても給与天引き寄附制度が統

一 的 に 導 入 さ れ て い る の か を 質 問 し た と こ ろ 、「 グ ル ー プ 全 体 で 同 じ

制度を利 用し て い る」（ 47.4％）が「 導入していない」（ 10.5％）を大

きく上回 った 。ま た 、その 他の自由回答では、同じ制度につきグルー

プ会社ご とに 参 加 す る か ど うかを決めており、結果として一部のグル

ープ会社 で導 入 さ れ て い る という回答が多く見られた。調査協力企業

の中には、連 結 グ ル ー プ で は社員 数合計が 10 万人を超す企業もあり、

当制度の 対象 者 数 の 多 さ、インパクトの大きさは無視できないもので

あると考 える。  

 

（５）寄 附先 の 選 定 方 法  

寄附先 の 選定 方 法 と し て は、「社員からの希望を募って選定」と「選

定委員会 を社 内 に 設 置 」が もっとも多く、ともに 57.9％であった。こ

のことか らも 、企 業 側 は 給 与天引き寄附制度について社員と一緒にな

って社会 貢献 を す る と い う 意識が高いことが読み取れる。その他、中

間支援Ｎ ＰＯ に 相 談 し て 選 定、事業所ごとに労使協議で選定するとい

う企業も あっ た 。  

 

（６）寄 附先 を 選 ぶ 際 に 重 視すること  

寄附先 を 選ぶ 際 に 重 視 す ることについては、各企業にとってこだわ

りの強い 部分 で あ り、自 由 回答欄において回答いただいた企業が多か

った。主 な もの を 列 挙 す る と、①活動報告を一般市民に開示しており、

使途を明 確に す る な ど の 透 明性の高い団体、②給与天引き寄附加入者

が日頃活 動に 参 加 し て お り、寄附（お金）だけのつながりではなく活

動面でも 関係 性 が 深 い 団 体 等があげられている。  

一 方 、「 税 制 優 遇 の 対 象 に な っ て い る （ 特 定 公 益 増 進 法 人 、 認 定 Ｎ

Ｐ Ｏ 法 人 等 ）」 と い う 選 択 肢 を 用 意 し て い た が 、 回 答 が ゼ ロ で あ っ た

ことにも 注目 し た い 。現状 では、給与天引き寄附を直接的に支援する
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税制がな いこ と も あ り、支 援先の選定には税制優遇を重視していない

こ と が う か が え る 。 し か し 、 任 意 回 答 で 求 め た 「 主 な 寄 附 先 」 で は、

結 果 と し て 、 通 常 の 寄 附 に つ い て は 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 、 公 益 財 団 法 人、

社会福祉 法人 等 、災 害 時 の 寄附については日本赤十字社、共同募金会

等の税制 優遇 の 対 象 に な っ ている団体への支援が目立つ。これは、税

制優遇の 対象 で あ る 団 体 は、公益性が強く求められることから決算情

報の公開 や活 動 報 告 に 力 を 入れており、結果的に給与天引き寄附の対

象 と し て 選 ば れ や す い 傾 向 が あ る た め で あ る と 推 測 さ れ る 。 一 方 で、

草 の 根 の ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 を 行 う 任 意 団 体 や 認 定 を 取 得 し て い な い

ＮＰＯ法 人等 へ の 支 援 も 少 なくないため、寄附先の選択にはやはり税

制優遇団 体を 重 視 し て い な いことが当調査の結果から判明した。  

 

（７）寄 附先 団 体 数  

寄附先 団 体数 を 質 問 し た ところ、「 51 団体以上」が最も多く、44.4％

を占めた。こ の こ と か ら も、集まった寄附額は一握りの団体に大きい

金額で支 出す る の で は な く、より多くの団体に分けて寄附をしている

ことが読 みと れ る 。こ れは 、寄附先を社員の希望を元に選定している

ことから、そ の 希 望 が 多 様 化していることが理由の一つとして考えら

れる。一方 、多 く の 団 体 へ 寄附をしている企業の寄附先の内訳を見る

と、日本赤 十 字 社 等 や 公 益 財団法人等の大規模な団体から、事業所の

ある地域 で活 動 す る 任 意 団 体等の小規模な団体まで、幅広いタイプの

団体へバ ラン ス よ く 寄 附 を している状況も見受けられた。  

 

（８）会 社負 担 割 合  

ここで は、給 与 天 引 き 寄 附で集めた金額に対して、会社が上乗せ寄

附（マッ チン グ ギ フ ト 1 6 1 ）をする割合を質問した。  

一番多 か った の は「 社 員 １：会社１」の 63.2％で、天引き寄附額と

1 6 1  社 員 又 は 消 費 者 が あ る 団 体 に 寄 附 を し た と き に 、企 業 が そ の 寄 附 金 に 上 乗 せ し て 寄

附 金 を 拠 出 す る 仕 組 み 。（ 内 閣 府 「 平 成 1 2 年 度 国 民 生 活 白 書 」 よ り ）  
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同額を上 乗せ し て い る こ と が分かる。このことからも、多くの場合給

与天引き 寄附 は 、マ ッ チ ン グギフトの一環として実施されているとい

える。  

 

（９）募 金中 間 組 織 の 有 無  

続いて 募 金中 間 組 織（集 めた寄附金を一度基金等に集めた上で、そ

こ か ら 支 援 先 へ 支 出 す る 仕 組 み ） の 有 無 と し て は 、「 基 金 を 利 用 し て

いない（直 接 支 援 先 の 団 体 に寄附）」が 68.4％で最も多く、次いで「社

内基金を 利用 し て い る 」が 21.1％となった。社内基金を利用している

場合でも、そ の 基 金 が 税 制 優遇の対象団体であるのは 2 社（社会福祉

法人等）に と ど ま り 、他は あくまで資金管理をするための任意団体と

して基金 を設 置 し て い る 状 況であった。この社内基金について税制優

遇団体と なる 法 人 格 を 取 得 すれば、一度この基金に集まる社員からの

天引き寄 附は 寄 附 金 控 除 の 対象になるが、前述のように給与天引き寄

附と税制 優遇 を 関 連 付 け て 導入している訳ではないことから、管理・

運 営 に お い て 自 由 度 が 高 い 任 意 団 体 の 形 態 で 基 金 を 利 用 し て い る と

推測され る。  

 

（ 10）社 員の 確 定 申 告 に つ いて  

寄附先団 体へ 寄 附 を す る 際、各社員の情報は寄附先にどこまで提供

し て い る か と い う 質 問 に 対 し て は 、「 何 も 情 報 提 供 し て い な い 」 が

78.9％を 占め た 。あ く ま で 社員個々人の寄附ではなく、取りまとめた

額をもって会 社 と し て 寄 附 をしている現状が見てとれる。所得税の寄

附金控除を受 け る た め に は、確定申告書に寄附者の氏名、住所、寄附

金額等の 情報 が 記 載 さ れ た 領収書の添付が必要である 1 6 2 が、現状 で

は 寄 附 金 控 除 実 施 の た め の 手 続 き が 行 わ れ て い な い こ と が う か が え

る。個人情 報 保 護 の 観 点 か らあえて寄附先には社員の氏名等を伝えて

い な い と す る 企 業 も あ り 、 給 与 天 引 き 寄 附 に つ い て は そ の 仕 組 み 上、

1 6 2  措 規 第 1 9 条 1 0 の ３  
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個人情報 の壁 が 生 じ て い る ことも分かった。  

また、給 与 天 引 き 寄 附 額 について、社員が確定申告で寄附金控除を

受けるた めの 手 続 き を し て いるかという質問については、50％の企業

が 「 特 に 何 も し て い な い （ 社 員 か ら の 希 望 が な い ）」 と 回 答 し た 。 金

額が小さ いた め 制 度 設 計 が 困難と言う声もあり、企業が制度を用意す

るという より は 、社 員 が 寄 附先へ直接領収書の発行を依頼するという

方法を採 用し て い る 企 業 も あった。同時に、社員からの希望がないと

いう回答 が多 か っ た こ と を 鑑みると、給与天引き寄附に参加している

社員も、確 定 申 告 で 寄 附 金 控除を適用するという意識が低いことが読

み取れる 。  

ただし、詳 し く は 後 述 す るが、１ヶ月あたり一口 100 円からの設定

が多い天 引き 額 寄 附 に つ い て、１人当たり年間 1,200 円程度の寄附を

した場合 には 、給 与 天 引 き による 寄附だけでは確定申告の寄附金控除

の足切り 額で あ る 2,000 円 1 6 3 を超えないことになり、そもそも寄附

金控除の 対象 に な っ て い な い可能性も考えられるため、必ずしも寄附

金控除へ の意 識 が 低 い と は いえない面もある。  

 

（ 11）給 与天 引 き 寄 附 の 促 進税制  

給 与 天 引 き 寄 附 を 促 進 す る た め に ど の よ う な 税 制 が あ れ ば 良 い か

と い う 質 問 に 対 し て は 、「 給 与 天 引 き 寄 附 に よ り 寄 附 を し た 社 員 が 年

末 調 整 で 寄 附 金 控 除 を 受 け ら れ る よ う に す る 仕 組 み 」 が 最 も 多 く

55.6％ 、 次 い で 、「 給 与 天 引 き 寄 附 を し た 額 に つ い て は 社 員 が 給 与 課

税されな い仕 組 み 」 が 44.4％となった。  

年末調 整 のみ で 課 税 が 完 結する社員にとっては、現行制度では寄附

金控除の ため だ け に 確 定 申 告をする必要があるため、年末調整で寄附

金控除が でき れ ば 、社 員に とって寄附金控除の利便性が高まり、寄附

促進につ なが る こ と が 推 測 される。  

1 6 3  所 法 第 7 8 条 第 1 項 2 号 。 こ の 足 切 り 限 度 額 に つ い て は 、 税 制 改 正 に よ り 、 1 万 円 →

5 , 0 0 0 円 → 2 , 0 0 0 円 と 引 き 下 げ ら れ て い る 。  
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ま た 、「 給 与 天 引 き 寄 附 を し た 額 に つ い て 社 員 が 給 与 課 税 さ れ な い

仕組み」と い う の は 、イ ギ リスで導入されている「ペ イロール・ギビ

ング 1 6 4 」を 参 考 に 設 け た 選択肢であるが、半数近くの企業から支持

されてい る。こ れ は 、給与 天引き寄附額については社員の給与所得に

含まれな いと す る 方 法 で あ り、所得に一度含めてから控除額の計算を

行う所得 控除 に 比 べ 、手続 きが非常に簡便である。ただし、第４章で

も見た通 り、イ ギ リ ス の ペ イロール・ギビングは寄附の公平性を保つ

ために、社 員 と 企 業 の 間 に ペイロール・ギビング・エイジェンシー 1 6 5

と い う 仲 介 機 関 を 設 け る こ と で は じ め て 成 り 立 っ て い る と も い え る

ので、単純 に 一 部 分 だ け を 日本に導入することは難しいと考えられる。  

このペ イ ロー ル・ギ ビ ン グ・エイジェンシーの日本での導入につい

て は 、 同 設 問 の 中 で 、「 給 与 天 引 き 寄 附 を 仲 介 す る 団 体 を 税 務 当 局 が

認可する 仕組 み 」と い う 回 答を入れることで反応を見たが、回答数 が

ゼロいう 結果 に な っ た。設 問における説明が不十分であったことも否

めないが、企 業 と 支 援 先 と いう民間同士の関係の中に、税務当局とい

う 公 的 機 関 が 関 わ っ て く る こ と の 堅 苦 し さ や 風 通 し の 悪 さ を 感 じ て

いるので はな い か と 推 測 さ れる。た だし、ペイロール・ギビング・エ

イジェン シー 自 体 は 公 的 な 機関という訳ではなく、あくまで公的機関

から認証 され た 民 間 団 体 で あるため、民間による自由な交流を妨げる

ことには なら な い と 考 え る 。  

一方、「 新 た な 制 度 は 必 要ない」と回答した企業も 22.2％を占めて

おり、調査 結 果 全 体 に 表 れ ている給与天引き寄附と寄附金税制を切り

離して考 えて い る と い う 状 況がここに も垣間見える。  

1 6 4  ペ イ ロ ー ル ・ ギ ビ ン グ と は 、 1 9 8 7 年 か ら イ ギ リ ス で 導 入 さ れ て い る 給 与 天 引 き 寄 附

制 度 で あ る 。 企 業 に 勤 務 す る 者 が 毎 月 一 定 額 を チ ャ リ テ ィ に 寄 附 す る 場 合 に 、 企 業

が 給 与 か ら 寄 附 金 額 を 天 引 き し 、 チ ャ リ テ ィ へ 寄 附 を す る 仕 組 み を い う 。 こ の 際 、

天 引 き し た 寄 附 額 は 給 与 所 得 に 含 ま れ ず 所 得 税 が 課 税 さ れ な い 。詳 し く は 5 7 頁 参 照 。 

1 6 5  ペ イ ロ ー ル ・ ギ ビ ン グ 制 度 に お い て 、 社 員 ・ 企 業 側 と 支 援 先 団 体 の 仲 介 を す る 組 織

を い い 、 政 府 か ら の 認 証 が 必 要 に な っ て い る 。 社 員 は 寄 附 を 希 望 す る 団 体 と 寄 附 額

を ペ イ ロ ー ル ・ ギ ビ ン グ ・ エ イ ジ ェ ン シ ー に 通 知 し 、 企 業 は 決 め ら れ た 額 を 天 引 き

後 に 同 組 織 へ 寄 附 す る 。 こ の 仕 組 み に よ り 、 社 員 は 寄 附 先 を 企 業 に 通 知 せ ず 寄 附 を

す る こ と が で き る 。 ま た 、 第 三 者 を 介 す る こ と に よ り 、 寄 附 が 確 実 に 支 援 先 へ 届 く

事 が 担 保 さ れ 、 寄 附 の 透 明 性 が 高 ま る 。  
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（ 12）年 末調 整 で の 寄 附 金 控除について  

次に、年 末 調 整 で の 寄 附 金控除が実現された場合の企業側のメリッ

ト、デメリッ ト を 自 由 回 答 として質問した。  

まずメ リ ット と し て 多 か ったのが、給与天引き寄附制度に賛同する

社員が増 加す る 可 能 性 が あ るというものであった。社員は寄附金控除

を受ける ため の 確 定 申 告 が 不要になるため、手続きが簡便化すること

で 給 与 天 引 き 寄 附 制 度 へ の 加 入 促 進 効 果 が 期 待 で き る と い う 意 見 で

ある。  

一方、デ メ リ ッ ト に つ い て最も多かったのは、事務手続きの煩雑化

への懸念 であ っ た 。手 続き が煩雑化することで、事務員の人件費の増

大、給与シ ス テ ム の 変 更 費 用発生、給与業務を外部に委託している場

合には追 加料 金 が 発 生 す る 等の指摘を受けた。既に給与天引き寄附の

仕組みの 中で 寄 附 金 控 除 の 対象団体となっている「基金」を利用して

いる企業 から は 、現 在 、毎 年確定申告時期に希望者に領収書発行手続

きをして おり 、団 体 に と っ てかなりの労力を要していることから、寄

附金の領 収書 の 発 行 を 省 略 した上で、寄附金控除の年末調整が適用で

きるよう にな れ ば 、事 務 の 効率化につながるという意見をいただいた。

寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 を 実 現 す る た め の 具 体 的 な 手 続 き 上 の

仕組みに つい て は 、 上 記 の 意見も踏まえ、第５章で検討する。  

全体的 に みる と 、企 業 の 立場から考えた場合、事務負担の増大とい

う デ メ リ ッ ト が 目 立 つ 。「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 の 実 現 の 際

には、この デ メ リ ッ ト を 解 消する仕組みを合わせて検討する必要があ

ると考え る。  

 

（ 13）過去 3 年 間 の 実 績  

①給与天 引き 寄 附 参 加 社 員 数  

調査協 力 企業に お け る、最近 3 年間の給与天引き寄附への参加社員

数 を 質 問 し た と こ ろ 、 回 答 企 業 の 平 均 人 数 は 前 事 業 年 度 、 2 年 前 、 3

年前の順で 3,295 人 、 3,132 人、 3,047 人と年々増加している。中央

値で見て も 、同じ く 、2,668 人、2,390 人、2,201 人と増加しているこ
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とが分か る。な お 、当 調 査 の対象企業の社 員数は平均約 12,000 人（中

央値：約 6,000 人 、 最 大 値 ：約 40,000 人、最小値：約 700 人）であ

ったが、前 述 の よ う に 調 査 対象企業の給与天引き寄附参加社員数とし

て 全 部 又 は 一 部 の グ ル ー プ 会 社 社 員 も 含 ま れ て い る 可 能 性 が あ る た

め、正式な 母 数 は 分 か ら ず、給与天引き寄附の参加率は単純に計算で

きないが、１ 社 あ た り 平 均約 3,200 人という数の社員から賛同を受け

ており、 イン パ ク ト の 大 き さを改めて確認することができた。  

 

②一口天 引き 寄 附 額 （ １ ヶ 月）  

１ヶ月 の 一口 天 引 き 額 に ついては、１円から 500 円までと幅広い設

定があっ たが 、有 効 回 答 の 半数以上が、一口 100 円という設定をして

いる。これ は、負 担 感 な く 気 軽に参加できる金額として「一口 100 円」

が支持さ れて い る 結 果 で あ るといえる。  

 

③給与天 引き 額 （ 年 間 ）  

年間給 与 天引 き 額 は 、前 事業年度は平均 9,682,636 円であった。２

年前事業 年度 は 平 均 9,139,443 円、３年前事業年度は平均 7,662,532

円であり、参 加 社 員 数 と 同 様、年々増加していることから、給与天引

き寄附制 度自 体 が 支 持 を 広 げている状況がうかがえる。なお、金 額が

大きい企 業の 平 均 値に 及 ぼ す影響を除くため中央値を見ても、前事業

年度から 4,409,100 円 、 3,834,800 円、 3,572,000 円の順となってお

り同じく 増加 傾 向 に あ る こ とが見てとれる。  

また、上 記 の 年 間 給 与 天 引き額（平 均額 ）を、給与天引き寄附参加

社員数（平 均 人 数 ）で割 っ て１人当たり年間給与天引き平均額を算出

したとこ ろ、 前 事 業 年 度 2,939 円、 2 年前事業年度 2,918 円、 3 年前

事業年度 2,515 円 と な り、計算上は１ヶ月平均 200 円（一口 100 円の

場合は２ 口）以 上 の 給 与 天 引き寄附をしていることとなる。これは寄

附金控除 の足 切 り 額 で ある 2,000 円を超えており、現行制度の中でも

寄附金控 除の 対 象 と な る 寄 附がされているといえる。  
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４．小括  

（１）給 与天 引 き 寄 附 と 税 制がつながっていない  

全体を 通 して 分 か っ た の が、多くの企業では結果的に給与天引き寄

附 に つ い て 社 員 個 人 の 所 得 税 の 寄 附 金 控 除 を 考 慮 し て い な い 制 度 設

計になっ てい る こ と で あ る。このことは、寄附先が所得税の税制優遇

を意識し たも の に な っ て い ないこと、寄附先の団体に対し寄附金領収

書 発 行 に 必 要 な 社 員 の 情 報 を 提 供 し て い な い こ と 等 の 調 査 結 果 か ら

も明らか であ る 。  

一方で、実 績 額 か ら 見 る と、１人当たりの年間天引き額が平均 3,000

円弱とな って お り 、金 額と しては決して大きくないものの、寄附金控

除の対象 とな り う る 寄 附 を している実態も把握できた。  

 

（ ２ ）「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 の 実 現 に は 事 務 負 担 の 軽 減 が

課題  

給与天 引 き寄 附 の 促 進 税 制として、「寄附金控除の年末調整制度化」

は一定の 支持 を 集 め て い る ものの、その実施にあたっては、事務負担

の増加が 懸念 材 料 と し て 挙 げられる。一方で、領収書の発行や添付を

省略でき る等 、一 定 の 仕 組 みがあれば効率的に導入できるという声も

あった。  

上記の 調 査結 果 か ら、「 寄 附金控除の年末調整制度化」については、

企業側の 負担 を 減 ら し、よ り実施しやすい仕組みを提案することが課

題である と考 え る 。  
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第５章  寄附金控除の年末調整制度化  

 

第 １ 章 で 見 た 所 得 税 法 に お け る 寄 附 金 控 除 （ 所 得 控 除 、 税 額 控 除 ）

について は、第 ２ 章 で 見 た 年末調整制度の対象となっておらず、年末

調 整 の み で 課 税 が 完 結 す る 給 与 所 得 者 が 寄 附 金 控 除 を 適 用 す る た め

には、自 分自 身 で 確 定 申 告 をする必要がある。  

 しかし、申 告 手 続 き に 馴 染みのない給与所得者にとって、確定申告

は敷居が 高い 場 合 が 多 く、寄付金控除のための確定申告を辞退してい

る者が相 当数 い る と 推 測 さ れる。実際、寄附をした者に寄附金につい

て確定申 告を 行 わ な か っ た 理由を聞いた調査 1 6 6 では「申告をするの

が面倒だ った か ら 」と い う 回答が 14.1％を占める。このような状況に

つ い て は 、「 日 本 の よ う に 源 泉 徴 収 制 度 が 普 及 し 、 申 告 納 税 す る 人 の

少ない社会で は 、せ め て、生命保険料控除のように年末調整で寄付控

除 が 受 け ら れ る よ う に す べ きで あ ろ う 1 6 7 」 と い う 意 見 も 出 て い る 。 

 こ の 章 で は 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 に つ い て 、 税 制 改 正

要 望 に 上 げ ら れ た 経 緯 を 整 理 し た 上 で 、「 給 与 天 引 き 寄 附 」 を 活 用 し

た新たな 制度 を 検 討 す る 。  

 

１．寄附 金控 除 の 年 末 調 整 制度化を巡る議論  

（１）経 緯  

「寄附 金 控除 の 年 末 調 整 制度化」は、寄附文化醸成に向けた寄附環

境の整備 を目 的 と し て 、学 校法人を所管する文部科学省と、公益法人、

認定ＮＰ Ｏ法 人 を 所 管 す る 内閣府により、平成 22年度から平成 25年度

までの税 制改 正 要 望 1 6 8 に 上げられている。  

最初に 要 望を 出 し た の は 文部科学省で、平成 22 年度の税制改正要

1 6 6  日 本 フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ 協 会 ・ 前 掲 注 ( 2 ) 7 6 頁  

1 6 7  山 内 直 人 ・ 前 掲 注 ( 9 6 ) 3 頁  

1 6 8「 税 制 改 正 の 流 れ （ 平 成 2 2 年 度 ～ 平 成 2 5 年 度 ） 」 財 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ  

（ h t t p s : / / w w w . m o f . g o . j p / t a x _ p o l i c y / t a x _ r e f o r m / w o r k f l o w /、 2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア

ク セ ス ）  
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望に盛り 込ま れ た が、結 果 的には「検討事項 1 6 9 」とされ翌年に持 ち

越された 。翌 平 成 23 年 度 においても、文部科学省が税制改正要望を

出したが、同 じ く「 検 討 事項 1 7 0 」とされた。翌平成 24 年度からは、

文部科学 省に 加 え 内 閣 府 も 税制改正要望を出したが「検討事項」とな

り 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 対 象 化 に つ い て 、 源 泉 徴 収 義 務 者 の 負 担

や不正行 為防 止 の 必 要 性 を 踏まえ、引き続き実務的・技術的な観点か

ら実施可 能で あ る か ど う か の検討を行います。検討に当たっては、源

泉徴収義 務者 等 の 意 見 を 十 分に踏まえる必要があります 1 7 1 」とさ れ

た。  

そして 平 成 25 年 度 に つ いても、文部科学省と内閣府が税制改正要

望を出し たが 、 そ の 結 果 と して、平成 25 年度税制改正大綱の「検討

事項」へ の記 載 は な く な っ た。そして平成 26 年度 1 7 2 の文部科学省

と 内 閣 府 の 税 制 改 正 要 望 か ら も 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 対 象 化 」 は

姿を消し た。  

 ここま での 経 緯 を 見 る 限 り、文部科学省においては４年間、内閣府

において は２ 年 間 に わ た り 検討が重ねられてきたが、結果として「寄

附金控除 の年 末 調 整 制 度 化」は源泉徴収義務者等の協力を得ることが

できず、 実現 が 難 し い と 判 断されたものと推測される。  

 

（２）実 現が 難 し い 要 因  

上 記 の 通 り 、 実 現 へ の 課 題 が あ る 「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」

であるが 、そ の 要 因 を 考 察 する。  

①源泉徴 収義 務 者 の 協 力  

第２章 で みた 通 り 、給与 所得の年末調整については、給与支払者で

あ る 源 泉 徴 収 義 務 者 に 無 償 で 過 度 な 負 担 を か け て い る と す る 見 解 が

1 6 9  財 務 省 「 平 成 2 2 年 度 税 制 改 正 大 綱 」 8 6 頁  

1 7 0  財 務 省 「 平 成 2 3 年 度 税 制 改 正 大 綱 」 1 1 1 頁  

1 7 1  財 務 省 「 平 成 2 4 年 度 税 制 改 正 大 綱 」 7 3 頁  

1 7 2  「 税 制 改 正 の 流 れ （ 平 成 2 6 年 度 ） 」 財 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ  

（ h t t p s : / / w w w . m o f . g o . j p / t a x _ p o l i c y / t a x _ r e f o r m / w o r k f l o w /、 2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア

ク セ ス ）  
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多 く 、「 年 末 調 整 選 択 制 」 を は じ め 、 年 末 調 整 に よ る 源 泉 徴 収 義 務 者

の事務負 担を 軽 減 す る た め の議論がある。その中で「寄附金控除の年

末調整制 度化 」を 導 入 す る ことは、源泉徴収義務者の事務負担が一層

増すこと にな り 、 理 解 と 協 力を得ることが難しいと考えられる。  

 

②執行面 の課 題  

Ⅰ．控除 対象 団 体 の 判 定  

第１章 で みた と お り、所 得税法における寄附金控除はその対象とな

る団体を限定 し て い る も の の、対象団体数は社会福祉法人 19,448 法

人、学校 法人 5,543 法 人 、 公益法人 8,243 法人、認定ＮＰＯ法人 447

法人など 1 7 3 膨 大 な 数 に な っており、源泉徴収義務者は、寄附金控除

の対象か どう か に つ い て、従業員から提出された領収書に記載された

団体名を基に 確 認 す る 作 業 が必要な上、寄附金の領収書書式は必ずし

も統一さ れて お ら ず 1 7 4 、寄附の信憑性を判断することが実質的には

不可能で ある と 考 え ら れ る 。  

年末調 整 が認 め ら れ る 生 命保険料控除をみると、まず生命保険会社

数 43 社 1 7 5 、損害 保 険 会 社数 53 社 1 7 6 と、寄附金控除の対象 団 体 よ

り大幅に 少な く 、確 認 が 容 易である。また、各保険会社が発行する「生

命保険料 控除 証 明 書」に つ いても業界団体の呼びかけ等により発行書

式がある 程度 統 一 さ れ て い るのに加え、年末調整関係書類の「保険料

控除申告 書」に 転 記 す る 項 目とも整合性が取れている。寄附金控除の

年末調整 を実 務 上 可 能 に す るには、少なくとも現行の生命保険料控除

と同程度 の事 務 負 担 に 抑 え る必要があると考える。  

1 7 3  社 会 福 祉 法 人 は 2 0 1 2 年 3 月 、 学 校 法 人 は 2 0 1 2 年 5 月 、 公 益 法 人 は 2 0 1 3 年 4 月 、 認

定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 は 2 0 1 3 年 5 月 の 数 。 公 益 財 団 法 人 公 益 法 人 協 会 ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p : / / w w w . n o p o d a s . c o m / c o n t e n t s . a s p ? c o d e = 1 0 0 0 1 0 0 4 & i d x = 1 0 0 3 2 6、2 0 1 3 年 1 1 月

3 0 日 ア ク セ ス ）  

1 7 4   内 閣 府 Ｎ Ｐ Ｏ ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p s : / / w w w . n p o - h o m e p a g e . g o . j p / p d f / 1 2 1 0 2 9 _ 1 _ k i f u k i n j y u r y o u s y o u m e i s y o、

2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス ） で は 、「 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 等 が 発 行 す る 領 収 書 の 記 載 例 」

を 掲 載 し て い る が 、 こ の 書 式 が 強 制 さ れ る 訳 で は な く 、 各 団 体 の 寄 附 金 領 収 書 の 書

式 は 統 一 さ れ て い な い の が 現 状 で あ る 。  

1 7 5  金 融 庁 「 生 命 保 険 会 社 免 許 一 覧 」 平 成 2 5 年 9 月 1 9 日 現 在  

1 7 6  金 融 庁 「 損 害 保 険 会 社 免 許 一 覧 」 平 成 2 5 年 7 月 2 5 日 現 在  
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Ⅱ．個人住民 税 と の 整 合 性  

所 得 税 に お け る 寄 附 金 控 除 と 個 人 住 民 税 に お け る 寄 附 金 税 額 控 除

の 対 象 と な る 団 体 が 大 幅 に 異 な っ て い る 点 に つ い て は 第 １ 章 で み た

通りであるが 、こ の こ と が「寄附金控除の年末調整制度化」の 事務を

複雑にし 、大 き な 負 担 に な ると考えられる。  

現行制度 では 、個 人 住 民 税の寄附金税額控除の適用を受けるために

は、確定 申 告 書 第 二 表 の 該 当箇所に、各人が支払った寄付金を「都道

府県、市 区 町 村 分」「 住 所 地の共同募金会、日赤支部分」「条例指定分

（ 都 道 府 県 ）」「 条 例 指 定 分 （ 市 区 町 村 分 ）」 に 区 分 し て 記 入 す る 必 要

がある 1 7 7 。寄附 金 控 除 の 年末調整制度化が仮に実現すると、年末 調

整 後 に 翌 年 １ 月 末 ま で に 従 業 員 の 住 所 地 が あ る 市 区 町 村 へ 提 出 す る

「給与支払報 告 書 」に 寄 附 金額の情報として上記の区分等が記載され

ることになる と 予 想 さ れ る が、この場合、各市区町村において対象と

な る 寄 附 か ど う か に つ い て 条 例 指 定 状 況 を 含 め て 調 べ る 必 要 が あ り、

膨大な事 務作 業 量 と な る 。  

 

Ⅲ．所得控除 と 税 額 控 除 の 選択  

 第 1 章 で み た と お り 、 平成 23 年度の税制改正により、認定ＮＰＯ

法人に対 する 寄 附 等 一 定 の 寄附金については、所得控除と税額控除の

選択適用 が認 め ら れ る よ う になった。そのため、年末調整で寄附金控

除が適用 でき る よ う に な っ た場合には、所得控除か税額控除かの選択

をいかな る形 で 決 定 す るか 1 7 8 という問題が生じる。  

 

Ⅳ．思想 ・信 条 の 露 呈 に よ る問題  

 寄 附 金 控 除 を 年 末 調 整 で 適用 す る た め に は 、寄 附 を し た 従 業 員 は 、

寄附金の 領収 書 を 通 し て 寄 附先団体を源泉徴収義務者に知らせる必

1 7 7  国 税 庁 「 平 成 2 4 年 分 所 得 税 の 確 定 申 告 の 手 引 き （ 申 告 書 Ａ 用 ）」 3 5 頁  

1 7 8  酒 井 克 彦 「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 に 対 す る 議 論 （ 下 ） － 近 時 の 改 正 と 寄 附 金

控 除 制 度 の 充 実 論 － 」 税 事 4 5 号 8 1 頁 ( 2 0 1 3 )  
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要があり、団 体 の 活 動 内 容 等により個人の思想、政治理念等が露呈す

る可能性があ る 。こ の こ と により、従業員が不利益取扱いを受けるこ

とがある とす れ ば 、そ れ は「思想・信条による差別」で あり、憲法 14

条（法の 下の 平 等 ） に 違 反 する 1 7 9 。源泉徴収者側も、トラブルにな

りかねな い情 報 を 把 握 す る ことを懸念することが考えられる。  

 

Ⅴ．寄附 額の 確 定  

年末調 整 は、各 年 最 後 に 給与の支払をする際 に行うことになってお

り、通常 は 12月 に 行 われ る 1 8 0 。そのため実務上、年末調整に必要な

書類の提 出を 10月 か ら 11月 にかけて従業員に依頼することが多い。現

行で年末 調整 の 対 象 と な っ ている扶養控除や生命保険料控除などの

各種控除 につ い て は 、年末 時点の現況をある程度予測できるため、年

末を迎え る前 に そ の 年 の 年 末調整をする事が可能なのに対し、寄付金

控除は、年 末 に な る ま で そ の年の寄附額が確定しない。そのため、年

末調整に 間に 合 わ な か っ た 寄附金がある場合、年末調整の再調整や確

定申告で の精 算 が 必 要 と な り、二度手間である。  

 

Ⅵ．その 他  

上記の 他 にも 、寄 附 金 に まつわる解釈や評価リスクなどを問題点と

してあげ る見 解 1 8 1 も あ る 。  

 

２．寄附金控 除 の 年 末 調 整 制度化の実現に向けた提案  

（１）控除対 象 団 体 の 判 定  

①「寄附 金控 除 対 象 団 体 判別システムの構築」  

寄 附 金 控 除 対 象 団 体 の 判 定 が困 難 で あ る と い う 問 題 に つ い て は 、

すべて の 寄附 金 控 除 対 象 団体に対して整理番号を付し、インターネ

ット上 で 寄附 金 控 除 の 対 象団体かどうかの判別を容易にできるシ

1 7 9  酒 井 克 彦 ・ 前 掲 注 ( 1 7 8 ) 8 2 頁  

1 8 0  国 税 庁 「 平 成 2 5 年 分 年 末 調 整 の し か た 」 8 頁  

1 8 1  酒 井 克 彦 ・ 前 掲 注 ( 1 7 8 ) 8 1 頁  
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ステムを 構築す る こ と で 緩和できると考える。この際、各団体の情

報とし て、個 人 住 民 税 の 寄附金税額控除の対象となる自治体名も記

載する こ とで 、給 与 支 払 報告書への転記作業の負担を軽減する。ま

た、各団 体 の 情 報 と し て は、所得税の税額控除の対象となっている

かどう か につ い て も記 載 されることで、年末調整に限らず確定申告

での活用 も期 待 さ れ る 。  

 

②「寄 附 金領 収 書 書 式 の 統一」  

寄附 金 控 除対 象 団 体 の 判別を容易にするためには、生命保険料控

除にお け る「 生命 保 険 料 控除証明書」にならい、管轄する省庁を問

わずす べ ての 控 除 対 象 団 体の領収書形式を統一化させる必要があ

ると考 え る。こ の 際 、領収書には所得税の寄附金控除の対象となる

旨を明 記 し、ま た 、個 人 住民税において対象となっている自治体名

を記載 す るこ と で 、先 に述べた判別システムと合わせて、源泉徴収

義務者 に おけ る 確 認 作 業 を軽減することができると考える。  

一 方 、 領 収 書 を 発 行 す る 団 体の 負 担 を 減 ら す と い う 観 点 か ら は 、

例えば 少 額な 寄 附 に つ い ては簡易的な領収書や振込用紙控えでの

控除を 認 める 等 の 規 定 が望ましく、一律的に厳密な領収書を必要と

しない 柔 軟な制 度 も 実 務 上は普及しやすいと予想される。  

また、寄 附 金 控 除 の 対 象団体数が多すぎるために領収書の信憑性

判断の 事 務負 担 が 大 き い 点については、日本税理士連合会が「平成

25 年 度 ・ 税 制 改 正 に 関 す る 建 議 書 」 に お い て 「 災 害 義 援 金 な ど 特

定の寄 附 金に つ い て 年 末 調整での適用を認める 1 8 2 」ことを提案し

ており、こ の 提 案 の 中 に あるように、まずは中央共同募金会や日本

赤 十 字 社 等 に 対 す る 寄 附 金 に 限 り 年 末 調 整 で の 控 除 対 象 と す る こ

とも、 ひ とつ の 実 務 的 な 方法であると考える。  

 

（２）個人住 民 税 と の 整 合 性  

1 8 2  日 本 税 理 士 連 合 会 「 平 成 2 5 年 度 ・ 税 制 改 正 に 関 す る 建 議 書 」 8 頁  
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「所得税 の寄 附 金 控 除 対 象 団体と統一させる」  

所 得 税 と 個 人 住 民 税 に お け る 控 除 対 象 団 体 の 整 合 性 の 問 題 に つ い

ては、年末 調 整 制 度 化 だ け の話ではないが、将来的には所得税と個人

住民税の控除 対 象 団 体 を 統 一することが望ましいと考える。現在の個

人住民税 の控 除 対 象 は 、ふ るさと納税を除いて、おおむね「その活動

範 囲 が 都 道 府 県 内 で あ る 団 体 」 に 限 定 さ れ て い る 。「 国 が 一 律 に 個 人

住 民 税 の 寄 附 金 控 除 の 対 象 を 定 め る こ と に つ い て は 地 方 分 権 の 観 点

からも慎 重で あ る べ き で あ ろう 1 8 3 」との政府の見解 もあることから、

実現 は容 易 で は な い と 思 わ れ るが 、「 見識 ある 自 己利 益 論 1 8 4 」 の観

点に立っ て、地 方 公 共 団 体 には地域制限を外した広範囲の寄附金控除

を認めて いた だ き た い と 考 える。  

 

（３）所 得控 除 と 税 額 控 除 の選択  

「税額控 除に 限 定 す る 」  

所 得 控 除 と 税 額 控 除 の 選 択 の 問 題 に つ い て は 、「 暦 年 初 頭 の 時 期 に

おける受 給者 宛 て 申 告 書 で、いずれの控除を選択するかを決定させる

か、あるい は 年 間 所 得 金 額 が判然とする段階までかかる決定を延ばす

ことが可 能な の か 、年 末 調 整後の再調整は可能なのか 1 8 5 」等の点を

検討する 必要 が あ る 。  

ただ、実 際 問 題 と し て は、年末調整において寄附金控除はおおむね

税額控除 が有 利 に な る の で はないかと考えられる。年末調整は、第２

章で見た 通り 、年 間 給 与 収 入が 2,000 万円以下の者が対象である。年

収 2,000 万円 の 給 与 所 得 者 の場合、基礎控除（ 38 万円）と給与所得控

除（ 245 万 円 ） が 引 か れ 、 年末調整上、最大でも 1,717 万円の所得金

額になる こと か ら 、所 得 税 率は最高 33％が適用される。認 定ＮＰＯ法

1 8 3  税 制 調 査 会 基 礎 問 題 小 委 員 会 ・ 非 営 利 法 人 課 税 ワ ー キ ン グ ・ グ ル ー プ 「 新 た な 非 営

利 法 人 に 関 す る 課 税 及 び 寄 附 金 税 制 に つ い て の 基 本 的 考 え 方 」平 成 1 7 年 6 月  1 4 頁  

1 8 4  出 口 正 之 「 寄 附 文 化 醸 成 の た め に は 、 税 制 と 制 度 整 備 が 必 要 」 Ｎ Ｐ Ｏ ジ ャ ー ナ ル 1 2

号 3 8 頁 ( 2 0 0 6 )。 先 進 国 が 自 分 の 国 の 税 金 を 使 っ て 、 途 上 国 の 開 発 援 助 を す る よ う な

場 合 を 正 当 化 す る と き な ど に 使 わ れ る 理 論 。 自 国 の 納 税 者 の 利 益 に な ら な い よ う に

見 え る こ と で も 、 巡 り 巡 っ て 、 資 金 を 提 供 す る 国 （ ひ い て は 納 税 者 ） の 自 己 利 益 に

な る も の で あ る と す る 考 え 方 を い う 。  

1 8 5  酒 井 克 彦 ・ 前 掲 注 ( 1 7 8 ) 8 1 頁  
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人 や 公 益 社 団 法 人 等 へ の 寄 附 に か か る 所 得 控 除 は 寄 附 額 か ら ２ 千 円

を引いた 額に 所 得 税 率（ こ の場合最高 33％）を乗じた額が軽減税額に

なるのに 対し 、税 額 控 除 で は寄附額から２千円を引いた額の 40％を乗

じた額が 軽減 税 額 に な る こ とから、税額控除が原則的には有利になる。

ただし、税 額 控 除 額 は 所 得 税額の 25％を限度とすることから、所得控

除が有利 なケ ー ス も あ り う る。しかしこの有利判定は、一度税額を確

定させた 後で 行 う こ と に な り、事務作業の負担が大きい。  

そ こ で 、 年 末 調 整 に お け る 所得 控 除 と 税 額 控 除の 選 択 に つ い て は 、

有利になる場 合 が 多 い 税 額 控除に限定する制度が実務上望ましいと

考える。  

 

（４）思想・ 信 条 の 露 呈 及 び寄附額確定の問題  

「年末調整後 の 確 定 申 告 で の精算を可とする」  

寄附金 領 収書 に よ り 従 業 員の思想・信条が源泉徴収義務者に露呈し

てしまう 問題 や 、年 末 調 整 を実施する時期に年間寄附額が確定してい

ないとい う問 題 に つ い て は、確定申告で寄附金控除の「精算」を認め

ることで 緩和 で き る と 考 え る。  

まず、年 末 調 整 で 寄 附 金 控除を受けなかった場合に確定申告で寄附

金控除を 新た に 適 用 す る こ とについては、所得税基本通達 190－ 5（年

末調整後 に所 得 控 除 に 異 動 があった場合の再調整）の注書きに「年末

調整後に 異動 し た 所 得 控 除 については、上記によらないで、確定申告

により精 算す る こ と が で き ることに留意する」との 記載があることを

根拠に、実 務 上 は 確 定 申 告 により精算できる余地があると考えられる。

そこで、寄 附 金 控 除 の 年 末 調整制度化による思想・信 条の露呈が気に

なる従業 員は 、寄 附 金 控 除 を確定申告で受けることが選択できるよう

な仕組み にす る こ と が 望 ま しいと考える。  

一方、年 末 調 整 で 寄 附 金 控除を受けた後で、結果的に寄附金の追加

があるよ うな 場 合 に つ い て は、最高裁判決 1 8 6 では「支払者が結果的

1 8 6  最 高 裁 平 成 4 年 2 月 1 8 日 判 決 （ 民 集 4 6 巻 2 号 7 7 頁 ）  
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に誤った 年末 調 整 を し た 場 合の是正は、支払者による是正以外に行う

ことは許 され な い 」と す る「受給者排除説」に立っており 1 8 7 、現 行

制度では 確定 申 告 で の 精 算 が認められない可能性がある。これについ

ては、年間 寄 附 額 に 追 加 が あった場合や、年末調整では税額控除を適

用したが 結果 的 に 所 得 控 除 が有利であった場合等に、従業員が確定申

告で直接、精 算 で き る よ う にすることが望ましいと考える。年末調整

に お い て 適 用 さ れ る 他 の 所 得 控 除 、 税 額 控 除 に も あ て は ま る が 、「本

来の納税 義務 者 で あ る 受 給 者が、その実体法上の租税債務を正しく認

識し、納税 者 自 ら の 責 任 で その義務を適正に履行するよう求めるのが

税法 の原 則 的 な 態 度 で あ る べ きだ と する と 1 8 8 」、 意義 の ある 方向 性

であると 考え る 。  

 

３．給与 天引 き 寄 附 制 度 の 活用  

上記２．で は 、現 行 の 寄 附金控除を年末調整の対象に取り込むため

の方策を 検討 し た 。次 に、一歩踏み込んだ仕組みとして、給与天引き

寄附を活 用し た 「 寄 附 金 控 除の年末調整制度化」を提案する。  

 第４章 でみ た よ う に 、我 が国でも普及しつつある「給与天引き寄附」

という寄 附方 法 に つ い て、年末調整制度化を認めることは、給与所得

者 に お け る 寄 附 金 税 制 の 利 用 者 増 加 の た め に 非 常 に 有 意 義 で あ る と

考える。給 与 天 引 き 寄 附 が 年末調整と相性が良いと考える理由として

は、毎月の 給 料 計 算 に お い て一定額の寄附額の天引きがされる性質上、

給 与 支 払 者 に と っ て 年 末 を 待 た ず と も 年 間 寄 附 額 の 把 握 が 容 易 で あ

ることや、あ ら か じ め 寄 附 先団体を選定できるため控除対象団体の判

別作業が 不要 な こ と 等が あ げられる。ただし、実現にあたっては運用

し や す い 仕 組 み づ く り が 必 要に な る の で 、 以 下に 具 体 的 に 検 討 す る 。 

 

（１）寄 附の信 頼 性 の 担 保  

給与天 引 き寄 付 で は、寄 附者である給与所得者と寄附先である団体

1 8 7  田 中 治「 給 与 所 得 者 に 対 す る 源 泉 徴 収 と そ の 過 不 足 税 額 の 是 正 」税 事 1 4 号 7 7 頁（ 1 9 9 3） 

1 8 8  田 中 治 ・ 前 掲 注 ( 1 8 7 ) 9 2 頁  

84 
 

                                                   



 
 

の間に第三者 で あ る 企 業 が 入ることとなる。そのため、制度の公正な

運 用 の た め に は 一 度 集 め た 資 金 が 確 実 に 寄 附 先 の 団 体 へ 届 い た か ど

うかの担 保を 取 る 必 要 性 が ある。  

第４章 で みた イ ギ リ ス の「給与天引き寄附支援税制」とも いえるペ

イロール・ギ ビ ン グ 制 度 で は、天引きされた給与は歳入関税庁の承認

を 受 け た 「 ペ イ ロ ー ル ・ ギ ビ ン グ ・ エ イ ジ ェ ン シ ー （ 以 下 「 Ｐ Ｇ Ａ」

と い う ）」 と い う 機 関 に い っ た ん プ ー ル さ れ 、 Ｐ Ｇ Ａ が 個 々 の 従 業 員

が 指 定 し た チ ャ リ テ ィ 団 体 に 従 業 員 が 定 め た 金 額 の 寄 附 を 毎 月 行 う

仕組みに なっ て い る 。 Ｐ Ｇ Ａには、プールした寄附金を 60 日以内に

寄附先の 団体 へ 配 布 す る こ とを義務付けられており、このような制度

のもと寄 附の 信 頼 性 が 維 持 されている。  

我が国の 制度 に あ て は め てみると、このＰＧＡのような中間寄附組

織の役割を認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 等の税制優遇団体が担うことで、中間寄附

組 織 た る 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 等 へ 給 与 か ら 天 引 き さ れ た 寄 附 金 が 支 出 さ

れた時点で寄 附 金 控 除 の 対 象になり、年末調整の際に企業が寄附先ご

とに控除 対象 か ど う か の 判 別をする必要性がない 。  

この中 間 寄附 組 織 は 、いわゆる「基金」の機能をもつ組織に該当す

ることに なる が、第４ 章 の 実態調査では天引きした寄附額を一時的に

プールす る目 的 で「 社 内基 金」を設置している企業が少なからずあっ

た。この よ う な 一 定 規 模 の「社内基金」が認定ＮＰＯ法人等の寄附金

税制の優 遇措 置 を 受 け ら れ る法人格を取得すれば、給与天引き寄附と

寄附金税 制を 結 び 付 け る こ とが容易になる。これは現行の法制度のも

とでも実 施可 能 と 考 え る が、企業と中間寄附団体の独立関係を維持す

るため、不 正 な 資 金 循 環 が 起きないようにするルールを設ける必要が

ある。ま た 、法 人 格 取 得 の 申請を受ける行政庁側が、会社の一部（Ｃ

ＳＲ部署 等）が 基 金 の 事 務 局を兼ねる等 この制度特有の事情について

一定の理 解を 持 つ こ と や 、 給与天引き寄附に限り寄附金控除の 2,000

円の適用 下限 額 を 撤 廃 す る 等、政府として支援する施策を打ち出すこ

とが制度 の普 及 の た め に 必 要であると考える。  
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（２）企 業の事 務 負 担 へ の 対応  

我 が 国 に お い て も 上 場 企 業 を は じ め と す る 大 企 業 の Ｃ Ｓ Ｒ 活 動 の

一 環 と し て 給 与 天 引 き 寄 附 が 既 に 実 施 さ れ て い る こ と は 第 ４ 章 で み

た通りで ある が 、企 業 の 規 模を問わず全国的な取組みに広げるために

は、企業 側 の 事 務 負 担 に 対 する政府の支援が必要であると考える。一

例を挙げれば 、従 業 員 か ら 天引きした寄附額について、企業が上乗寄

附をした場合 に は 、法 人税 額の計算上、天引き額と同額までの寄附金

を全額損金算 入 是 認 す る な どが考えられる。この場合についても、寄

附 先 を 特 定 公 益 増 進 法 人 に 限 定 す る 等 の 仔 細 な ル ー ル が 当 然 必 要 で

ある。  

 

４．小括  

こ の 章 で は 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 が 改 正 要 望 に あ げ ら

れ、その 後 検 討 事 項 か ら 外 れた経緯と、その原因を考察の上、実現に

向 け た 方 策 を 検 討 し た 。「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 は 上 述 の よ

うにクリ アし な け れ ば な ら ない課題が山積しているため、まずは「企

業 を 通 し て 実 施 さ れ た 給 与 天 引 き 寄 附 に つ い て の み 年 末 調 整 制 度 化

を認める 」と い う こ と を 一 つの現実的な提言とする。  

な お 、「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」 を 契 機 と し て 、 寄 附 金 控 除

の環境を 整備 す る こ と は、将来的に年末調整が選択制や廃止となった

場合にお いて 、確 定 申 告 者 が増えたとしても、寄附金控除の恒常的な

利用につ なが る た め、長 い 目で見ても必要性の高いものであると考え

る。  
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第６章  結論  

 

１．提言  

結論と し て、以 下 の 通 り の提言をする。これらの施策を通して、給

与所得者 等が 寄 附 を し た 場 合に、寄附金控除を身近に受けられるよう

にするこ とは 、 寄 附 金 控 除 の利用者増加を推進し、平成 23 年の税制

改 正 で 大 き く 前 進 し た 我 が 国 の 所 得 税 法 に お け る 寄 附 金 税 制 を 恒 常

的なもの にす る 一 助 に な る と考える。  

 

（１）給 与天 引 き 寄 附 の 寄 附金控除年末調整制度化  

毎月一 定 額を 給 料 か ら 天 引きし、企業が寄附を行う給与天引き寄附

について は、寄 附 の 一 定 の 信頼性担保のもと、年末調整において寄附

金控除を 認め る 。  

また、給 与 天 引 き 寄 附 を 実施している企業側の社内基金が認定ＮＰ

Ｏ法人等 の寄 附 金 控 除 対 象 団体の法人格を取得することを推進し、ま

た、給与 天引 き 寄 附 に つ い ては所得控除の適用下限額（ 2 千円）を撤

廃するな どの 施 策 に よ り、給与天引き寄附制度を利用する従業員が所

得税の寄 附金 控 除 を 受 け や すい体制を構築する。  

 

（２）寄 附金 控 除 利 用 の た めの環境整備  

 寄 附 者 が 所 得 税 の 寄 附 金 控 除 及 び 個 人 住 民 税 の 寄 附 金 税 額 控 除 を

受けやす いよ う に 、寄 附 金 控除の対象となっている団体をインターネ

ット上で 容易 に 検 索 で き る システムを構築するとともに、寄附金領収

書の書式 統一 化 を 進 め、生 命保険料控除における生命保険料控除証明

書のよう に年 末 調 整 お よ び 確定申告の際、スムーズに手続きができる

環境を整 備す る 。  

 

２．おわ りに  

第４章 の 実態 調 査 に 協 力 いただいた企業では、自主的に給与天引き

制度を運 営し て お り 、企業 のＣＳＲ活動の一環とはいえ、その社会的
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意義は大 きく 、支 援 を 受 け ている団体にとっても活動を継続して行く

上で非常 に心 強 い 取 組 み で ある。また、従業員の方々が制度に賛同す

る姿勢に も敬 意 を 表 し た い。しかし、これらの利他的な取組みは、寄

附金税制 に結 び つ い て い な い現状が明らかになった。我が国では、今

回の調査 で注 目 し た 給 与 天 引き寄附に限らず、寄附をするという行為

に 税 制 優 遇 と い う 見 返 り を 求 め る こ と を 快 く 思 わ な い 風 潮 が あ る よ

うに感じ る。見 返 り を期 待 しない美徳や、匿名の寄附を尊いものとす

る価値観 は尊 重 す る と し て も、税制度として存在している以上、同じ

担税力の 人 に は 同 じ 課 税 を するとい う租税公平主義 1 8 9 がはたらく。

同じ寄附 先に 同金 額 を 寄 附 した同じ所得の人が、寄附金控除の適用有

無により 税額 に 差 が 出 る の はやはり不公平であるし、確定申告による

寄 附 金 控 除 の 敷 居 が 高 い と い う 外 的 要 因 に よ り こ の よ う な 状 況 が 起

きている とす れ ば そ れ は 改 善すべき事項であると考える。当研究で は、

そのよう な認 識 の も と、給 与所得者に対して寄附金税制をいかに分か

り や す く 、 利 用 し や す い も のに す る か に つ い て、 具 体 的 に 検 討 し た 。 

年末調 整 での 寄 附 金 控 除 が可能になれば、給与所得者やマッチング

ギフトを 実施 す る 企 業 の 寄 附は促進され、民間非営利セクターの資金

が拡大し 活動 が 活 発 化 す る ことで、ひいては「新しい公共」の実現に

つながる であ ろ う 。  

 

「『 新 し い 公 共 』 が 作 り 出 す 社 会 は 、 す べ て の 人 に 居 場 所 と 出 番 が

あり、みな が 人 に 役 立 つ こ との喜びを大切にする社会であるとともに、

その中か ら、さ ま ざ ま な 新 しいサービス市場が興り、活発な経済活動

が展開さ れ、そ の 果 実 が 社 会に適正に戻ってくる事で、ひとびとの生

活が潤う とい う 、 よ い 循 環 の中で発展する社会である 1 9 0 。」  

当研究 が 、そ の 一 助 と な ることができれば幸甚である。

1 8 9  金 子 宏 ・ 前 掲 注 ( 4 7 ) 7 8 頁  

1 9 0「 新 し い 公 共 」 円 卓 会 議 ・ 前 掲 注 ( 6 )  

88 
 

                                                   



 
 

参考文献 目 録  

1．『 新 し い 公 共 』 円 卓 会 議 「『 新 し い 公 共 』 宣 言 」 平 成 2 2 年 6 月 4 日  

2． 跡 田 直 澄 ほ か 「 非 営 利 セ ク タ ー と 寄 附 税 制 」 フ ァ イ ナ ン シ ャ ル ・ レ ビ ュ ー 6 5

号 （ 2 0 0 2）  

3．網 倉 章 一 郎「 英 国 の チ ャ リ テ ィ に 関 す る 租 税 制 度 」公 益 法 人 協 会『 英 国 チ ャ リ

テ ィ 調 査 ミ ッ シ ョ ン 報 告 書 』  ( 2 0 0 4 )  

4．今 本 啓 介「 申 告 納 税 制 度 と 源 泉 徴 収 制 度 の 関 係 － 申 告 納 税 制 度 の 下 で の 源 泉 徴

収 制 度 の あ り 方 を 含 め て － 」 税 研 1 5 3 号 （ 2 0 1 0）  

5． 岩 崎 政 明 「 イ ギ リ ス の 源 泉 徴 収 制 度 － P A Y E 制 度 を 中 心 と し て － 」 税 研 1 5 3 号

（ 2 0 1 0）  

6． 岩 田 陽 子 「 ア メ リ カ の Ｎ Ｐ Ｏ 税 制 」 レ フ ァ N o . 6 4 4  ( 2 0 0 4 )  

7． 小 川 正 雄 「 寄 附 金 控 除 か ら み た 所 得 控 除 」 税 法 5 4 7 号 （ 2 0 0 2）  

8． 奥 谷 健 「 寄 附 税 制 の 現 状 と 課 題 － 個 人 所 得 税 」 税 研 1 5 7 号 （ 2 0 1 1）  

9．価 値 総 合 研 究 所「 地 域 に お け る『 上 乗 せ 寄 附 』等 の 新 し い 寄 附 シ ス テ ム が 寄 附

者 行 動 に 与 え る 定 量 的 な 効 果 等 に 関 す る 研 究 報 告 書 」（ 2 0 0 8）  

1 0．加 藤 慶 一「 ふ る さ と 納 税 の 現 状 と 課 題 ― 九 州 に お け る 現 地 調 査 を ふ ま え て ― 」

レ フ ァ N o . 7 0 9  ( 2 0 1 0 )  

1 1． 加 藤 慶 一 「 Ｎ Ｐ Ｏ 税 制 の 拡 充 に つ い て 」 レ フ ァ N o . 7 1 5（ 2 0 1 0）  

1 2．金 子 宏「 わ が 国 の 所 得 税 と 源 泉 徴 収 制 度 － そ の 意 義 と 沿 革 － 」日 税 1 5 号（ 1 9 9 1） 

1 3． 金 子 宏 『 租 税 法 』（ 弘 文 堂 ,第 1 6 版 , 2 0 1 1）  

1 4． 兼 平 裕 子 「 日 米 寄 附 文 化 の 相 違 点 を 踏 ま え て の 寄 附 金 税 制 の 検 討 」 愛 媛 大 学

法 文 学 部 論 集 2 8 号 （ 2 0 1 0 年 ）  

1 5． 川 村 雅 彦 「 2 0 0 3 年 は 「 日 本 の C S R 元 年 」」 ニ ッ セ イ 基 礎 研 R E P O R T  2 0 0 3 年 7

月 号   

1 6． 韓 国 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ

( h t t p : / / w w w . n t s . g o . k r / c a l l / y e a r _ e n d / 2 0 1 1 / h t m 2 / y e 0 0 4 6 . h t m、2 0 1 3 年 1 1 月

3 0 日 ア ク セ ス )  

1 7． 菊 池 衛 ・ 疋 島 伸 行 『 所 得 税 ・ 法 人 税 対 比 所 得 計 算 の 要 点 詳 解 』（ 大 蔵 財 務 協

会 , 1 9 9 3）  

1 8． 金 明 中 「 韓 国 社 会 に お け る 個 人 や 企 業 の 社 会 貢 献 活 動 の 現 状 」 ニ ッ セ イ 基 礎

研 R E P O R T  2 0 1 1 年 1 月 号  

1 9．金 融 庁「 ポ イ ン ト 及 び プ リ ペ イ ド カ ー ド に 関 す る 会 計 処 理 に つ い て 」平 成 2 0

年 7 月  

2 0． 金 融 庁 「 損 害 保 険 会 社 免 許 一 覧 」 平 成 2 5 年 7 月 2 5 日 現 在  

2 1． 金 融 庁 「 生 命 保 険 会 社 免 許 一 覧 」 平 成 2 5 年 9 月 1 9 日 現 在  

2 2． 小 池 和 彰 「 寄 附 金 控 除 を 支 え る 二 つ の 論 拠 － 二 つ の 論 拠 と 結 び 付 く 税 額 控 除

89 
 



 
 

と 所 得 控 除 － 」 税 経 通 信 2 0 1 3 年 7 月 号   

2 3． 公 益 財 団 法 人 公 益 法 人 協 会 「 平 成 2 6 年 度 税 制 改 正 に 関 す る 要 望 」  

2 4． 公 益 財 団 法 人 公 益 法 人 協 会 ホ ー ム ペ ー ジ 「 統 計 情 報 」

（ h t t p : / / w w w . n o p o d a s . c o m / c o n t e n t s . a s p ? c o d e = 1 0 0 0 1 0 0 4 & i d x = 1 0 0 3 2 6、 2 0 1 3

年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス ）  

2 5． 国 税 庁 「 昭 和 4 2 年 改 正 税 法 の す べ て 」  

2 6． 国 税 庁 「 平 成 ７ 年 改 正 税 法 の す べ て 」  

2 7． 国 税 庁 「 義 援 金 に 関 す る 税 務 上 の 取 扱 い Ｆ Ａ Ｑ 」 平 成 2 3 年 3 月  

2 8． 国 税 庁 「 第 1 3 7 回 国 税 庁 統 計 年 報 平 成 2 3 年 度 版 」  

2 9． 国 税 庁 「 第 6 1 回 事 務 年 報 平 成 2 3 年 度 」  

3 0． 国 税 庁 「 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 制 度 の 手 引 き （ 八 訂 版 ， 平 成 2 3 年 8 月 ）」  

3 1． 国 税 庁 「 平 成 2 3 年 分 申 告 所 得 税 標 本 調 査 」  

3 2．国 税 庁「 平 成 2 3 年 分 の 所 得 税 、消 費 税 及 び 贈 与 税 の 確 定 申 告 状 況 等 に つ い て 」  

3 3．国 税 庁「 平 成 2 3 年 分 会 社 標 本 調 査 結 果（ 税 務 統 計 か ら 見 た 法 人 企 業 の 実 態 ）」  

3 4．国 税 庁「 平 成 2 4 年 分 の 所 得 税 、消 費 税 及 び 贈 与 税 の 確 定 申 告 状 況 等 に つ い て 」  

3 5． 国 税 庁 「 平 成 2 4 年 分 所 得 税 の 確 定 申 告 の 手 引 き （ 申 告 書 Ａ 用 ）」  

3 6． 国 税 庁 「 平 成 2 4 年 分 税 務 統 計 ( 2 申 告 所 得 税 関 係 )」  

3 7． 国 税 庁 「 平 成 2 4 年 分 民 間 給 与 実 態 統 計 調 査 」  

3 8． 国 税 庁 「 平 成 2 4 年 度 に お け る e - T a x の 利 用 状 況 等 に つ い て 」  

3 9． 国 税 庁 「 平 成 2 5 年 版 源 泉 徴 収 の あ ら ま し 」  

4 0． 国 税 庁 「 平 成 2 5 年 分 年 末 調 整 の し か た 」  

4 1． 国 税 庁 「 質 疑 応 答 事 例 ・ 国 等 に 対 し て 相 続 財 産 を 贈 与 し 、 相 続 税 の 非 課 税 規

定 の 適 用 を 受 け た 場 合 」 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ   

（ h t t p : / / w w w . n t a . g o . j p / s h i r a b e r u / z e i h o - k a i s h a k u / s h i t s u g i / s h o t o k u / 0 5 / 3

0 . h t m、 2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス ）  

4 2． 国 税 庁 「 公 益 法 人 等 に 財 産 を 寄 附 し た 場 合 の 譲 渡 所 得 等 の 非 課 税 の 特 例 の あ

ら ま し 」 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p : / / w w w . n t a . g o . j p / t e t s u z u k i / s h i n s e i / a n n a i / j o t o / a n n a i / 2 3 3 0 0 0 0 7 _ 0 1

. h t m、 2 0 1 3 年 1 2 月 1 日 ア ク セ ス ）  

4 3． 斉 藤 貴 男 『 源 泉 徴 収 と 年 末 調 整 』（ 中 央 公 論 社 , 1 9 9 6）  

4 4． 財 務 省 「 平 成 2 2 年 度 税 制 改 正 大 綱 」  

4 5． 財 務 省 「 平 成 2 3 年 度 税 制 改 正 の 解 説 」  

4 6． 財 務 省 「 平 成 2 3 年 度 税 制 改 正 大 綱 」  

4 7． 財 務 省 「 平 成 2 4 年 度 税 制 改 正 大 綱 」  

4 8．財 務 省「 税 制 改 正 の 流 れ（ 平 成 2 2 年 度 ～ 平 成 2 6 年 度 ）」財 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p s : / / w w w . m o f . g o . j p / t a x _ p o l i c y / t a x _ r e f o r m / w o r k f l o w /、 2 0 1 3 年 1 1 月

90 
 



 
 

3 0 日 ア ク セ ス ）  

4 9． 酒 井 克 彦 「 寄 附 金 控 除 の 今 日 的 意 義 と 役 割 （ 上 ） － 公 益 の 増 進 に 寄 与 す る た

め の 寄 附 金 の 奨 励 措 置 － 」 税 弘 2 0 1 0 年 2 月 号   

5 0． 酒 井 克 彦 「 寄 附 金 控 除 の 今 日 的 意 義 と 役 割 （ 中 ） － 公 益 の 増 進 に 寄 与 す る た

め の 寄 附 金 の 奨 励 措 置 － 」 税 弘 2 0 1 0 年 3 月 号   

5 1． 酒 井 克 彦 「 寄 附 金 控 除 の 今 日 的 意 義 と 役 割 （ 下 ） － 公 益 の 増 進 に 寄 与 す る た

め の 寄 附 金 の 奨 励 措 置 － 」 税 弘 2 0 1 0 年 4 月 号   

5 2． 酒 井 克 彦 「 わ た し た ち の 社 会 参 画 と 税 制 － 寄 附 金 控 除 制 度 の 役 割 － 」 税 大 ジ

ャ ー ナ ル 第 2 0 号 （ 2 0 1 3）  

5 3． 酒 井 克 彦 「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 に 対 す る 議 論 （ 下 ） － 近 時 の 改 正 と

寄 附 金 控 除 制 度 の 充 実 論 － 」 税 事 4 5 号  ( 2 0 1 3 )  

5 4． Ｃ Ａ Ｆ 「 I n t e r n a t i o n a l  c o m p a r i s o n s  o f  c h a r i t a b l e  g i v i n g」 ( 2 0 0 6 )  

5 5． Ｊ Ｓ Ｔ 理 科 教 育 支 援 セ ン タ ー 「 日 ・ 米 ・ 英 の 寄 附 金 控 除 制 度 」（ 2 0 0 9）  

5 6． 主 税 局 通 牒 （ 昭 和 1 7 年 9 月 2 6 日 付 主 秘 4 8 7 号 ）  

5 7．新 日 本 監 査 法 人・ E R N E S T & Y O U N G『 諸 外 国 の 税 制 に 関 す る 調 査 研 究 事 業 報 告 書 』

（ 2 0 0 8）  

5 8． 神 野 直 彦 「 わ が 国 に お け る 寄 附 文 化 と 税 制 」 税 研 1 5 7 号  ( 2 0 1 1 )  

5 9． ㈱ ス タ ー シ ア ・ イ ン ベ ス ト メ ン ト 「 韓 国 に お け る 外 国 人 の 勤 労 所 得 税 年 末 調

整 」会 計 税 務 ニ ュ ー ス 2 0 1 3 年 １ 月 1 7 日 ㈱ ス タ ー シ ア・イ ン ベ ス ト メ ン ト ホ ー

ム ペ ー ジ ( h t t p : / / w w w . s t a r s i a . c o . j p / n e w s / ? p = 3 5 2、 2 0 1 3 年 1 2 月 1 日 ア ク セ

ス )  

6 0． 税 制 調 査 会 基 礎 問 題 小 委 員 会 ・ 非 営 利 法 人 課 税 ワ ー キ ン グ ・ グ ル ー プ 「 新 た

な 非 営 利 法 人 に 関 す る 課 税 及 び 寄 附 金 税 制 に つ い て の 基 本 的 考 え 方 」 平 成 1 7

年 6 月  

6 1． 総 務 省 「 第 5 回 ふ る さ と 納 税 研 究 会 （ 平 成 1 9 年 8 月 7 日 ）」  

6 2． 総 務 省 「 ふ る さ と 納 税 研 究 会 報 告 書 」 平 成 1 9 年 1 0 月  

6 3．総 務 省 自 治 税 務 局 市 町 村 税 課 長 通 知「 平 成 2 3 年 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 に 係 る

義 援 金 等 に 係 る『 ふ る さ と 寄 附 金 』の 取 扱 い に つ い て（ 平 成 2 3 年 3 月 2 5 日 総

税 市 第 1 6 号 ）」  

6 4．総 務 省「 ふ る さ と 納 税 の 実 績 額（ 平 成 2 1 年 度 ～ 平 成 2 4 年 度 ）」総 務 省 ホ ー ム

ペ ー ジ

( h t t p : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _ s o s i k i / j i c h i _ z e i s e i / c z a i s e i / c z a i s e i _ s e i d

o / 0 8 0 4 3 0 _ 2 _ k o j i n . h t m l、 2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス )  

6 5． 総 務 省 統 計 局 「 国 勢 調 査 」  

6 6． 総 務 省 統 計 局 「 家 計 調 査 年 報 」  

6 7． 田 中 治 「 給 与 所 得 者 に 対 す る 源 泉 徴 収 と そ の 過 不 足 税 額 の 是 正 」 税 事 1 4 号

91 
 



 
 

（ 1 9 9 3）  

6 8． 段 野 聡 子 「 寄 附 金 控 除 制 度 と 社 会 参 画 － 税 制 の 役 割 － 」 福 井 県 立 大 学 経 済 経

営 研 究 2 7 号 （ 2 0 1 2）  

6 9．「 税 法 改 正 案 施 行 な ら 寄 附 金 の 9 - 2 3％ が 税 金 に 」 中 央 日 報 日 本 語 版 2 0 1 3 年 9

月 4 日  

7 0． 注 解 所 得 税 法 研 究 会 編 『 注 解 所 得 税 法 』（ 大 蔵 財 務 協 会 ， 第 3 版 ， 2 0 0 1）  

7 1． 出 口 正 之 「 寄 附 文 化 醸 成 の た め に は 、 税 制 と 制 度 整 備 が 必 要 」 Ｎ Ｐ Ｏ ジ ャ ー

ナ ル 1 2 号  ( 2 0 0 6 )  

7 2．東 京 都 主 税 局「 東 京 都 の 条 例 指 定 寄 附 金 一 覧（ 平 成 2 4 年 1 2 月 末 時 点 ）」東 京

都 主 税 局 ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p : / / w w w . t a x . m e t r o . t o k y o . j p / k a z e i / k o j i n _ j u . h t m l、2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日

ア ク セ ス ）  

7 3． 内 閣 府 「 平 成 1 2 年 度 国 民 生 活 白 書 」  

7 4． 内 閣 府 「【 記 載 例 】 寄 附 金 受 領 書 」 内 閣 府 Ｎ Ｐ Ｏ ホ ー ム ペ ー ジ

（ h t t p s : / / w w w . n p o - h o m e p a g e . g o . j p / p d f / 1 2 1 0 2 9 _ 1 _ k i f u k i n j y u r y o u s y o u m e i s y

o、 2 0 1 3 年 1 1 月 3 0 日 ア ク セ ス ）  

7 5． 内 閣 府 「 社 会 意 識 に 関 す る 世 論 調 査 」  

7 6． 中 里 実 「 寄 附 金 控 除 に 関 す る 法 人 と 個 人 の 公 平 」 ジ ュ リ 9 8 3 号 （ 1 9 9 1）  

7 7． 中 里 実 「 ア メ リ カ に お け る 給 与 所 得 課 税 」 日 税 5 7 号 （ 2 0 0 6）  

7 8．長 坂 寿 久「 コ ー ズ ･リ レ ー テ ッ ド ･マ ー ケ テ ィ ン グ ( C R M )と N G O」国 際 貿 易 と 投

資 N o . 8 1 ( 2 0 1 0 )  

7 9． 成 道 秀 雄 「 寄 附 金 と そ の 沿 革 」 日 税 1 7 号 （ 1 9 9 1）  

8 0． 西 山 由 美 「 ド イ ツ に お け る 源 泉 徴 収 制 度 － 賃 金 税 徴 収 手 続 き の 現 代 化 － 」 税

研 1 5 3 号 （ 2 0 1 0）  

8 1．西 野 克 一 編『 回 答 事 例 に よ る 所 得 税 質 疑 応 答 集（ 平 成 2 2 年 改 訂 版 ）』（ 大 蔵 財

務 協 会 ， 2 0 1 0）  

8 2． 日 本 フ ァ ン ド レ イ ジ ン グ 協 会 編 『 寄 付 白 書 2 0 1 2』（ 経 団 連 出 版 , 2 0 1 2）  

8 3． 日 本 経 済 団 体 連 合 会 社 会 貢 献 推 進 委 員 会 （ １ ％ ク ラ ブ ）「 2 0 1 1 年 社 会 貢 献 活

度 実 態 調 査 結 果 」  

8 4． 日 本 税 理 士 連 合 会 「 平 成 2 5 年 度 ・ 税 制 改 正 に 関 す る 建 議 書 」  

8 5 .  日 本 税 理 士 連 合 会 「 平 成 2 6 年 度 ・ 税 制 改 正 に 関 す る 建 議 書 」  

8 6． 橋 本 公 亘 「 源 泉 徴 収 と 特 別 徴 収 の 合 憲 性 」 判 例 時 報 2 9 5 号 （ 1 9 6 2）  

8 7． 畠 山 武 道 「 源 泉 徴 収 制 度 の 法 律 関 係 ・ 争 訟 手 続 」 日 税 集 1 5 号 （ 1 9 9 1）  

8 8． 藤 谷 武 史 「 個 人 に よ る 公 益 活 動 支 援 と 税 制 － 寄 附 金 控 除 の 制 度 的 位 置 づ け を

中 心 に ― 」 租 税 3 5 号 （ 2 0 0 7）  

8 9． 船 田 健 二 「 相 続 税 法 に お け る 寄 附 金 」 日 税 1 7 号 （ 1 9 9 1）  
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9 0．堀 田 力 ほ か『 公 益 法 人 改 革 こ れ で よ い の か 政 府 の 構 想 』（ 公 益 財 団 法 人 公 益 法

人 協 会 , 2 0 0 6）  

9 1． 増 井 良 啓 「 個 人 の ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 と 寄 附 金 控 除 」 税 事 5 5 号 ( 2 0 0 0）  

9 2． 増 井 良 啓 「 所 得 税 法 か ら み た 日 本 の 官 と 民 － 寄 附 金 控 除 を 素 材 と し て － 」 江

藤 憲 治 郎 編 『 融 け る 境 超 え る 法 ３ 市 場 と 組 織 』（ 東 京 大 学 出 版 会 , 2 0 0 5）  

9 3． 水 野 忠 恒 ほ か 「 給 与 所 得 課 税 の あ り 方 」 税 研 7 9 号 （ 1 9 9 8）  

9 4． 三 井 明 「 所 得 税 の 源 泉 徴 収 制 度 は 違 憲 か 」 ジ ュ リ 2 4 8 号  ( 1 9 6 2 )  

9 5． 宮 谷 俊 胤 「 源 泉 徴 収 制 度 の 概 要 と 問 題 点 」 日 税 1 5 号 （ 1 9 9 1）  

9 6．村 上 徹 也「 日 本 の 寄 付 デ ー タ の 多 角 的 検 証 と 寄 付 文 化 に つ い て の 考 察 」「 広 が

れ ボ ラ ン テ ィ ア の 輪 」連 絡 会 議 編『 ボ ラ ン テ ィ ア 白 書 2 0 1 2』（ 筒 井 書 房 , 2 0 1 2）  

9 7． 山 内 直 人 「 新 し い 公 共 の た め の 寄 付 税 制 の あ り 方 と は 」 税 弘 2 0 1 0 年 3 月 号   

9 8． 山 内 直 人 ほ か 編 『 Ｎ Ｐ Ｏ 白 書 2 0 1 3』（ N P O 研 究 情 報 セ ン タ ー , 2 0 1 3）  

9 9． 横 山 直 子 「 源 泉 徴 収 ・ 年 末 調 整 シ ス テ ム に お け る 徴 税 コ ス ト 」 経 済 学 情 報 学

論 集 1 4 号 （ 2 0 0 0）  

1 0 0．吉 村 典 久「 所 得 税 法 及 び 法 人 税 法 上 の 寄 附 金 控 除 規 定 と 憲 法 十 四 条 」ジ ュ リ

9 9 3 号 （ 1 9 9 2）  

1 0 1． 吉 村 政 穂 「『 マ イ ナ ン バ ー 制 度 』 の 概 要 と 課 題 」 税 研 1 7 0 号 （ 2 0 1 3）  

1 0 2． 連 合 国 最 高 司 令 官 本 部 『 シ ャ ウ プ 勧 告 報 告 書 第 4 巻 』（ 1 9 4 9）  

1 0 3． 渡 辺 徹 也 「 申 告 納 税 ・ 源 泉 徴 収 ・ 年 末 調 整 と 給 与 所 得 」 日 税 5 7 号 （ 2 0 0 6）  

1 0 4． 渡 辺 徹 也 「 ア メ リ カ の 源 泉 徴 収 に 関 す る 制 度 」 税 研 1 5 3 号 （ 2 0 1 0）  

1 0 5． 渡 辺 徹 也 「『 マ イ ナ ン バ ー 制 度 』 と 所 得 税 ・ 住 民 税 － 給 与 所 得 者 に 関 す る 年

末 調 整 ・ 現 年 課 税 を 中 心 に － 」 税 研 1 7 0 号 （ 2 0 1 3）  
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付表１．諸 外 国 の 寄 附 金 税 制 及び源 泉徴収制度 比較表  

  日 本  アメリカ  イギリス  ドイツ  フランス  韓 国  

寄 付 金 総 額

（推 計 ） i  

1 兆  

1 , 8 3 1 億 円  

2 3 兆  

8 , 7 3 6 億 円  

1 兆  

7 , 6 4 0 億 円  

5 , 0 6 0 億 円  

（個 人 のみ）  

3 , 1 0 5 億 円  

（個 人 のみ）  
7 , 6 3 9 億 円  

（年 ）  ( 2 0 1 1 i i )  ( 2 0 1 1 )  ( 2 0 1 0 )  ( 2 0 0 5 )  ( 2 0 0 6 )  ( 2 0 0 5 )  

寄 附 者 内 訳  法 人 が多 い  個 人 が多 い  個 人 が多 い  不 明  不 明  個 人 が多 い  

寄 附 額 の対

ＧＤＰ比 i i i  
0 . 1 2％  1 . 6 7％  0 . 7 3％  0 . 2 2％  0 . 1 4％  不 明  

（年 ）  ( 2 0 0 6 )  ( 2 0 0 6 )  ( 2 0 0 6 )  ( 2 0 0 6 )  ( 2 0 0 6 )  
 

寄 附 金 税 制  
所 得 控 除 ・

税 額 控 除  
所 得 控 除  所 得 控 除  所 得 控 除  税 額 控 除  所 得 控 除  

控 除 限 度 額  

【所 得 控 除 】  

所 得 の 4 0％

と特 定 寄 附

金 のいずれか

小 さい金 額 か

ら 2 , 0 0 0 円 を

控 除 した額  

【所 得 控 除 】  

所 得 の 2 0％

～ 5 0％  

【所 得 控 除 】  

限 度 額 なし  

【所 得 控 除 】  

所 得 の 2 0％

と、売 上 高 ・

支 払 給 与 の

合 計 額 の

0 . 4％のいず

れか大 きい金

額  

  

【所 得 控 除 】  

所 得 の 3 0％  

【税 額 控 除 】  

所 得 の 4 0％

と特 定 寄 附

金 のいずれか

小 さい金 額 か

ら 2 , 0 0 0 円 を

控 除 した額 の

4 0％（所 得 税

額 の 2 5％を

限 度 ）  

      【税 額 控 除 】  

寄 附 の 6 6％

（所 得 の

2 0％限 度 ）  

【税 額 控 除 】

※ 2 0 1 4 年 度

より導 入 検 討

中 （寄 附 金

額 の 1 5％を

限 度 ）  

控 除 対 象 団

体 数 i  
2 6 , 8 9 8  1 , 0 8 0 , 1 3 0  1 6 2 , 7 7 6  不 明  不 明  不 明  

（年 ）  ( 2 0 1 2 )  ( 2 0 1 1 )  ( 2 0 1 0 )        

給 与 所 得 の

源 泉 徴 収  
あり  あり  あり  あり  なし  あり  

年 末 調 整  あり  なし  

なし（ただし

毎 月 の計

算 であり）  

あり  －  あり  

寄 附 金 控 除

の年 末 調 整  
なし  －  

なし（ただし

毎 月 の計

算 であり）  

なし  －  あり  

i  日 本 ・ ア メ リ カ ・ イ ギ リ ス は 山 内 直 人 ほ か ・ 前 掲 注 ( 1 3 )  1 7 3 頁 、 ド イ ツ ・ フ ラ ン ス は

加 藤 慶 一 ・ 前 掲 注 ( 1 4 4 ) 5 6 頁 、 韓 国 は 金 明 ・ 前 掲 注 ( 1 4 9 ) 1 頁  

i i  日 本 の 2 0 1 1 年 は 東 日 本 大 震 災 の 影 響 で 通 常 年 よ り 大 幅 に 伸 び て い る 。  

i i i  Ｃ Ａ Ｆ 「 I n t e r n a t i o n a l  c o m p a r i s o n s  o f  c h a r i t a b l e  g i v i n g」 ( 2 0 0 6 )  
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付表２．給 与 天 引 き 寄 附 に 関 する実 態調査 i  単純 集 計表  
1 .  導 入 の経 緯  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

 
  1 9  1 0 0 . 0 %  

1  
欧 米 の企 業 での導 入 事 例 を見 て、企 業 と社 員 が協 同 して行 う社

会 貢 献 活 動 の仕 組 みに魅 力 を感 じたため  1  5 . 3 %  

2  
国 内 他 社 が導 入 したのを見 て、自 社 でも社 員 と協 同 の社 会 貢 献

活 動 として実 施 可 能 と判 断 したため  8  4 2 . 1 %  

3  この仕 組 み導 入 について、社 員 からの強 い要 望 があったため  9  4 7 . 4 %  

4  その他 （自 由 回 答 ）  1 0  5 2 . 6 %  

 
 

  
2 - 1 .  担 当 部 署  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 9  1 0 0 . 0 %  

1  ＣＳＲ担 当 部 署  1 4  7 3 . 7 %  

2  人 事 担 当 部 署  1  5 . 3 %  

3  ＩＲ・広 報 担 当 部 署  1  5 . 3 %  

4  総 務 担 当 部 署  2  1 0 . 5 %  

5  その他 （自 由 回 答 ）  6  3 1 . 6 %  

    
2 - 2 .  グループ会 社 への導 入  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 9  1 0 0 . 0 %  

1  している（グループ全 体 で同 じ制 度 を利 用 している）  9  4 7 . 4 %  

2  している（各 グループ会 社 で独 自 に制 度 を作 っている）  0  0 . 0 %  

3  していない  2  1 0 . 5 %  

4  その他 （自 由 回 答 ）  9  4 7 . 4 %  

    
3 .  寄 付 先 の選 定 方 法  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 9  1 0 0 . 0 %  

1  会 社 側 が独 自 に選 定  3  1 5 . 8 %  

2  会 社 側 が中 間 支 援 ＮＰＯに相 談 して選 定  1  5 . 3 %  

3  社 員 からの希 望 を募 って選 定  1 1  5 7 . 9 %  

4  選 定 委 員 会 を社 内 に設 置  1 1  5 7 . 9 %  

5  その他 （自 由 回 答 ）  9  4 7 . 4 %  

    

  

i  民 間 企 業 に お い て 広 が り つ つ あ る 給 与 天 引 き 寄 附 を「 寄 附 金 控 除 の 年 末 調 整 制 度 化 」導

入 の 仕 組 み と し て 検 討 す る 際 の 基 礎 資 料 と す る た め 、 平 成 2 5 年 2 月 ～ 7 月 に か け て 筆

者 自 身 が 独 自 に 実 施 し た 。 調 査 概 要 は 6 5 頁 参 照 。  
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4 .  寄 付 先 を選 ぶ際 に重 視 すること  
  

回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 9  1 0 0 . 0 %  

1  活 動 内 容 が会 社 の事 業 に関 連 している  3  1 5 . 8 %  

2  会 社 の事 業 所 がある地 域 で活 動 している  3  1 5 . 8 %  

3  
税 制 優 遇 の対 象 になっている（特 定 公 益 増 進 法 人 、認 定 ＮＰＯ

法 人 等 ）  
0  0 . 0 %  

4  寄 付 金 の使 途 を団 体 ホームページ等 で報 告 している  4  2 1 . 1 %  

5  活 動 規 模 が大 きく知 名 度 が高 い団 体 である  0  0 . 0 %  

6  その他 （自 由 回 答 ）  1 9  1 0 0 . 0 %  

    
5 .  寄 付 先 団 体 数  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 8  1 0 0 . 0 %  

1  １団 体  1  5 . 6 %  

2  ２～５団 体  1  5 . 6 %  

3  ６～１０団 体  2  1 1 . 1 %  

4  １１～２０団 体  2  1 1 . 1 %  

5  ２１～３０団 体  0  0 . 0 %  

6  ３１～４０団 体  1  5 . 6 %  

7  ４１～５０団 体  3  1 6 . 7 %  

8  ５１団 体 以 上  8  4 4 . 4 %  

    
6 .  会 社 の上 乗 せ寄 附 （マッチングギフト）割 合  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 9  1 0 0 . 0 %  

1  会 社 負 担 はなし  3  1 5 . 8 %  

2  社 員 ２：会 社 １  1  5 . 3 %  

3  社 員 １：会 社 １  1 2  6 3 . 2 %  

4  社 員 １：会 社 ２  0  0 . 0 %  

5  その他 （自 由 回 答 ）  4  2 1 . 1 %  

    
7 - 1 .  募 金 中 間 組 織 の有 無  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 9  1 0 0 . 0 %  

1  基 金 を利 用 していない（直 接 支 援 先 の団 体 に寄 付 ）  1 3  6 8 . 4 %  

2  社 内 基 金 を利 用 している  4  2 1 . 1 %  

3  基 金 のためにグループ内 に別 法 人 を設 立 している  1  5 . 3 %  

4  
他 団 体 （グループ外 ）の運 営 する基 金 （社 外 基 金 ）を利 用 してい

る  
0  0 . 0 %  

5  その他 （自 由 回 答 ）  6  3 1 . 6 %  
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7 - 2 .  基 金 について  
  

回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
6  1 0 0 . 0 %  

1  非 課 税 団 体 である  2  3 3 . 3 %  

2  非 課 税 団 体 でない  0  0 . 0 %  

3  不 明  0  0 . 0 %  

4  その他 （自 由 回 答 ）  4  6 6 . 7 %  

    
8 .  寄 付 先 団 体 への情 報 提 供 について  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 9  1 0 0 . 0 %  

1  各 社 員 の氏 名  1  5 . 3 %  

2  各 社 員 の寄 付 金 額  1  5 . 3 %  

3  各 社 員 の住 所  0  0 . 0 %  

4  何 も情 報 提 供 していない  1 5  7 8 . 9 %  

5  その他 （自 由 回 答 ）  4  2 1 . 1 %  

    
9 .  社 員 の確 定 申 告 について  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 8  1 0 0 . 0 %  

1  
寄 付 先 団 体 が発 行 した各 人 別 領 収 書 を天 引 きした社 員 全 員 に

配 付 している  
0  0 . 0 %  

2  
社 外 基 金 が発 行 した各 人 別 領 収 書 を天 引 きした社 員 全 員 配 付

している  
0  0 . 0 %  

3  
会 社 （又 は社 内 基 金 ）が各 人 に対 して寄 付 金 預 かり証 を発 行 し

ている  
2  1 1 . 1 %  

4  特 に何 もしていない（社 員 からの希 望 がない）  9  5 0 . 0 %  

5  寄 付 金 控 除 の対 象 となる団 体 （基 金 ）に寄 付 していない  2  1 1 . 1 %  

6  その他 （自 由 回 答 ）  7  3 8 . 9 %  

    
1 0 .  給 与 天 引 き寄 付 の促 進 税 制  

  
回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
割 合  

  
1 8  1 0 0 . 0 %  

1  
給 与 天 引 き寄 付 をした額 については、社 員 が給 与 課 税 されない

仕 組 み  
8  4 4 . 4 %  

2  
給 与 天 引 きにより寄 付 をした社 員 が年 末 調 整 で寄 付 金 控 除 を

受 けられるようにする仕 組 み  1 0  5 5 . 6 %  

3  給 与 天 引 き寄 付 額 に応 じた会 社 への法 人 税 優 遇 措 置  6  3 3 . 3 %  

4  
給 与 天 引 き寄 付 制 度 の導 入 費 用 を会 社 が損 金 経 理 できる仕 組

み  1  5 . 6 %  

5  給 与 天 引 きを仲 介 する団 体 を税 務 当 局 が認 可 する仕 組 み  0  0 . 0 %  

6  新 たな制 度 は必 要 ない  4  2 2 . 2 %  

7  その他 （自 由 回 答 ）  1  5 . 6 %  
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1 1 - 1 .  天 引 き寄 附 参 加 社 員 数  (人 ）  

回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
平 均 値  中 央 値  最 大 値  最 小 値  

1  前 事 業 年 度  1 4  3 , 2 9 5  2 , 6 6 8  8 , 4 0 0  2 7 6  

2  ２年 前 事 業 年 度  1 2  3 , 1 3 2  2 , 3 9 0  8 , 2 0 0  2 8 1  

3  ３年 前 事 業 年 度  1 2  3 , 0 4 7  2 , 2 0 1  8 , 3 0 0  3 1 5  

       
1 1 - 2 .  一 口 天 引 き額 （１ヶ月 ）  

 
（円 ）  

回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
平 均 値  中 央 値  最 大 値  最 小 値  

1  前 事 業 年 度  1 0  1 6 9  1 0 0  5 0 0  1  

2  ２年 前 事 業 年 度  8  1 1 6  1 0 0  2 1 4  1  

3  ３年 前 事 業 年 度  8  1 1 6  1 0 0  2 1 5  1  

       
1 1 - 3 .  給 与 天 引 き額 （年 間 ）  

 
（円 ）  

回 答

No .  
回 答  

回 答

数  
平 均 値  中 央 値  最 大 値  最 小 値  

1  前 事 業 年 度  1 3  9 , 6 8 2 , 6 3 6  4 , 4 0 9 , 1 0 0  3 0 , 1 0 6 , 4 0 0  1 , 5 9 0 , 0 0 0  

2  ２年 前 事 業 年 度  1 1  9 , 1 3 9 , 4 3 3  3 , 8 3 4 , 8 0 0  2 1 , 8 1 3 , 4 9 5  1 , 7 2 1 , 0 0 0  

3  ３年 前 事 業 年 度  1 1  7 , 6 6 2 , 5 3 2  3 , 5 7 2 , 0 0 0  1 7 , 6 7 1 , 6 0 0  1 , 8 2 4 , 0 0 0  
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	【要約】寄付金税制に関する一考察
	３．第３章では、諸外国における寄附金税制と源泉徴収制度を概観する。アメリカ、イギリス、ドイツの所得税の寄附金税制は所得控除であり、フランスは税額控除である。韓国は所得控除であるが、税額控除への変更が検討されている。給与所得については、アメリカ、イギリス、ドイツでは源泉徴収制度はあるが年末調整制度がなく、フランスは源泉徴収制度自体がない。韓国は源泉徴収制度も年末調整制度もあるが、年末調整実施時期が翌年であり、我が国の制度と異なる。

	【本編】寄付金税制に関する一考察
	１．はじめに01
	付表１．諸外国の寄附金税制及び源泉徴収制度比較表094
	利用しやすい寄附金税制を考えた際にまず思い浮かんだのは、年末調整後に寄附金控除のためだけに確定申告をした際、煩雑な作業に苦労した私自身の経験であった。「寄附金控除の年末調整制度化」が実現できれば、日本国民の半数近くを占めるP9F P給与所得者の寄附金控除利用が促進されるのではないか、そしてそのための仕組みとして注目したのが「給与天引き寄附」である。「給与天引き寄附」とは、企業が従業員に給与を支払う際、法定控除以外の控除項目として、希望する従業員の給与からあらかじめ定めた寄附額を天引きし、企業が寄附...
	（２）所得税法（寄附金控除制度）
	所得税については、寄附金税制として寄附金控除制度と譲渡所得の非課税制度に大きく分けることができるため、その沿革、制度の概要については分けて整理する。まずは寄附金控除制度を取りあげる。
	②制度の概要
	相続税法においては「寄附」を「贈与」に含めていることは前述の通りであるが、一定の「贈与」について相続税・贈与税が非課税となる規定がある。これも、相続財産の寄附を促進する制度であり寄附金税制の一つと考えられるため、以下で概要を見て行く｡
	なお、個人が人格のない社団又は財団等に対して財産の贈与又は遺贈をした場合においては、その団体を個人とみなして受贈者等に贈与税又は相続税が課税されるのが原則であるが、人格のない社団又は財団等が宗教･慈善･学術その他公益を目的とする事業を行う一定の団体である場合には贈与税又は相続税が非課税となる規定P40F Pがある。これも寄附金税制の一つであると見ることができるが、少し特殊な論点であるため、詳細については省略する。
	①沿革P41F
	相続又は遺贈により財産を取得した者が、さらにその財産を国等へ譲渡した場合には、実際には被相続人から国等への相続財産の移動にすぎないという考えのもと、昭和38年の改正において、国等に対して相続財産を寄附した場合に、相続又は遺贈に係る相続税の課税価格の基礎に算入しない（非課税）とする規定が新設された｡同規定は、昭和63年には、一定の要件を満たした特定公益信託の信託財産とするために支出した場合について、平成13年には、認定ＮＰＯ法人への寄附を行った場合について対象範囲が広がり、現行の制度になっている。
	②制度の概要
	なお、寄附先が、国・地方公共団体及び「特定寄附金」の規定に定める法人である場合は、その財産の取得原価相当額については、相続人の所得税計算において寄附金控除の対象になる。
	法人が寄附をした場合には、その寄附先により規定されている限度額までを各事業年度の所得の金額の計算上、損金算入できるという制度がある。
	①沿革P43F
	平成24年の改正では、特定公益増進法人等に対する寄附金については損金算入限度額が拡充され、一般の寄附金については損金算入限度額が縮減された。
	②制度の概要
	この他、公益法人等や認定ＮＰＯ法人等が収益事業に属する資産から収益事業以外の事業のために支出する金額については、これを収益事業にかかる寄附金の額とみなす「みなし寄附金制度」があり、法人格の種類により定められた損金算入限度額が適用される。また、完全支配関係にある100％グループ法人間への寄附や国外関連者（国内の法人と一定の関係にある外国法人）への寄附については、全額損金不算入とする制度もある。
	本判決については、両者の取扱いの差は違法ではないとする判決結果自体には支持する声が多く筆者も同意するが、その判決に至るまでの過程には、そもそも同じ土俵に載せる必要がなかった可能性も含め、説得力に欠けるものであったと考える。
	（６）地方税法
	地方税法においては、個人住民税の計算上、一定の寄附について寄附金の税額控除制度が適用できる。個人住民税は所得税と共通の課税所得を使用することからも所得税との関係性が深く、寄附金控除においてもその控除額計算において結びつきが強い。さらに個人住民税の特別徴収制度では、会社が従業員の給与から天引きして納付するという性質上、給与所得者の源泉徴収税制度や年末調整制度に注目する今回の研究で重要であるため、詳細に整理していく。
	①沿革
	個人住民税における寄附金税制の歴史は浅く、平成元年の地方税法改正によって創設され、平成2年から所得控除方式による寄附金控除制度が設けられた。当初の控除対象寄附先は各都道府県に所在する「共同募金会」のみであったが、平成4年からは「日本赤十字社都道府県支部」が、平成６年からは都道府県・市区町村に対する寄附金が所得控除の対象に加えられた。しかし、控除限度額は総所得金額の25％と低い一方で、適用下限額は10万円と高く設定されており、制度の使いにくさが指摘されてきたP55F P｡
	平成18年、当時の西川一誠福井県知事の提案に端を発した｢故郷寄附金控除」導入案は、総務省による「ふるさと納税研究会」立上げを経て、平成20年の｢ふるさと納税制度｣創設へとつながったP56F P｡平成20年度の抜本改正では、所得控除方式から税額控除方式へ転換されると同時に、控除限度額は総所得の30％まで引き上げられ、適用下限額は所得税法における寄附金控除と同水準の5千円まで引き下げられた｡その後、平成23年には市民公益税制に伴う改正として、都道府県又は市区町村が条例において個別指定する団体を個人住民...
	②制度の概要
	（２）対象となる寄附金（寄附手段）
	次に、寄附金控除の対象となる寄附先として列挙されている団体に対して、どのような寄附手段が控除の対象となるのかを整理する。
	まずは個人が直接支援先に寄附した場合の寄附手段として、金銭による寄附と、現物による寄附に分けて整理した上で、「給与天引き寄附」も該当すると考えられる企業を通じた寄附手段についても考察していく。
	① 金銭による寄附
	② 金銭以外の資産の寄附
	③ 企業を通じた寄附
	（３）所得税法の寄附金控除の根拠
	次に、寄附金控除制度の概念をより深く理解するために、制度の根拠を考察する。
	①所得の計測
	寄附は所得の任意処分（消費）ではないので控除するべきであるとする考え方であり、1972年に米国のアンドルース教授が発表した論文により提唱された。この説によれば、寄附は「分けることができる私的財の排他的消費」ではないとされる。例えば、「慈善団体へ寄附を支出すると、その寄附を支出した人は、寄附を行ったという心理的な満足を得るかもしれないが、現実の財やサービスを消費した訳ではない。また、その寄附は、あくまで受け取った人が寄附を享受しており、寄附をした人が、寄附を受け取った人の寄附金の享受というものを除外...
	②報償
	③誘因
	④多元主義
	多元主義とは、公共財提供を分担する多元的に並立する組織への支払を国家（課税）が干渉しないことを尊重する考え方をいうP83F P。
	①事案の概要P113F P（事実関係）
	②原告の主張
	③裁判所の判断
	④研究と意見
	４．小括
	源泉徴収制度及び年末調整制度により確保される給与所得にかかる源泉所得税は、我が国の税収においても非常に大きな割合を占め、国家の財源として重要な位置付けとなっている。また、その徴税事務を給与支払者である源泉徴収義務者が代行していることから徴税コストがおさえられ、徴税制度として非常に優れた仕組みになっているといえる。
	一方で、そのしわ寄せを受けているのが、事務負担を負う源泉徴収義務者と、民主的な税申告権利を付与されていない給与所得者である。政府の目指す税収確保と、源泉徴収義務者が求める事務負担軽減は平行線であるが、妥協案のひとつとしては「年末調整選択制」があり、マイナンバー法成立により今後議論が広がる可能性がある。ただし長年続いた年末調整制度から申告納税への移行には給与所得者の納税意識を変える必要もあり、制度設計の面からも実現は容易ではないことがうかがえる。
	このような状況を踏まえ、本論文の研究テーマである「寄附金控除の年末調整制度化」については、まずは現行の年末調整制度を前提として検討することとしつつも、源泉徴収義務者の事務負担面を配慮した仕組みづくりに重点を置きたいと考える。 第３章　諸外国における寄附金税制と源泉徴収制度
	寄附金税制P132F Pや給与所得にかかる源泉徴収制度は、諸外国においても導入されている。この章では、我が国における両制度を客観的な視点から捉えるための基礎資料として、寄附大国といわれるアメリカ、寄附金税制で独自の制度を有しているイギリス、我が国の年末調整制度に大きな影響を与えたといわれるドイツ、他の欧米諸国とは大きく異なる税制を有しているフランス、同じ東アジアとしての韓国について、制度の概要を見て行く。
	１．アメリカ
	（１）寄附金税制
	①寄附の状況
	ドイツの社会貢献活動の基本としては、「アブシディアリティ（補完）」というカトリック社会の価値観がある。これは、自己の能力で活動できるうちは援助しないが、自己の能力で活動困難な場合には、援助することが社会市民としての義務であるとする考え方をいう。そのため、アメリカやイギリスに比べると寄附額のＧＤＰ比率は低い水準にあり、個人の寄附総額は2005年時点で44億ユーロ（約5,060億円）と推計されるP143F P。2007年には非営利団体に対する抜本的な税制改革が行われ、寄附金税制が大きく前進した。
	②所得税における寄附金税制
	もっぱら公益、慈善、教会支援のいずれかを目的とする非課税団体のうち、特定の者を優遇しないこと等の条件を満たして税務署の認定を受けた団体への寄附については、課税所得の20％と、年間売上高・支払給与の合計額の0.4％のいずれか大きい金額まで所得控除できる。なお、限度超過額は繰越しが可能である。
	（２）給与所得の源泉徴収制度P144F
	ドイツの給与所得に係る所得税は「賃金税」と呼ばれ、源泉徴収制度が採用されている。被用者は、源泉徴収による賃金税の控除を受けるために、暦年開始前または雇用関係開始時に、その雇用者に賃金税票（該当する課税分類、「子ども扶養控除」がある場合にはその人数、納税者番号等を記載した書類）を提出する。雇用者は賃金税届出期間（通常毎月であるが、全暦年の賃金税の納税額が800ユーロ以下の場合は暦年）経過後10日以内に、事業所所在地の税務署に賃金税の納付をし、毎月納付された賃金税が当該暦年の終了時に確定する税額に不足...
	ただし、毎月納付された賃金税が多すぎた場合（被用者が支払った必要経費の額が、源泉徴収の際に概算控除された額よりも多く、申告をした方が算出税額が安くなる場合等）には、被用者が自ら納税申告をして、税務当局による減額（還付）査定を請求することができる。
	フランスでは、給与所得の源泉徴収制度はない。そのため、当然ながら年末調整の概念もないことになる。
	５．韓国
	６．小括
	１．我が国における「給与天引き寄附」の現状
	給与天引き寄附とは、企業が従業員に給与を支払う際、法定控除（税金、社会保険料、雇用保険料）以外の控除項目として、希望する従業員の給与からあらかじめ定めた寄附額を天引きし、企業が寄附をする仕組みをいう。近年上場企業を中心に導入例が増えてきておりP153F P、寄附手段のひとつとして定着しつつあるといえるP154F P。
	給与天引き寄附制度を導入している企業の社員を対象に実施したアンケート調査P155F Pでは、「今後、より積極的に寄附を行うために望ましい寄付金の支払方法」としては「給与口座から予め定められた金額の天引き」が60.6％と最も高い支持を受けており、一定の評価を得ているといえる。また、同調査では「給与天引き寄附をきっかけとして初めて寄附を行った者の割合」が42.3％となっており、寄附未経験者にとって寄附行為のきっかけとなっていることがわかる。
	本章では、上記のように民間企業において広がりつつある給与天引き寄附を「寄附金控除の年末調整制度化」導入の仕組みとして検討する際の基礎資料とするために筆者自身が独自に実施した実態調査の結果を考察する。
	２．調査概要
	（１）目的
	研究・提言への強い論拠とするために、実際の企業における寄附活動の仕組み、社員への働きかけ、納税者としての要望等の実態を把握すること
	（２）対象
	（３）実施時期
	（４）調査方法
	（１）導入時期
	（２）導入の経緯
	（３）担当部署
	（４）グル―プ会社への導入
	（５）寄附先の選定方法
	（６）寄附先を選ぶ際に重視すること
	（７）寄附先団体数
	（８）会社負担割合
	（９）募金中間組織の有無
	①給与天引き寄附参加社員数
	②一口天引き寄附額（１ヶ月）
	③給与天引き額（年間）
	（１）給与天引き寄附と税制がつながっていない
	（２）「寄附金控除の年末調整制度化」の実現には事務負担の軽減が課題
	第１章で見た所得税法における寄附金控除（所得控除、税額控除）については、第２章で見た年末調整制度の対象となっておらず、年末調整のみで課税が完結する給与所得者が寄附金控除を適用するためには、自分自身で確定申告をする必要がある。
	しかし、申告手続きに馴染みのない給与所得者にとって、確定申告は敷居が高い場合が多く、寄付金控除のための確定申告を辞退している者が相当数いると推測される。実際、寄附をした者に寄附金について確定申告を行わなかった理由を聞いた調査P165F Pでは「申告をするのが面倒だったから」という回答が14.1％を占める。このような状況については、「日本のように源泉徴収制度が普及し、申告納税する人の少ない社会では、せめて、生命保険料控除のように年末調整で寄付控除が受けられるようにすべきであろうP166F P」とい...
	この章では、「寄附金控除の年末調整制度化」について、税制改正要望に上げられた経緯を整理した上で、「給与天引き寄附」を活用した新たな制度を検討する。
	１．寄附金控除の年末調整制度化を巡る議論
	（１）経緯
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